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資産の部
Ⅰ　固定資産
1 有形固定資産
土地 19,292,969
建物 1,376,151
減価償却累計額 △ 65,240 1,310,911

構築物 68,904
減価償却累計額 △ 2,531 66,373

工具器具備品 9,333,007
減価償却累計額 △ 3,770,369 5,562,638

図書 700,777
車両運搬具 26,731
減価償却累計額 △ 19,409 7,321

建設仮勘定 120,897
有形固定資産合計 27,061,888

2 無形固定資産
ソフトウェア 305,438
その他無形固定資産 760

無形固定資産合計 306,198

3 投資その他の資産
長期貸付金 496,131
貸倒引当金 △ 5,430 490,701

敷金保証金 6,405
預託金 39

投資その他の資産合計 497,146
固定資産合計 27,865,233

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 5,117,093
未収学生納付金収入 36,737
徴収不能引当金 △ 5,786 30,951

未収附属病院収入 5,749,313
徴収不能引当金 △ 187,415 5,561,897

その他未収入金 90,927
有価証券 999,036
たな卸資産 8,164
医薬品及び診療材料 716,079
前渡金 4,800
前払費用 11,849
未収収益 496
立替金 326
一年以内回収予定長期貸付金 46,504
貸倒引当金 △ 1,198 45,306

流動資産合計 12,586,930
資産合計 40,452,164

注）
運営費交付金により財源措置が行われるため退職給付引当金の対象外とした退職給付債務の見積額は、

千円であります。
（横浜市からの派遣職員に対する退職給付債務見積額は上記金額から除いております。）

貸借対照表

（平成19年3月31日）
（単位：千円）

4,123,265
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負債の部
Ⅰ　固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金等 2,187,920
資産見返補助金等 155,173
資産見返寄附金 337,884
資産見返物品受贈額 2,125,385
建設仮勘定見返運営費交付金 120,897 4,927,260

長期借入金 1,541,250
長期リース債務 940,620
固定負債合計 7,409,131

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務 191,425
寄附金債務 416,045
前受受託研究費等 168,119
一年以内返済予定長期借入金 226,750
未払金 6,096,934
短期リース債務 536,953
未払費用 26,576
未払消費税等 20,326
前受金 666
預り金 346,525
流動負債合計 8,030,323
負債合計 15,439,455

資本の部
Ⅰ　資本金
横浜市出資金 19,292,969
資本金合計 19,292,969

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 599,479
資本剰余金合計 599,479

Ⅲ　利益剰余金
教育研究診療・組織運営改善積立金 3,889,479
当期未処分利益 1,230,780
（うち当期総利益 1,230,780 ）
利益剰余金合計 5,120,260
資本合計 25,012,709
負債資本合計 40,452,164
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(単位：千円）

経常費用
業務費
教育経費 1,576,284
研究経費 1,378,940
診療経費
材料費 11,621,654
委託費 3,883,951
設備関係費 2,453,094
研究研修費 6,987
経費 2,008,826 19,974,514

教育研究支援経費 418,407
受託研究費 521,901
受託事業費 715
役員人件費 59,361
教員人件費
常勤教員給与 7,496,245
非常勤教員給与 198,135 7,694,381

職員人件費
常勤職員給与 12,775,103
非常勤職員給与 3,176,088 15,951,191 47,575,698

一般管理費 940,399
財務費用
支払利息 29,460
その他 2,585 32,046

雑損 26,899
経常費用合計 48,575,044

経常収益
運営費交付金収益 11,391,020
授業料収益 2,198,527
入学金収益 270,405
検定料収益 69,132
附属病院収益 32,759,082
受託研究等収益
受託研究等収益（国及び地方公共団体） 213,542
受託研究等収益（国及び地方公共団体以外） 523,201 736,743

受託事業等収益 715
補助金等収益 317,764
寄附金収益 438,635
資産見返負債戻入 1,178,037
財務収益
受取利息 6,940 6,940

雑益
財産貸付料収入 4,984
講習料収入 6,350
駐車場利用料 110,450
その他雑益 317,034 438,819

経常収益合計 49,805,825
経常利益 1,230,780

臨時損失
固定資産除却損 15,720 15,720

臨時利益
資産見返負債戻入 15,720 15,720

当期純利益 1,230,780
当期総利益 1,230,780

注）
1. 病院において法人設立時に設立団体から譲渡され、資産見返勘定を立てて会計処理を行っている医療用
機器について、当期の資産見返勘定戻入額は、612,043千円であります。

2. 固定資産除却損の主な内容は、工具器具備品15,720千円であります

損益計算書

（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 11,871,122
人件費支出 △ 24,091,925
その他の業務支出 △ 11,297,943
科学研究費補助金預り金支出 △ 71,021
運営費交付金収入 12,866,389
授業料収入 2,157,904
入学金収入 270,405
検定料収入 69,132
附属病院収入 32,583,055
受託研究等収入 724,531
受託事業等収入 715
その他の収入 505,088
補助金等収入 460,164
寄付金収入 552,965
小計 2,858,338

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,858,338

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 998,665
有形固定資産の取得による支出 △ 2,292,508
無形固定資産の取得による支出 △ 74,263
長期貸付金による支出 △ 15,240
長期貸付金の返済による収入 56,417
投資その他の資産の取得による支出 △ 24
定期預金の預入による支出 △ 11,500,000
定期預金等の払戻による収入 9,500,000
小計 △ 5,324,283

利息及び配当金の受領額 6,072
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,318,211

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 858,498
リース債務返済による支出 △ 565,776
小計 292,721

利息の支払額 △ 29,123
財務活動によるキャッシュ・フロー 263,598

Ⅳ 資金減少額 △ 2,196,274
Ⅴ 資金期首残高 5,313,368
Ⅵ 資金期末残高 3,117,093

注）
1 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 5,117,093 千円
定期預金 2,000,000 千円
資金期末残高 3,117,093 千円

2 重要な非資金取引
（ア）現物寄附による資産の受入額 138,617 千円
（イ）ファイナンス・リースによる資産の取得 224,994 千円

（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
（単位：千円）

キャッシュ・フロー計算書
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Ⅰ 当期未処分利益 1,230,780,977
当期総利益 1,230,780,977

Ⅱ 利益処分額
積立金 0
地方独立行政法人法第40条第3項により
設立団体の長の承認を受けようとする額
教育、研究及び診療の質の向上並びに
組織運営の改善目的積立金 1,230,780,977 1,230,780,977 1,230,780,977

利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）
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Ⅰ 業務費用
（１） 損益計算上の費用

業務費 47,575,698
一般管理費 940,399
財務費用 32,046
雑損 26,899
臨時損失 15,720 48,590,764

（２） （控除）自己収入等
授業料収益 △ 2,198,527
入学金収益 △ 270,405
検定料収益 △ 69,132
附属病院収益 △ 32,759,082
受託研究等収益 △ 736,743
受託事業等収益 △ 715
寄付金収益 △ 438,635
資産見返寄付金戻入 △ 64,581
財務収益 △ 6,940
雑益 △ 384,277
臨時利益 △ 1,833 △ 36,930,875

業務費用合計 11,659,889

Ⅱ 損益外減価償却相当額        -

Ⅲ 引当外退職給与増加見積額 901,588

Ⅳ 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用 4,847,869
地方公共団体出資の機会費用 328,223 5,176,092

Ⅴ 行政サービス実施コスト 17,737,570

注）
1. 引当外退職給付増加見積額のうち、横浜市からの派遣職員に係るものは、

千円になっております。
2. 機会費用のうち、設立団体に係るものは、5,176,092千円になっております。
826,989

（単位：千円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成18年4月1日～平成19年3月31日）
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重要な会計方針 

 

１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

なお、退職一時金については費用進行基準を採用しております。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

ア 建物        ４～４７年 

  イ 工具器具備品    ３～１５年 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）で償却しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま

せん。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第８５第４項に基づき計算さ

れた退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

（２）徴収不能引当金の計上基準 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（３）貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権等について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

 

４ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 
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５ たな卸資産等の評価基準及び評価方法 

たな卸資産     最終仕入原価法による原価法により評価しております。 

医薬品及び診療材料 最終仕入原価法による低価法により評価しております。 

 

６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

横浜市から、大学、附属病院及び市民総合医療センターの建物等について無償貸与を受けており、これらについ

て横浜市における取得原価を基礎とした定額法による減価償却額に資本コストを勘案して計算しております。 

（２）地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付政府保証債の平成１９年３月末利回りを参考に、1.650％で計算しております。 

 

７ リース取引の会計処理 

  リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

８ 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

（重要な債務負担行為） 

 横浜市立大学市民総合医療センター本館医局改修工事 

 契約金額 219,975 千円   次期（平成 19年度分）以降の支払額 131,985 千円 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書  

 

 



１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４特定の償却資産の減価に係る会計処理」によ

る損益外減価償却相当額も含む）の明細  
                                                                                           (単位：千円) 

資産の種類 
期 首 

残 高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

期 末 

残 高 

減価償却累計額 差 引 

当期末 

残 高 

摘 要 
  

当 期 

償却額 

有形固定

資産(特定

償却資産） 

建物 - - - - - - -   

構築物 - - - - - - -   

計 - - - - - - -   

有形固定

資産(特定

償却資産

以外） 

建物 330,349 1,045,801 - 1,376,151 65,240 58,635 1,310,911   

構築物 68,904 - - 68,904 2,531 2,336 66,373   

工具器具備品 7,555,185 1,816,221 38,399 9,333,007 3,770,369 1,786,147 5,562,638   

図 書 655,193 45,881 297 700,777 - - 700,777   

車両運搬具 23,098 4,583 950 26,731 19,409 10,025 7,321   

計 8,632,733 2,912,488 39,648 11,505,573 3,857,551 1,857,144 7,648,022   

非償却資

産 

土 地 19,292,969 - - 19,292,969 - - 19,292,969   

建設仮勘定 157,984 120,897 157,984 120,897 - - 120,897   

計 19,450,954 120,897 157,984 19,413,866 - - 19,413,866   

有形固定 

資産合計 

土地 19,292,969 - - 19,292,969 - - 19,292,969   

建物 330,349 1,045,801 - 1,376,151 65,240 58,635 1,310,911   

構築物 68,904 - - 68,904 2,531 2,336 66,373   

工具器具備品 7,555,185 1,816,221 38,399 9,333,007 3,770,369 1,786,147 5,562,638   

図書 655,193 45,881 297 700,777 - - 700,777   

車両運搬具 23,098 4,583 950 26,731 19,409 10,025 7,321   

建設仮勘定 157,984 120,897 157,984 120,897 - - 120,897   

計 28,083,687 3,033,385 197,633 30,919,440 3,857,551 1,857,144 27,061,888   

無形固定 

資産 

ソフトウェア 316,006 107,724 - 423,730 118,292 69,617 305,438   

その他無形固定資産 680 80 - 760 - - 760   

計 316,686 107,804 - 424,490 118,292 69,617 306,198   

投資その

他の資産 

長期貸付金 535,735 15,240 54,844 496,131 - - 496,131   

貸倒引当金 △ 5,293 △5,430 △5,293 △ 5,430 - - △ 5,430   

敷金保証金 6,405 - - 6,405 - - 6,405   

預託金 15 24 - 39 - - 39   

計 536,862 9,834 49,551 497,146 - - 497,146   

 
 
２ たな卸資産の明細 
                                                                                           (単位：千円) 

種 類 期首残高 

当期増加額 当期減少額 

期末残高 適 要 当期購入・製

造・振替 
その他 払出・振替 その他

給食材料 7,927 331,232 - 330,995 - 8,164   

たな卸資産計 7,927 331,232 - 330,995 - 8,164     

医薬品 396,243 6,554,002 - 6,563,033 - 387,212     

診療材料 226,579 4,678,681 - 4,576,394 - 328,866   

医薬品及び診療材料計 622,823 11,232,684 - 11,139,428 - 716,079     

 

-9-



３ 無償使用公有財産等の明細 
                                                                                           (単位：千円) 

 上記の全ての建物について、横浜市より無償貸与を受けております。 
 

区 分 種 別 所在地 面 積 構 造 機会費用の金額 摘 要

建 物 

本部 横浜市金沢区瀬戸２２番２号 62,951.67 ㎡ RC、他 442,495
 

医学部医学科 横浜市金沢区福浦三丁目９番の１ 35,477.09 ㎡ SRC、RC 466,112
 

木原生物学研究所 横浜市戸塚区舞岡町６４１番の１２他 8,894.95 ㎡ RC 234,001
 

医学部看護学科 横浜市金沢区福浦三丁目９番の１ 9,291.21 ㎡ SRC 164,992
 

連携大学院供給施設棟 横浜市鶴見区末広町１丁目７番の２９ 1,139.57 ㎡ RC,S,W 42,266
 

連携大学院研究棟 横浜市鶴見区末広町１丁目７番の２９ 10,130.59 ㎡ RC,S,W 197,728
 

男子学生寮 横浜市金沢区六浦東一丁目４,８５３番の３ 1,003.68 ㎡ RC 1,713
 

女子学生寮 横浜市金沢区柳町１番の１１ 575.69 ㎡ RC 1,637
 

客員教員宿舎金沢ハウス 横浜市金沢区柴町３７９番の３ 302.77 ㎡ RC 3,164
 

附属病院 横浜市金沢区福浦三丁目９番の１ 58,755.59 ㎡ SRC 911,750
 

附属旧浦舟病院 

給食用地下通路 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 120.60 ㎡ RC 2,347

 

附属市民総合医療センター 

救急棟 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 11,797.68 ㎡ SRC,RC 229,634

 

附属市民総合医療センター 

研究棟 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 3,180.57 ㎡ SRC,RC 61,907

 

附属旧浦舟病院 

地下連絡通路 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 87.85 ㎡ RC 3,653

 

附属市民総合医療センター 

防災・感染廃棄物倉庫 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 31.33 ㎡ SRC,RC 609

 

附属市民総合医療センター 

本館 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 57,608.85 ㎡ SRC,RC 1,699,223

 

附属市民総合医療センター 

駐車場棟 

横浜市南区浦舟町４丁目５７番 10,808.32 ㎡ SRC,RC 210,377

 

附属市民総合医療センター駐輪場 横浜市南区浦舟町４丁目５７番 175.79 ㎡ S 3,421
 

附属病院看護師宿舎 横浜市金沢区柴町３７９番の１ 6,991.27 ㎡ RC 71,612
 

附属市民総合医療センター 

看護師宿舎 

横浜市南区中村町４丁目２７４番の２ 9,496.64 ㎡ SRC 99,218

 

合 計  288,821.71㎡ 4,847,869  
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４ 有価証券の明細 
４－１ 流動資産として計上された有価証券 

（単位：千円） 

満期保有 

目的債券 

種類及び 

銘  柄 
取得価額 券面総額 

貸借対照 

表計上額 

当期損益に含ま

れた評価差額 
摘  要 

政府短期証券 

４３２回 
499,398 500,000 499,666 － 

 

政府短期証券 

４３７回 
499,267 500,000 499,370 － 

 

計 998,665 1,000,000 999,036 －  

 
４－２ 投資その他の資産として計上された有価証券 
    該当事項はありません。 
 
 
５ 長期貸付金の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

大学奨学資金貸付金（瀬戸） 
432,940 

(36,202) 
10,488 41,085 - 

402,343

(34,328)

 

大学奨学資金貸付金（看護） 
150,872 

(11,875) 
4,752 15,332 - 

140,292

(12,176)

 

計 583,812 

(48,077) 
15,240 56,417 - 

542,635

(46,504)

 

（注）一年以内回収予定長期貸付金は内数で括弧内に記載しております。 
 
 
６ 長期借入金の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率（％） 返済期限 摘 要

横浜市からの長期借入金 

（附属病院） 

607,000 

(   -   ) 
- - 

607,000

(151,750)
1.06% H22.12.25

 

横浜市からの長期借入金 

（市民総合医療センター） 

300,000 

(   -   ) 
- - 

300,000

(75,000)
1.06% H22.12.25

 

横浜市からの長期借入金 

（附属病院） 
- 661,000 - 

661,000

(   -   )
1.32% H23.12.25

 

横浜市からの長期借入金 

（市民総合医療センター） 
- 200,000 - 

200,000

(   -   )
1.32% H23.12.25

 

計 907,000 

(   -   ) 
861,000 - 

1,768,000

(226,750)
- - 

 

（注）一年以内返済予定長期借入金は内数で括弧内に記載しております。 
 
７ 引当金及び貸付金等に対する貸倒引当金の明細 
７－１ 引当金の明細 
    該当事項はありません。 
 
７－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

（単位：千円） 

区 分 
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高 

奨学貸付金 583,812 △41,177 542,635 6,281 347 6,628  

未収学生納付金収入 25,321 11,415 36,737 3,182 2,604 5,786  

未収附属病院収入 5,601,176 148,137 5,749,313 173,184 14,231 187,415  

合 計 6,210,310 118,375, 6,328,686 182,647 17,182 199,829  
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８ 保証債務の明細 
  該当事項はありません。 
 
 
９ 資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

資本金 横浜市出資金 19,292,969 - - 19,292,969  

計 19,292,969 - - 19,292,969  

資本剰余金 資本剰余金   

無償譲与 599,218 261 － 599,479 ※ 

      計 599,218 261 － 599,479  

※ 資本剰余金に係る貸倒引当金の減による資本剰余金の増等 
 
 
１０ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 
１０－１ 積立金の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

教育、研究及び診療の質の向上並び

に組織運営の改善目的積立金 
－ 3,889,479 － 3,889,479 前期利益の処分

 
１０－２ 目的積立金取崩しの明細 
     該当事項はありません。 
 
 
１１ 業務費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 
                          

  教育経費 

  消耗品費 179,912

  備品費 61,299

  印刷製本費 36,525

  水道光熱費 274,875

  通信運搬費 16,577

  賃借料 43,489

  保守費 152,810

  修繕費 54,280

  報酬・委託・手数料 211,044

  奨学費 24,824

  減価償却費 477,969

  貸倒損失 2,479

  雑費 19,723

  貸倒引当金繰入額 504

  徴収不能引当金繰入額 2,604

  その他の教育経費 17,364 1,576,284

  研究経費 

  消耗品費 329,614

  備品費 114,957

  水道光熱費 267,861

  旅費交通費 61,333

  保守費 69,181

  修繕費 20,051

  諸会費 23,527

  報酬・委託・手数料 358,209

  減価償却費 100,301

  雑費 801

  その他の研究経費 33,101 1,378,940
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  診療経費 

  材料費 

  医薬品費 6,563,033

  診療材料費 4,576,394

  医療消耗器具備品費 151,230

  給食用材料費 330,995 11,621,654

  委託費 

  検査委託費 228,001

  給食委託費 299,035

  寝具委託費 208,977

  医事委託費 776,732

  清掃委託費 344,368

  警備等設備管理業務委託 354,529

  保守委託費 540,439

  診療材料等管理供給委託 215,378

  その他委託費 916,488 3,883,951

  設備関係費 

  減価償却費 1,300,218

  機器賃貸料 242,068

  修繕費 498,530

  機器保守費 407,747

  その他設備関係費 4,529 2,453,094

  研究研修費 6,987

  経費 

  福利厚生費 58,794

  旅費交通費 130,104

  職員被服費 23,142

  通信運搬費 30,546

  消耗品費 284,812

  備品費 142,199

  印刷製本費 82,382

  水道光熱費 1,036,383

  賃貸料 17,181

  損害保険料 43,125

  報酬・委託・手数料 40,386

  諸会費 14,322

  租税公課 36,164

  徴収不能引当金繰入額 33,561

  その他の経費 35,717 2,008,826 19,974,514

  教育研究支援経費 

  消耗品費 151,447

  備品費 9,496

      水道光熱費       45,006   

      通信運搬費       5,324   

  賃貸料 64,350

  保守費 52,573

  報酬・委託・手数料 62,869

  減価償却費 19,641

  その他の教育研究支援経費 7,695 418,407

  受託研究費 521,901

  受託事業費 715

  役員人件費 

  報酬 45,065

  賞与 11,856

  法定福利費 2,439 59,361

  教員人件費 

  常勤教員給与 

  給料 4,376,528

  諸手当 638,603

  賞与 1,477,346
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  退職給付費用 361,407

  法定福利費 642,358 7,496,245

  非常勤教員 

  給料 184,218

  諸手当 13,022

  法定福利費 894 198,135 7,694,381

  職員人件費 

  常勤職員給与 

  給料 6,270,971

  諸手当 2,677,767

  賞与 2,724,093

  退職給付費用 5,901

  法定福利費 1,096,369 12,775,103

  非常勤職員給与 

  給料 1,750,583

  諸手当 654,970

  賞与 463,894

  法定福利費 306,639 3,176,088 15,951,191

  一般管理費 

  消耗品費 64,117

  備品費 18,514

  水道光熱費 6,791

  通信運搬費 13,691

  賃貸料 81,586

  福利厚生費 6,007

  保守費 186,076

  修繕費 29,223

  報酬・委託・手数料 456,823

  減価償却費 19,296

  雑費 13,754

  その他の一般管理費 44,516 940,399

             
 
 
１２ 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 
１２－１ 運営費交付金債務 

（単位：千円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交 

付金収益 

資 産 見 返

運営費交付金
資本剰余金 小 計 

平成 17年度 241,316 - - 102,165 - 102,165 139,151

平成 18年度 - 12,866,389 11,391,020 1,423,095 - 12,814,115 52,273

合 計 241,316 12,866,389 11,391,020 1,525,260 - 12,916,280 191,425

（注）交付年度が、平成 17年度の運営費交付金の期末残高は、附属市民総合医療センターにおける診療科再編に関して
地域医療機関との機能・役割分担について継続して整理する必要があり、当該再編にかかる平成 17年度施設整備事業の
実施時期の変更に因り生じたため計上しております。 
 交付年度が、平成 18年度の運営費交付金の期末残高は、運営費交付金収益の計上基準が費用進行基準による退職一時
金に予算残が生じたため計上しております。 
 
１２－２ 運営費交付金収益 

（単位：千円） 

業務等区分 平成 18年度交付分 合 計 

期間進行基準によるもの 11,023,711 11,023,711 

費用進行基準によるもの 367,308 367,308 

合 計 11,391,020 11,391,020 
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１３ 地方公共団体等からの財源措置の明細 
（単位：千円） 

区 分 当期交付額 

当期振替額 

摘 要建設仮勘定 

見返補助金等 

資産見返 

補助金等 
資本剰余金

長期預り 

補助金等 
収益計上 

BEMS 導入支援事業補助金 23,000 - 23,000 - - -

臨床治験推進リーダー養成プログラ

ム補助金 
40,343 - 11,073 - - 29,269

 

特色ある大学教育支援プログラム補

助金 
15,500 - - - - 15,500

 

学生が創る地域の子ども健康プロジ

ェクト補助金 
24,086 - 7,749 - - 16,336

 

医学教育用実習機器整備費補助金 1,834 - - - - 1,834  

医療施設等設備整備補助金 3,000 - 3,000 - - -  

臨床研修費補助金 159,240 - - - - 159,240  

運営費補助金 190,466 - 97,481 - - 92,984  

老人性認知症指導対策事業費委託金 2,600 - - - - 2,600  

合 計 460,069 - 142,304 - - 317,764  

 
 
１４ 役員及び教職員の給与の明細 

（単位：千円、人） 

区 分 
報酬又は給与 退職給付 

支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 

常 勤 49,666 3 0 0

非常勤 7,255 6 0 0

計 56,921 9 0 0

教職員 

常 勤 18,165,311 2,383 367,308 78

非常勤 3,066,689 1,046 0 0

計 21,232,001 3,429 367,308 78

合 計 

常 勤 18,214,977 2,386 367,308 78

非常勤 3,073,945 1,052 0 0

計 21,288,922 3,438 367,308 78

 1 役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 
(1) 役員報酬 
   役員に対する報酬については、「公立大学法人横浜市立大学役員の年俸に関する規程」に基づき支給しております。 
(2) 退職手当 
   役員に対する退職手当については、「公立大学法人横浜市立大学役員の年俸に関する規程」に基づき、業績評価の
結果等を勘案して支給しております。 

 
 2 教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 
(1) 教職員給与 
   教職員に対する給与については、「公立大学法人横浜市立大学職員年俸制規程」及び「公立大学法人横浜市立大学

職員賃金規程」に基づき支給しております。 
(2) 退職手当 
   教職員に対する退職手当については、「公立大学法人横浜市立大学退職手当規程」に基づき支給しております。 
 
3 支給人員数は、平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの間の平均支給人員数によっております。 
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１５ 開示すべきセグメント情報 
（単位：千円） 

区 分 
教育研究事業 

（大学） 

診療事業 

（附属病院） 

診療事業 

（市民総合医療ｾﾝﾀｰ）
合 計 

業務費用  

 業務費 10,110,058 17,501,641 19,963,998 47,575,698

  教育経費 1,576,284 - - 1,576,284

  研究経費 1,378,940 - - 1,378,940

  診療経費 - 9,737,545 10,236,968 19,974,514

  教育研究支援経費 418,407 - - 418,407

  受託研究費 433,760 41,010 47,130 521,901

  受託事業費 715 - - 715

  人件費 6,301,949 7,723,085 9,679,898 23,704,933

一般管理費 940,399 - - 940,399

財務費用 2,738 21,668 7,639 32,046

雑損 17,338 6,281 3,278 26,899

       小 計 11,070,535 17,529,591 19,974,917 48,575,044

業務収益  

運営費交付金収益 7,154,144 2,814,663 1,422,212 11,391,020

学生納付金収益 2,538,065 - - 2,538,065

附属病院収益 - 14,459,550 18,299,531 32,759,082

外部資金 1,005,470 74,503 96,119 1,176,093

その他 679,064 655,596 606,901 1,941,563

小 計 11,376,746 18,004,313 20,424,764 49,805,825

業務損益 306,211 474,721 449,847 1,230,780

帰属資産 17,949,157 9,254,717 13,248,289 40,452,164

（注）1 事業区分の方法 
     大学における教育研究事業及び附属病院の診療事業毎に区別しております。 
（注）2 損益外減価償却相当額については、該当ありません。 
（注）3 引当外退職給付増加見積額は、以下の通りです。 
                                     （単位：千円） 

区 分 
教育研究事業 

（大学） 

診療事業 

（附属病院） 

診療事業 

（市民総合医療ｾﾝﾀｰ）
合 計 

引当外退職給付増加見積額 190,478 356,908 354,201 901,588

（注）4 無償使用公有財産等に関する機会費用の金額は、無償使用公有財産等の明細に記載しております。 
 

  
１６ 寄附金の明細 
                                              （単位：千円） 

区 分 当期受入 件 数（奨学寄付金） 摘 要 

教育研究事業（大学） 690,683 618  

合 計 690,683 618  

（注）上記のうち、奨学寄附金は 552,065 千円、現物寄附は 138,617 千円であります。 
 
 
１７ 受託研究の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高 

教育研究事業（大学） 8,167 472,756 466,299 14,624

診療事業（附属病院） 80,614 51,169 73,703 58,081

診療事業 

（市民総合医療センター） 
49,724 95,201 96,019 48,907

合 計 138,507 619,128 636,022 121,612
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１８ 共同研究の明細 
（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高 

教育研究事業（大学） 28,704 118,522 100,721 46,506

合 計 28,704 118,522 100,721 46,506

 
 
１９ 受託事業等の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高 

教育研究事業（ひらめきときめきサイエンス） - 715 715 -

合 計 - 715 715 -

 
 
２０ 科学研究費補助金の明細 

（単位：千円） 

種 目 当期受入 件 数 摘 要 

科学研究費補助金（特定領域研究） 
(      252,023) 
      - 

29
 

科学研究費補助金（萌芽研究） 
(       20,700) 
      - 

12
 

科学研究費補助金（特別研究促進費） 
(    2,300) 
      - 

1
 

科学研究費補助金（若手研究（A）） 
(        2,600) 
          780 

1
 

科学研究費補助金（若手研究（B）） 
(       61,950) 
      - 

44
 

科学研究費補助金（学術創成研究費） 
(       18,350) 
      - 

1
 

科学研究費補助金（基盤研究（A）） 
(       43,200) 
       12,360 

    6
 

科学研究費補助金（基盤研究（B）） 
(      110,250) 
       17,220 

22
 

科学研究費補助金（基盤研究（C）） 
(      128,380) 
      - 

89
 

科学研究費補助金（若手研究(スタートアップ)） 
(        6,560) 
      - 

5
 

科学研究費補助金（特別研究員奨励費） 
(        3,900) 
      - 

4
 

科学研究費補助金（特別研究員奨励費(外国人）) 
(        4,300) 
      - 

5
 

２１世紀ＣＯＥプログラム 
(      129,320) 
       12,932 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(ヒトゲノム・再生医療等研究事業) 

(       37,500) 
       11,250 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(第３次対がん総合戦略研究事業) 

(        3,500) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(子ども家庭総合研究事業) 

(        4,032) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(感覚器障害研究事業) 

(       29,000) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(地域健康危機管理研究事業) 

(      3,000) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(こころの健康科学研究事業) 

(          900) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(医療安全・医療技術評価総合研究事業) 

(        1,500) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(難治性疾患克服研究事業) 

(        4,700) 
      - 

3
 

厚生労働科学研究費補助金 
(政策創薬総合研究事業) 

(    5,000) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金(医薬品・医療機器等レギュ
ラトリーサイエンス総合研究事業) 

(        4,000) 
      - 

1
 

厚生労働科学研究費補助金 
(エイズ対策研究事業) 

(        1,000) 
      - 

1
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厚生労働科学研究費補助金 
(厚生労働科学特別研究事業) 

(        4,150) 
      - 

2
 

厚生労働省精神・神経疾患研究委託費 
(        2,800) 
      - 

2
 

厚生労働省がん研究助成金 
(        4,834) 
      - 

1
 

二国間共同研究 
 (      3,700） 
      - 

2
 

合 計 
(   893,451) 
       54,542 

240
 

（注）二国間共同研究とは、独立行政法人日本学術振興会が研究期間の事務担当等に振興会の会計組織としての事務の一部を委任し、

振興会の会計機関の立場でプロジェクト実施のための資金の執行管理を依頼するものです。 

資金前渡主任者（研究推進課長）には前渡資金が支給され、前渡金の管理を行うことになります。前渡資金は振興会の会計組織とし

ての資金前渡主任者に交付される資金でありますので、交付された後も振興会の資金としての性格を持つことになります。 

（注）上記当期受入額は、間接経費相当額を記載し直接経費相当額については、外数で括弧内に記載しております。 
 
 
２１ 主な資産・負債の明細 

２１－１現金及び預金の明細 

（単位：千円） 

種 別 金 額 備 考 

現金 29,834 

普通預金 287,259  

通知預金 2,800,000 

定期預金 2,000,000 

合 計 5,117,093 

 

２１－２未払金の明細 

（単位：千円） 

債 主 金 額 備 考

株式会社 スズケン 449,018  

アルフレッサピップトウキョウ 株式会社 291,421  

東和医科器械 株式会社 225,947  

アルフレッサ 株式会社 219,733  

株式会社 八神製作所 167,000  

その他 4,743,812   

合 計 6,096,934  
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２２　関連公益法人等の概要等

（１）関連公益法人等の概要

本学との関係

関連公益法人等との取引の関連図

・研究費の助成
・刊行費の助成
・渡航費の助成
・留学費の助成

（２）関連公益法人等の財務状態 （単位：千円）

（３）関連公益法人等の基本財産等の状況
関連公益法人等に対し、出えん、拠出、寄付等はありません。
また、関連公益法人等の運営費、事業費等に充てるため負担した会費・負担金等はありません。

（４）関連公益法人等との取引の状況
   ①関連公益法人等に対する債権、債務の明細
 該当事項はありません。

   ②関連公益法人等に対する債務保証の明細
 該当事項はありません。

   ③関連公益法人等の事業収入の金額と、これらのうち本学の発注等にかかる金額及びその割合（単位：千円）

＊事業収入に関しては受託事業収入であり、収益事業ではありません。

法人等の名称

5,083

財団法人
横浜学術教育振興財団

横浜市立大学

本学の発注等に係る金額
本学の発注等に係る金額

の割合

0%

法人等の名称

財団法人
横浜学術教育振興財団

関連公益法人等

業務の概要

財団法人横浜学術教育振興財団

29,716 15,016財団法人横浜学術教育振興財団

－

事業収入

役員の氏名及び本学での職名
（平成１９年３月３１日現在）

　学生及び研究者への支援等を行い、横浜市をはじめ
とする神奈川県内における学術教育の振興を図り、
もって広く社会の教育・学術・文化の発展に寄与する
ことを目的とし、これを達成するために次の事業を行
う。
１．神奈川県内に居住し、または県内の大学及び研
　　究期間で研究に従事する学生、研究者等の学習・
　　研究活動に対する支援
２．神奈川県内に居住し、県内の大学で学ぶ学生の
　　留学に対する支援
３．神奈川県内に居住し、または県内の大学及び研
　　究期間で研究に従事する学生、研究者等の学術
　　に関する国際交流に対する支援
４．学術に関する講演会等の実施
５．その他目的を達成するために必要な事業

理事長　馬場 彰　横浜市立大学理事
常務理事　柴田 悟一　横浜市立大学教授
理  事　井出 研
理　事　宇南山　英夫
理　事　梅田　誠
理　事　小川　恵一　前横浜市立大学長
理　事　加藤　忠良
理　事　宝田　良一 横浜市立大学理事長
理　事　只腰　親和　横浜市立大学教授
理　事　ﾌﾞﾙｰｽ･ｽﾄﾛﾅｸ　横浜市立大学長
理　事　水木　初彦
監　事　三浦　敬　横浜市立大学教授
監　事　大村　守一

負　　債 正味財産

14,700

資　　産

研究者
学　生

当期収入合計額法人等の名称 当期支出合計額 当期収支差額

359,834 2,298 357,536
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公立大学法人横浜市立大学事業報告書 

 

「公立大学法人横浜市立大学の概要」 

 

１ 目標 

 横浜市立大学が、市が有する意義ある大学として、市民が誇りうる、市民に貢献する大学となること。

更には、発展する国際都市・横浜とともに歩み、教育に重点を置き、幅広い教養と高い専門的能力の育成

を目指す実践的な国際教養大学となること。 

 この 2 つの目標を実現するため、「教育重視・学生中心・地域貢献」という基本方針のもと、大学が自主

的・自立的に運営され、教育・研究が更に活発に進められることを目指す。 

 

２ 業務 

(1) 大学を設置し、これを経営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

(3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携に

よる教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 前述の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 事務所等の所在地 

(1) 金沢八景キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

(2) 福浦キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(3) 鶴見キャンパス 

   神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

(4) 木原生物学研究所 

   神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

(5) 大学附属病院 

神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(6) 大学附属市民総合医療センター 

神奈川県横浜市南区浦舟４－５７ 

(7) エクステンションセンター 

   神奈川県横浜市西区みなとみらい２－２－１ 横浜ランドマークタワー１３階 

 

４ 資本金の状況 

１９,２９２,９６９,６９０円 （全額 横浜市出資） 



 
2

５ 役員の状況 

  役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第 8 条により、理事長 1人、副理事長 2人、理事 10 人以内及び監

事 2人。任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

役 職 氏   名 就任年月日 備 考 

理事長 宝田 良一 平成 17 年 4月 1日  

副理事長 ブルース・ストロナク 平成 17 年 4月 1日 学 長 

副理事長 松浦 敬紀 平成 17 年 4月 1日  

理事 今田 忠彦 平成 17 年 4月 1日
横浜市教育委員長 

横浜市リハビリテーション事業団理事長

理事 今田 敏夫 平成 18 年 4月 1日 附属病院長 

理事 奥田 研爾 平成 18 年 4月 1日 副学長 

理事 清成 忠男 平成 17 年 4月 1日
法政大学学事顧問 

前法政大学総長・理事長 

理事 嶋田 紘 平成 18 年 6月 15 日 医学部長 

理事 田中 克子 平成 18 年 4月 1日 事務局長 

理事 馬場 彰 平成 17 年 4月 1日 （株）オンワード樫山 取締役名誉会長

理事 福井 次矢 平成 17 年 6月 1日 聖路加国際病院 病院長 

理事 岡田 公夫 平成 19 年 4月 1日 副学長 

理事 南  学 平成 17 年 6月 1日 エクステンションセンター長 

監事 足立 光生 平成 17 年 4月 1日
横浜ベイサイドマリーナ（株） 

代表取締役社長 

監事 長峯 徳積 平成 19 年 4月 1日 日本公認会計士協会神奈川県会副会長 

 

６ 職員の状況 

 教員    ６４０人 

 職員  １，８１３人 

 

７ 学部等の構成 

（学部） 

 国際総合科学部 

 医学部 

商学部 

  

国際文化学部 

 理学部 

 看護短期大学部 

（大学院） 

 国際総合科学研究科 

 医学研究科 

 経済学研究科 

 経営学研究科 

 国際文化研究科 

 総合理学研究科 
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８ 学生の状況 

総学生数          ４，３２６人 

 学部学生         ３，６４０人 

 修士課程           ３４５人 

 博士課程           ３４１人 

 科目履修生           ３０人 

 聴講生              ０人 

 研究生             ４１人 

 

９ 設立の根拠となる法律名 

  地方独立行政法人法 

 

10 設立団体 

  横浜市 
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11 沿革 

 

１８５４（嘉永７年）  ・開国（横浜村で日米和親条約調印） 

１８５９（安政６年）  ・横浜開港 

１８７４（明治７年）  ・十全医院 

１８８２（明治１５年） ・横浜商法学校 

                 

１８８８（明治２１年） ・横浜商業学校 

１８９１（明治２４年）                 ・横浜市十全医院 

１９１７（大正６年）  ・横浜市立横浜商業学校[Ｙ校] 

１９２３（大正１２年） 関東大震災 

１９２８（昭和３年）  ・横浜市立横浜商業専門学校[Ｙ専] 

            （横浜市立横浜商業学校専修科を母体として設立） 

１９４１（昭和１６年） 太平洋戦争勃発 

１９４４（昭和１９年） ・横浜市立経済専門学校（改称） ・横浜市立医学専門学校 ・横浜市立医学専門学校附属十全病院 

１９４５（昭和２０年） 横浜大空襲、終戦 

１９４７（昭和２２年）                 ・横浜医科大学 

１９４９（昭和２４年） ・横浜市立大学（商業部・経済研究所）          ・横浜医科大学病院 

 

１９５２（昭和２７年） ・文理学部・医学部設置                 ・横浜市立大学病院を併称 

１９５４（昭和２９年） ・横浜市立大学医学部病院開院 

１９８４（昭和５９年） ・木原生物学研究所設置 

１９８７（昭和６２年） ・医学部を金沢区福浦に移転 

１９９１（平成３年）  ・横浜市立大学医学部附属病院が金沢区福浦に開院 

・横浜市立大学医学部病院を横浜市立大学医学部附属浦舟病院と改称 

１９９５（平成７年）  ・文理学部を改組し、国際文化学部と理学部を設置 

・横浜市立大学看護短期大学部設置 

２０００（平成１２年） ・横浜市立大学医学部附属浦舟病院を横浜市立大学医学部附属市民総合医療センターと改称 

２００３（平成１５年） ・創立７５周年 

２００５（平成１７年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し国際総合科学部を設置 

            ・医学部看護学科を設置 
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12 経営審議会・教育研究審議会 

(1) 経営審議会 

氏   名 現  職 

宝田 良一 理事長 

ブルース・ストロナク 副理事長（学長） 

松浦 敬紀 副理事長 

今田 忠彦 理事 

今田 敏夫 理事（附属病院長） 

岡田 公夫 理事（副学長） 

奥田 研爾 理事（副学長） 

清成 忠男 理事 

嶋田 紘 理事（医学部長） 

田中 克子 理事（事務局長） 

馬場 彰 理事 

福井 次矢 理事 

南  学 理事 

 

(2) 教育研究審議会 

氏   名 現   職 備 考 

ブルース・ストロナク 学長  

岡田 公夫 副学長  

奥田 研爾 副学長  

藤野 次雄 国際総合科学部長  

嶋田 紘 医学部長  

池邉 敏子 医学部看護学科長  

重田 諭吉 国際総合科学研究科長  

大野 茂男 医学研究科長  

小島 謙一 研究院長  

駒嶺 穆 木原生物学研究所長  

野々山 隆幸 学術情報センター長  

今田 敏夫 附属病院長  

田中 克明 附属市民総合医療センター病院長  

小川 智也 理化学研究所横浜研究所長 外部委員 

西村 太良 慶應義塾常任理事 外部委員 
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「事業の実施状況」 

Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

１ 教育の成果に関する目標を達成するための取組 

（１）学部教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【教育の成果】 

＜専門教養教育・専門教育＞ 

〔国際総合科学部における専門教養教育〕 

【国際総合科学部】 

・平成１７年度の実績を踏まえ、新たに入学した１年次

生に引き続き学習指導を行うとともに、学年進行に合

わせ各履修モデルをもとに２年次生の学習指導を行

う。 

 

 

【国際総合科学部】 

新入生に対して４月に全体のオリエンテーションの他、教養

ゼミ A のクラス単位でのオリエンテーションを実施した。横浜

市大の教育理念･目的を説明し、学習指導を行った。また、７月

に各コースへ進級するための前提科目履修を含めてオリエンテ

ーションを行った。さらに、新たな企画として、後期のコース

選択の前に、各コース･ゼミの教育内容について、より詳細な説

明を行った。 

２年次生に対しては、４月に履修モデルを中心に各コースの

オリエンテーションを行ったほか、後期には 3学年次開講科目

のカリキュラム説明を行い、コース長･担任による日常的な指導

を行っている。 

さらに、履修登録期間には、各コース長が学生の履修相談に

即応できる体制を整えて対応した。 

また、Practical English についても、1年生全員に授業オリ

エンテーションと e-learning ガイダンスを行った。 

 

【国際総合科学部】 

・コース長は各コースの理念に沿った教育が実施できて

いるかを自己評価し、改善・改革計画書を学部長に提

出し、これらを改善改革報告書としてまとめ、公表す

る。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

学部長、コース長は、各コース独自の理念に従った教育を実

施する前提として、学部全体の教育体制の枠組みの改善を行う

必要があると判断し、優先して実施した。その成果を教員評価

制度の方法･運営･項目に結実させ、試行を行った。 

具体的には、来年度、大学院･コース改革プロジェクト検討を

受けて、学部･コース改革プロジェクトを設置し、前半３年間の

振り返りと、今後の方向を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

・学生のコース選択が適正に行われるよう、演習担当教

員、コース長および教務担当教員などが十分に連携を

図る。 

 

【国際総合科学部】 

・本年度より、コース長を補佐する役割で、各コース１名より

なる教務委員会を設置し、月１回の割合で開催した。コース

長会議における教務事項の整理を行い、コース運営のための

活動を行っている。委員会活動をもとに、コース･ゼミ紹介月
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 

 

 

・2 年生においては、特色である少人数教育のゼミにお

いては、ゼミ室などを十分に配置して教員及び旧学部

の学生との連携を整える。実践的教育として特色にう

たっている実験実習においても充実が図れるよう配

置を充実する。 

 

間を設定し、コース･ゼミの教育理念･目的について周知を図

った。また、２年生の希望者に対してコース変更やゼミ変更

を行った。 

 

・研究棟再配置計画を作成し、既存学部学生に対する教育を考

慮しつつ、教室配置を実施した。実習室、実験機器を整備し

た。来年度も継続する。 

 

【国際総合科学部】 

・専門教養における大人数講義（特に２年次科目）およ

び大人数の実験実習には、適切な数の TA および並行

講義を配置する。 

 

・教員及び職員が、入試、学生の履修状況、教務、就職

状況等を把握できるシステムについて検討する。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・TA の適切配置および並行講義を増設した。昨年度以上の TA

の確保が出来、新課程の実験実習に役立てることができた。

 

 

・教員別・学生別教務来歴システムの構築のために、必要な項

目、更新期間等について検討するとともに、教職員間の連携

のためのあり方を検討した。コース変更・ゼミ変更をした学

生に対応できるシステムを検討した。 

 

【国際総合科学部】 

・社会経済および産業構造の視点から平成 20 年代に必

要となる次世代の教育体系を調査する。 

 

 

・社会情勢の変化や学生のニーズ等を的確に把握するた

め、入学後のコース選択状況やコース選択後の学生の

進路等に関する意識調査及び受験動向などについて

分析を行う。 

 

 

【国際総合科学部】 

産学連携シンポジウムの開催、キャリアネットワーク 

フォーラムにより、社会のニーズ把握に努めた。教育体系その

ものの検討は、現行教育体系の理念･目的の実現による教育効果

を見極めた上で行う。 

コース選択において、各コース志望者数、および入試 

区分別の各コース志望数の調査を行い，前年度と比較検討した。

履修モデルの理念を実現するため、当該コース間の科目設定を

検討した。 

なお、来年度、大学院･コース改革プロジェクト検討を受けて，

学部･コース改革プロジェクトを設置し、前半３年間の振り返り

と、今後の方向を検討する。 

 

〔医学部における専門教育〕 

【医学科】  

・平成 17 年度の PBL 教育の成果をふまえて、教員を

対象としたＰＢＬ教育研修会を開く。チューターの役

割やシナリオ作成について教員の能力養成を図る。 

 

【医学科】 

PBL に関する研修会を開催し、チューターの役割やシナリオ

作成についての能力養成を図った。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【医学科】 

・17 年度に引き続きクリニカル・クラークシップを実施

できる環境を整備するとともに、学生の病棟における

休憩場所の確保など施設整備について検討する。 

・ クリニカル・クラークシップに関する説明会などを

通じて、教員の理解を深める。 

・附属２病院においては、大学病院としての役割（教育・

研究・診療）についての患者の理解が得られるように

努める。 

・本年度からはじまる新たなクリニカル・クラークシッ

プについて適宜点検するとともに、新カリの 6年次の

選択実習の内容の詳細について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医学科】 

・ クラークシップの学生向けに医療の 新知識をまとめた検

索エンジン（UpToDate）を導入し、オンライン 

で 新の医学情報に接することができるようになった。これ

により、学生が臨床事項について学習しやすくなるよう環境

を整備した。 

また学生向けの施設整備については、委員会で検討を行い、

控え室やロッカー整備については 19 年度に整備を実施する

ことになった。 

・第 3回クリニカル・クラークシップ指導者養成ワークショッ

プに病棟実習カリキュラム委員が参加し、ワークショップに

ついて報告会（12 月開催病棟実習カリキュラム委員会にて）

を実施した。また、クリニカル・クラークシップ説明会を教

員向けに開催するだけでなく、学生向けにも開催し、理解を

深めるために積極的に取り組んだ。 

・ 附属 2病院に対して、大学病院としての役割を患者さん等に

理解していただくため、教育病院であることについてわかり

やすい院内表示を依頼し、実施している。また附属病院や学

生掲示板の近傍に電子掲示板を設置し、医療安全情報などを

定期的に流し医療安全が徹底されるよう関連情報の周知を

図っている。 

さらに、個人情報保護を適切に実施するため、学生から病院

コンピューター使用における罰則規定を設けた承諾書を取

得することにし、実施している。また実習生に対して 9月か

ら「医学生の臨床実習教育に関するお願い」に基づく「医学

生の臨床実習教育に関する同意書」を取得している。これに

より、患者さんに安心していただける環境を整えることにつ

ながっている。 

・ 病棟実習プログラムについて学生による評価を実施し、教員

からの評価とあわせ病棟実習カリキュラム委員会でカリキ

ュラムの検討を進めた。6年の選択実習については、学生の

意見も尊重しながら見直し、19 年度のカリキュラムに反映

することとなった。 

 

【医学科】 

・17 年度の検討結果に基づき、コアとアドバンストの比

率や関係などについて検討し、さらに基礎系と臨床系

【医学科】 

・医学部組織改革検討委員会およびカリキュラム運営委員会で、

コアとアドバンストの比率や関係について検討した。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

を統合した形のアドバンストカリキュラムを開発す

る。 

 

 

 

 

 

 

その結果、コアとアドバンストを峻別して切り離して教育す

ることは難しく効率も悪いことが明確となった。 

一方、基礎と臨床の授業内容を統合したカリキュラムの開

発を進めてきており、3 年次以降、臨床医学や診療入門の一

部の科目が統合カリキュラムとなっている。 

また、引き続き基礎と臨床を統合した実習についても現在

開発を進めている。 

 

【看護学科】 

「臨地教育のあり方を検討する協議会組織」を設置し、

臨地実習教育の質向上に求められる機能を検討する。 

 

 

 

 

 

【看護学科】 

「臨地教育に関する協議会」メンバー決定後に各々のメンバ

ーに協議会設置の趣旨を説明し、１０月に第１回臨地教育に関

する協議会を開催した。その中で次年度までの計画に沿って、

臨地教育の連携に関する新システム構築の意思決定を行ってい

くことについて了承を得た。また、下部組織として臨地教育に

関する協議会ワーキンググループ(外部メンバー含む)や分科会

を設置しそれぞれ検討を行い、連携課題や実践能力の到達度な

どの共有を行った。 

 

【教育の成果・効果の検証】 

【国際総合科学部】 

・退学・休学・留年の事情を正確に把握し、海外研修、

経済支援、キャリア形成に関する進路変更などの各事

情に応じ、クラス担任やゼミ指導教員が国際交流担

当、キャリア支援センターなどと連携して対応する体

制の充実に努める。 

（共通） 

 

 

【国際総合科学部】 

学生の身分異動の状況については、キャリア支援センターと

の連携により、担任による承認制度を導入し、常時妥当なもの

かどうかを判定した上で、運営会議、代議員会で審議した。 

また、国際化推進センターとの連携により、語学研修と留学

制度の区別を図った。 

 

【国際総合科学部】 

・ゼミ室など講義研究棟の再配置を通じた学生同士の接

触の機会を増やし、学習意欲の高揚と維持をはかり、

学習意欲の喪失などによる休学が起きないように務

める。 

 

 

【国際総合科学部】 

研究棟再配置計画を作成し、既存学部との調整をはかりつつ、

一部実施した。（前述） 

文系では、コース･ゼミの学生数に応じて、ゼミ室を配分した。

理系でも、上限人数に応じた実験実習室の改築充実、再配置の

実施、所属移動の教員に関する実習室の整備を行った。 

学生間の接触や情報交換の場所づくりについては整備中であ

る。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【キャリア支援センター】 

・キャリア支援センター窓口での学生対応と、学生相談

室及びクラス担任、ゼミ指導教員による対応の有機的

連携を図ると共に、休学、退学、留年の原因の一つと

考えられる学生生活上の悩み等に対応する、カウンセ

リング体制を強化する。 

 

【キャリア支援センター】 

 学生相談室のカウンセラーを２名に増員し、カウンセリング

体制の充実を図った。 

 また、教員との連携体制の素案を作成し、１９年度検討を進

める準備を行った。 

【国際総合科学部】 

・高校時の科目未履修者に対し、高校教員等の出張講義

を依頼し学習支援の強化を高大連携事業の一環とし

て検討する。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

高大連携の一環としてのＹ校での受講を実施した。 

市内大学と横浜市立高等学校の相互の教育の充実を図るた

め、横浜市教育委員会と横浜市立大学、横浜国立大学、慶應義

塾大学の教育連携に関する協定を締結した。本学教員や院生に

よる出張授業やティームティーチング、高校教員とのカリキュ

ラム研究や、本学への高校教員の長期派遣研修など、多様な連

携が進んでいる。 

 

【医学部】  

・医師国家試験の合格率を毎年高水準で維持する。今後

とも全国の大学のうち合格率で上位を目指す。 

 

 

 

 

 

【医学部】 

・19 年 3月に厚生労働省から第 101 回医師国家試験の合格者が

発表された。全国平均合格率は 87.9%だったが、本学の合格

率は 96.7％で、全国で 7位、公立大学では 1位という結果で

あった（61 名が受験、現役生 2名が不合格）。 

全国の大学のうち合格率で上位を目指すという目的は昨年

度に引き続き達成されたと考えられる。 

 

【卒業後の進路】 

【就職支援担当】【国際総合科学部】 

・ベンチマーク作業を引き続き継続するとともに、キャ

リア支援室と協力して学生の進路希望調査を実施す

る。学生の進路希望調査に基づき、キャリア支援室で

企業、専門職、行政機関などから求められる人材像な

どについて講演会やガイダンスを実施する。 

 

 

【就職支援担当】 

・求人票配信システム、メルマガ配信、キャリア相談等の実施

によって学生への密な接触を図ってきたことから、キャリア

支援室の認知度は高まってきている。そのため今年度は昨年

に比べて進路調査提出状況も大変良い。今後は卒業までにゼ

ミの教員を通じて、進路調査の１００％回収を目標とした活

動を展開していく予定である。 

 

【就職支援担当】【国際総合科学部】 

・学生向け各種キャリアガイダンス等を開催する。学生

の個人別相談や面接を行う。 

 

【就職支援担当】 

地区毎に大学院の学生向けキャリア支援講座の開設等、講座

も昨年に比べて１０講座ほど増やしてきている。 

アンケート結果を見ながら適宜講座の開設を図っていく。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【就職支援担当】【国際総合科学部】 

・各コースにおける教育を通じ、自らのキャリア形成に

対する意識づけを引き続き行うとともに、学生が自ら

進学先や職業などのキャリア選択をできる環境整備

を行う。 

 

【就職支援担当】 

今年度はじめてインターンシップ報告会を実施したが、学生

の動機付けに対していかにインターンシップが有効であるか

が良く分かった。学生へのキャリアカウンセリングの機会を通

じて、自己のキャリアへの意識付け、動機付けを図っていく。

 

【医学科】【看護学科】 

・入学時に地域での大学の役割や地域貢献などを意識

付けるとともに、実習においても地域医療機関との

連携を密にする。あわせて、前年の就職状況などか

ら、地域への定着状況を把握する。 

【医学科】【看護学科】 

本学の取組みが、１８年度文部科学省「現代的教育ニーズ取

組み支援プログラム」に採択され、医学科と看護学科の学生が

連携して地域の小中学生を対象とした「地域の子ども健康プロ

ジェクト」を計画し、実際に市内小学校 3 校を訪問して医学や

看護に関する講義や実習を行う取組みを展開した。また、健康

生活キャンプを 2 回実施し、キッズクラブ児童を対象に胃腸の

仕組み、心臓の働きなど学生が児童に教えるとともに、健康の

ための食生活指導などを実施した。 

これらの取組の実施により世代間交流が深まるとともに、学

生は地域貢献の意義についても充分に学ぶことが出来た。 

また、過去の就職状況データなどを参考に、学生対象の初期

研修説明会等では本学附属病院など地域での研修を促し、初期

研修医には研修終了後に帰学するように勧め、地域への定着に

ついて意識付けを行っている。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

１ 教育の成果に関する目標を達成するための取組 

（２）大学院教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【教育の成果】 

【国際総合科学研究科】 

・17 年度に締結した独立行政法人海洋研究開発機構

（JAMSTEC）及び独立行政法人物質・材料研究機構

（NIMS）との連携大学院協定に基づき、実践的で高度

な専門教育を実施する。 

 

・17 年度に締結した独立行政法人国際協力機構（JICA）

との研究や人材育成に関する連携協定を受け、国際文

化研究専攻は、連携大学院についての構想を検討す

る。また、まちづくり系については、専門職大学院構

想の検討を進める中で、新たな教育研究体制を構築す

る。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・ 独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）及び独立行政法人

物質・材料研究機構（NIMS）との連携大学院協定に基づき、

平成１９年度からのカリキュラムに組み込み、学生募集を実

施し、入学生を受け入れることができた。 

 

・JICA とは国際文化研究専攻ではなく、主にまちづくり系との連

携構想を計画している。また、まちづくり系については、大学

院改革プロジェクトで横浜市等の政策的課題を実践的に研

究・教育するための新専攻の設置を、今後具体的に検討するこ

ととした。 

【国際総合科学研究科】 

・大学院と研究院・研究戦略検討委員会との連携を深め、

研究成果の教育への反映に努める。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

今年度より設けられた研究戦略プロジェクト事業（戦略的配分

費）は、本学の特徴を発展させるための内容となっており、大学

院生を含んだプロジェクトを実施した。 

【国際総合科学研究科】 

・大学院の役割である研究者養成や高度専門職業人養成

など、全学的な視点から大学院のあり方について検討

を開始する。 

 

【国際総合科学研究科】 

・大学院改革プロジェクトを開催し、着実に検討を進めた。 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・学部におけるヨコハマ起業戦略コース、基盤科学コー

ス、環境生命コースなどからの進学者を受け入れられ

る新たな専攻の構想について引き続き検討する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・理系では、３専攻からなる新たな研究科の構想がまとまり、設

置に向けて、具体的な検討を行っている。また、融合領域の計

画も検討され大学院改革プロジェクトの報告書にまとめるこ

とができた。 

【医学研究科】 

・入学時のガイダンスに際してのカリキュラム説明に用

いる資料に関して、17 年度の試みを継続すると同時

に、さらに充実する。 

【医学研究科】 

 入学時のガイダンスに際してのカリキュラム説明に用いる資

料については、詳細な情報の提供を行い履修に役立つ改良を加

え、より充実させた。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【医学研究科】 

・17 年度に継続して、学生向け、教職員向けのＨＰを充

実し、シラバスや大学院 先端セミナー、生命倫理セ

ミナーなどの情報をタイムリーに公開する。 

 

【医学研究科】 

17 年度から継続して、学生・教職員向けのＨＰを充実し、シラ

バスや 先端のセミナーなどの情報をタイムリーに公開するな

ど、情報提供が円滑に実施できた。 

 

【医学研究科】 

・学生へのアンケートなど、学生の意見をカリキュラム

の改善にフィードバックする仕組みを取り入れる。 

 

【医学研究科】 

学生の意見を受けて、資料の事前配付あるいはデスクネッツシ

ステムへの掲示について検討した。 

 

【医学研究科】 

・17 年度に実施した検討結果に基づき、既存カリキュラ

ムの見直しを実施する。 

 

【医学研究科】 

19 年度実施に向けて、修士課程の新コースとして臨床薬学コー

スなどを編成することができた。 

 

【医学研究科】 

前年度の実績を踏まえ、高度専門職業人養成に向けた

新たなコースの実現を計る。 

 

 

【医学研究科】 

19 年度から臨床薬学コース、医療安全・経営管理学コース、医

工連携コースの３つの新コースを設置し、学生定員も２０名から

３０名へ増員した。 

 

【医学研究科】 

・高度専門職業人養成に向けた新たなコースなどの設置

に向けた具体的検討を進める。 

 

 

 

【医学研究科】 

博士課程においては、治験リーダー養成やがんのプロフェッショ

ナル養成など、医師の卒後教育体制の充実に向けた作業を進め、

「臨床治験推進リーダー養成プログラム」については 18 年度に

36 人のフェローを採用し、プログラムを推進した。 

 

【国際総合科学研究科】 

・国際総合科学部からの進学者を受け入れる平成 21 年

度までは、引き続きその本格実施に向けて試行的に院

生を派遣できる交流先を検討する。 

 

【国際総合科学研究科】 

・大学院改革プロジェクトの中の新たな研究科の構想において、

理系では海外ネットワークの構築、融合系では JICA との連携

が検討された。 

【国際総合科学研究科】 

・理学系では、連携大学院協定を締結する予定の研究機

関と具体的な連携研究教育部門を開設できるよう引

き続き検討する。 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

独立行政法人物質・材料研究機構（NIMS）及び独立行政法人海

洋研究開発機構（JAMSTEC）と連携大学院協定を締結し、連携研

究教育部門を開設した。 

 また、NTT 東日本との連携の可能性についても新たに検討を始

めた。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【国際総合科学研究科】 

・大学院の役割である研究者養成や高度専門職業人養成

など、全学的な視点から大学院のあり方について検討

を開始する。 

 

【国際総合科学研究科】 

各専攻の構想をもとに、大学院改革プロジェクトにおいて検討

を進め、報告書にまとめた。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・理学系では、引き続き知的財産関連の支援金の範囲内

で、国際学術雑誌に研究成果を発表する前に特許申請

について検討する習慣を確立する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・計画通り実施した。一方、この項目の実施に伴い予備発表等の

公開の場で詳細な結果が発表できないという不都合が生じた。

このため、発表会で知財の確保のために、研究成果の一部非公

開とする処置を実施した。 

【医学研究科】 

・入学時のガイダンスに際してのカリキュラム説明に用

いる資料に関して、17 年度の試みを継続すると同時

に、さらに充実する。 

 

【医学研究科】 

入学時のガイダンスに際してのカリキュラム説明に用いる資

料については、より詳細な情報の提供を行い、履修に役立つよう

充実させた。 

 

【医学研究科】 

・17 年度に継続して、学生向け、教職員向けのＨＰを充

実し、シラバスや大学院 先端セミナー、生命倫理セ

ミナーなどの情報をタイムリーに公開する。 

 

【医学研究科】 

17 年度から継続して、学生・教職員向けのＨＰを充実し、シラ

バスや 先端のセミナーなどの情報をタイムリーに公開するな

ど、情報提供が円滑に実施できた。 

 

【医学研究科】 

横浜国立大学との双方向遠隔講義を検討する。 

 

 

【医学研究科】 

横浜国立大学と検討を実施し、その結果 2科目について双方向

遠隔講義を実施するにいたった。 

 

【医学研究科】 

・医学研究の医療への展開（基礎的研究成果を臨床に応

用することを目的に行うトランスレーショナルリサ

ーチや治験）などを担う人材の育成に向けて、特に附

属病院との密接な連携により、横断的教育体制を構築

する。 

 

【医学研究科】 

博士課程を医師の卒後教育の一環と明確に位置づけると同時

に、附属２病院の後期研修制度との乗り入れを可能とする「長期

履修制度」を新たに設けた。 

さらに文部科学省の大学院イニシアティブ事業に採択され、博

士課程に治験推進のリーダーを養成する新たなコースを設定す

るにいたった。 

また、これらに並行して、博士課程の学生定員を４５名から６

０名に増員した。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【医学研究科】 

・博士課程に、地域医療機関などに勤務する医師を対象

とした、「社会人コース」を設置する手続きを進める。

 

 

 

 

【医学研究科】 

博士課程を医師の卒後教育の一環と明確に位置づけると同時

に、附属２病院の後期研修制度との乗り入れを可能とする「長期

履修制度」を新たに設けることができた。これにより、社会人と

して働きながら大学院学生としての研究活動を行うことも出来

るようになった。 

 

【国際総合】【研究推進 C】【医学研究科】 

・医学研究科、国際総合科学研究科、木原生物学研究所

などを含め、横浜市立大学の生命科学の大学院の再編

を検討する。 

 

 

・共同研究・教育研究など、理化学研究所等との連携や、

国家プロジェクトを推進するとともに、生命科学分野

の再編について、研究の観点から検討する。 

 

【国際総合科学研究科】 

・検討の結果、医学研究科を含む生命科学分野の大学院を設置す

ることは、現段階では実現困難とされ、当面は国際総合科学研

究科と木原生物学研究所で、生命科学分野再編の構想を立てる

こととし、具体的な検討を進めた。 

 

・理化学研究所等との連携を強化した新たな理学系研究科の設置

構想とリンクした研究拠点構想を国家プロジェクト「グローバ

ル COE」に申請し、ヒアリングの対象拠点として選ばれた。 

 

【研究推進 C】 

木原生物学研究所の遺伝資源を生かした研究を理研との連携

のもとに進めている。19 年度からは 先端の植物ゲノム科学を教

育・研究する研究所として、研究の成果が外部から見える拠点を

目指す。 

 

【教育の成果・考課の検証】 

【国際総合科学研究科】 

・修士号は履修者全員に取得させる。博士号については、

理系では進学者の 70％に取得させ、30％の単位修得満

期退学者に対してもその大半が１、２年以内に博士号

を取得。 

 

【医学研究科】 

・17 年度の検討結果を踏まえて、指導体制の改善策を実

施する。 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

今年度初の卒業生を輩出する博士前期課程については達成さ

れた。また、博士後期課程についても順調に予備発表が開催され

た。 

 

 

【医学研究科】 

大学院教育研究指導体制の充実と教員評価における個々の教

員の役割分担の明確化に向けて、研究指導教員に加え、副研究指

導教員をおく制度を構築するにいたった。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【国際総合科学研究科】 

・理系では、修士号取得者の研究の 70％を少なくとも１

報、国際学術雑誌で第一著者として発表し、博士号取

得者には、２から５報を国際学術雑誌で第一著者とし

て発表する。 

 

【医学研究科】 

・17 年度の検討結果を踏まえて、在学中の海外研修･国

際研究集会等への参加及び国際学術雑誌への論文投

稿状況が明確に把握できるように改善策を実行する。

 

 

【国際総合科学研究科】 

修士号取得者の研究成果の国際学術誌への発表は、達成されて

いない。 

しかし、博士後期課程に関しては、学位取得の条件として規定

した。 

 

【医学研究科】 

本格的な取り組みには至らなかったが、21 世紀ＣＯＥプログラ

ム終了後も「英語プレゼンテーションプログラム」をカリキュラ

ムに組み込んで、海外研修や論文投稿などの参加件数を増やして

いく。 

 

【修了後の進路等】 

〔国際総合科学研究科・医学研究科〕 

①【医学研究科】 

・修了者の進路データの収集方法や、保存方法について

検討し、実施体制を確立する。 

・進路データを踏まえて、就職説明会など、組織的指導

の機会を設ける。 

・進路データを踏まえて、個別指導を徹底する。 

 

【医学研究科】 

本格的な取り組みには至らなかったが、18 年度修了者の進路デ

ータを収集したので、今後はこのデータの就職説明会等での活用

方法を検討していく。 

 

【国際総合科学研究科】 

②修了者の進路データの収集方法や、保存方法を検討

し、実施体制を確立する。 

 

【医学研究科】 

・進路データを踏まえて個別指導を徹底する。 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

 キャリア支援室で、データ収集・保存のシステムを構築した。

 

 

【医学研究科】 

本格的な取り組みには至らなかったが、18 年度修了者の進路デ

ータを収集したので、今後はこのデータの就職説明会等での活用

方法を検討していく。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

２ 教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（１）学部教育の内容等に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【入学者受入方針】 

【アドミッションズセンター】 

・入試業務の効率化・合理化を推進する。入試実施に関

する教員組織の再構築を行い、入試業務の役割分担・

責任の明確化を図る。 

 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ ６月の入試管理委員会において規程改訂の必要性を指摘し、

９月の委員会において規程見直しに着手、当面は、より実効

性のある実務型委員会へ向けて機能させる方向での機関申

し合わせを行った。 

・ その後、業務執行に伴い申し合わせのよりよい方向性を確認

したので、19 年度初頭の当該委員会において再確認の上、１

年間を目途にこの申し合わせに則って入試管理委員会を運

用し、その実績を踏まえて新たなアドミッションポリシーに

則った新規程の制定に結びつけることとした。新規程では、

各学部・学科等、教学組織の入試に関する権限と責任の明確

化をより一層図ることとしている。 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 引き続き、入試制度別の追跡調査を行う。とくに 18

年度入学者の１年次成績の分析・評価を実施し、入試

方法別選抜者数を含め入試方法の検討、改善に反映し

ていく。 

 

 

 

・医学部看護学科において編入学試験を実施する。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 追跡調査については、次項目とともに残念ながら組織的、人的

に追跡調査を実施できる体制を組むことができなかった。 

・ しかし、現時点で 19 年度入試結果を見るに、特別入試入学者

のうち、とくにＡＯ入試では、TOEFL や英検等の公式証明書の

提出を義務付けた結果、3 年次進級条件である TOEFL500 点を

入学時点でクリアしている入学者が 50％に達した。 

 

・看護学科の 3年編入試験を実施した。137 名の志願者があり 29

名を合格とした。志願者数から編入試験のニーズの高さを認識

した。 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 18 年度入試の結果の分析・評価を行い、課題を抽出

し、質の高い学生の確保に向けて今後のあり方を検討

する。 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 本項目については、残念ながらデータベース構築の組織整備・

人的資源の確保ができなかった。19 年度は、全体の学務電算

システム見直しの中で、トータル的に整備を進めることにした

い。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【アドミッションズセンター】 

・ 推薦入試について、これまでの実施結果等を踏まえ

て、必要な見直を行う。また、指定校選定基準の見直

しを検討する。 

 

 

 

・ ＴＯＥＦＬ５００を３年次への進級要件としている

ことを踏まえ、推薦入試において、一定の英語力を推

薦条件として課す。 

 

・ 医学部看護学科の推薦入試について検討する。 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 推薦入試は 19 年度で 3回目であり、この結果を踏まえて当初

計画の通り 20 年度に向けて指定校推薦基準の見直しを実施す

ることになる。 

・ 21 年度入試改革に向けて WG を立上げ検討した結果、20 年度入

試で小改訂、21 年度入試での全般的な見直しの路線設定がで

きた。 

・ TOEFL500 点の 3年進級要件を踏まえ、19 年度から被推薦資格

として TOEFL,TOEIC,英検の一定基準以上の者の高校在学中の

評定平均値を 4.0 から 3.5 に緩和した。 

 

・ 医学部看護学科の推薦入試については、21 年度入試で実施す

るかどうか、19 年 6月末までに検討する。 

 

【アドミッションズセンター】 

・オープンキャンパスを昨年に引き続き複数回実施す

る。オープンキャンパスの実施には、在学生の参加を

一層進める。在学生と受験者との交流を深められるよ

うつとめる。 

・ 大学説明会、入試相談会を実施し、入試の考え方を説

明する。参加者の関心を強めるよう説明方法を工夫す

る。 

・ 大学説明会の県外での開催を検討する。 

・ 昨年に引き続き、高校・予備校訪問を実施し、大学の

ＰＲ・入試説明を行う。 

・ガイダンス・セミナーへの積極参加に加え、高校への

訪問説明を積極的に実施する。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ オープンキャンパスは、本開催（八景・福浦キャンパス）、ミ

ニ開催（八景）の２回開催した。本開催では、八景で保護者を

含め 3000 名弱、福浦で 1500 名強の来場があり前年度を大幅に

上回った。また、多くの在校生がボランタリーベースで参加し、

アンケートでは在校生の対応に多くの賞賛が寄せられた。AO

入試説明会も予想を超える 300 名弱の来場があった。 

・ 7 月には、横浜市のイベント「よこはま学☆遊フェア」に参加

し、地域に貢献する大学をアピールした。 

・ 大学説明会・入学相談会は、高校からの要請、業者主催を含め

積極的に対応した。高校訪問を含む説明会は前期だけで 100

回に及び派遣スタッフの限界に近い。これらは、17 年度の 200

校訪問の発展型と位置づけている。 

・大学説明会の県外での開催は、北海道から九州まで志願者実績

を踏まえて進学相談会への参加会場を増加させたことで対応

した。 

 

【アドミッションズセンター】 

・質の高い学生を早期に確保する高大連携の方策を検討

する。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・高大連携は高校教育現場との信頼関係の樹立が必須であると考

えており、まずは市教育委員会との連携による市立高校との連

携強化のための取り組みを開始し、19 年度から本格的活動に入

る。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【アドミッションズセンター】 

・17 年度に実施した英語教育に特化した入学前教育の評

価を行うともに、さらなる拡充や入試での英語力の高

い学生を確保する方策を検討する。 

 

【アドミッションズセンター】 

・前年に引き続き特別入試入学者に対する英語の入学前教育を実

施した。入試での英語力の高い学生の確保については、AO 入

試・推薦入試等で実施に踏み切った。 

【アドミッションズセンター】 

・外部の専門家や専門職員を活用し、計画的に広報活動

を展開する。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・本年 4月に就任した学務センター長は、大手私大で入学広報活

動に 25 年のキャリアを有しており、さらに 11 月に採用した担

当課長も 10 年以上のキャリアがある。組織整備が成ったので、

順次計画的な広報活動の実施に踏み切る。 

 

【アドミッションズセンター】 

・広報企画との連携体制を強化し、一体となった広報シ

ステムを構築する。 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 入試管理委員会に新たな入試広報委員会を立ち上げる前提と

して、大学案内編集委員会を組織した。この委員会は、19 年 4

月から広報委員会に移行する。 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 平成 18 年度入試の結果を分析・評価し、課題を抽出

し、その改善・改革計画を 作成する。 

・入学者アンケート、予備校のデータ、他大学の状況な

どにより、志願動機等を分析・評価し、入試広報活動

に活かす。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

これまでは、入試結果分析は個々の項目ごとの分析にとどま

っていたが、総合的な分析・評価の第一段階とすべく、入学者

アンケートにおいて志願動機の分析を行い、入試の改善・改革

計画を作成した。分析結果によれば、公立ゆえの学費の低額感、

横浜という名前の魅力に加えて、本学独自のカリキュラム、と

くに共通教養とコース制、プラクティカルイングリッシュに対

する評価が高く、このことを次年度以降の広報活動に生かした

い。 

 

【エクステンションセンター】 

生涯学習の拠点施設を上大岡からみなとみらい地区

に移し、市民が受講しやすくする。多彩な講座を実施す

る。また、入試情報の提供など広報の拠点と 

して活用する。 

 

【エクステンションセンター】 

平成１８年４月に、みなとみらい地区の横浜ランドマークタワ

ーに移設し、名称も「エクステンションセンター」と改めた。 

【広報企画担当】 

大学webサイトの充実を図る。他の機関が運営するWeb

サイトなどにバナー広告を掲出したり、受験予備校を活

用した PR を行うなど、多様な広報を展開する。 

【広報企画担当】 

ホームページのレイアウト変更を含めたコンテンツの充実、

CMS 化準備の実施 

６月～、１２月～ Yahoo に、オープンキャンパス、入試 PR バナ
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・入試広報手段、媒体、方法、内容等を整理・評価し、

効果的な入試広報戦略を構築する。 

 

 

ー掲載 

７月、１１月 桜木町駅前、野毛ちかみちの街頭スクリーンにオ

ープンキャンパス、大学祭 PR 映像放映（野毛は

夏のみ） 

７月～、１２月～ 河合塾等４大予備校の夏期、冬期講習の PR

映像放映（キャンパス NOW） 

１０月 キャリア支援室の紹介動画の発信 

１１月 受験生向け市大パンフレットを作成 

 

【アドミッションズセンター】 

「入試広報」という狭義から、「入学広報」つまり高校生のキ

ャリア支援活動という認識での広報活動にシフトし、手段、媒体、

方法等、すべての見直しに着手した。 

【アドミッションズセンター】 

・ 大学見学者・入試相談等の受入体制を整備・構築する。

在学生を活用したオープンキャンパス、入試広報活動

を展開する。 

 

【アドミッションズセンター】 

・18 年度は、人的資源の関係上、入試そのものの安全・確実な実

施を中心に業務を組み立てた。19 年度は、入試実務とともに入

学広報活動を組織的に展開する。 

【教育課程】 

【国際総合科学部】 

・17 年度の検討に基づく授業支援マニュアルを、学生に

よる授業評価や自己評価などの調査をもとにさらに

改良・整備する。 

 

 

 

 

【国際総合科学部】 

昨年度 3月、教養ゼミ A，Bの昨年度の授業資料の提出を求め、

これを各担当者に配布して今年度の授業への活用を図った。専門

教養では、コース長によるコース会議での周知とともに、具体的

にはシラバス内での科目の位置づけを明確にした。 

具体的には、主として共通教養について、研究戦略プロジェク

ト研究「技法の修得科目の教育プログラム開発とネットワークの

構築」で講義内容の改良・整備を研究した。授業支援マニュアル

の改良・整備を行い、担当者に配布し、情報共有を図った。 

 

【国際総合科学部】 

教養ゼミＡなどの標準化をさらに進める。教養ゼミ

Ａ、Ｂの連携の仕方を整理し内容の充実を図るなど共

通教養におけるカリキュラム全体の見直し、充実を図

る。 

 

【国際総合科学部】 

教養ゼミ Bの授業実施に先立ち、9月 19 日に「教養ゼミ B授業

打合会」を実施し、今年度の教養ゼミ A の実施状況の説明と教養

ゼミ Bの授業の実施方法等の確認を行った。また、授業方法等の

共有化にむけて、全授業終了後にクラスシラバスおよび発表テー

マリストの提示により、授業方法等の共有化を図った。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 専門教養と共通教養の関連についても、医学部とともに検討し

た。 

研究戦略プロジェクト研究費を申請し「技法の修得科目の教育

プログラム開発とネットワークの構築」をスタートさせた。 

 

【国際総合科学部】 

・ コース長は各教員に各専門教養科目の目的やキャリ

ア形成・共通教養科目との関連性、コースカリキュラ

ムの構成等のガイダンスを引き続き行う。担当教員は

前年度に作成した専門教養科目に関するシラバスを

見直し、教材開発等を行う。 

 

・専門教養科目に関して学生による授業評価を行い、成

果の検証とそれに基づく内容の充実を図る。学生には

問題提起能力、技法の修得水準等について自己評価さ

せる。各教員は専門教養科目の改善・改革計画を作成

する。結果を共通教養にフィードバックする。 

 

 

・一部のコースでは新カリキュラムの教員配置や教育内容の教員

間の調整を行った。カリキュラム作成に関しコース長、副コー

ス長、教務委員、コース運営委員を中心に議論しコースの教育

体制に関する情報の共有に努めた。 

 

 

・演習科目を中心に、学生による自己評価を実施した。

教員については、教員評価制度における SD シートにより、改

善・改革計画が明示されるようになった。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・本学におけるｅ－ラーニングを導入する意義・目的等

について検討を進める。 

 

 

【国際総合科学部】 

PE においてｅラーニングを実施し、その意義･目的を検討し、

PE の合格率との関係で、効果を確認した。引き続き、専門教養に

ついての実施の妥当性を検討する。 

【医学科】 

・医学部改革検討委員会（教育ワーキンググループ）に

おいて、統合型カリキュラム実施による問題点を検討

する。 

 

 

【医学科】 

・医学部組織改革委員会とカリキュラム運営委員会で統合型カリ

キュラム実施に伴う問題点を検討した。教員は教室単位で活動

しているため、統合カリキュラム実施に必要な事前打ち合わせ

や調整が非常に難しいことが明確になった。統合型カリキュラ

ムの実施には教員数や時間的な余裕が必要という検討結果を

得られた。今後引き続き検討を実施する。 

 

【医学科】 

・共用試験及び各試験の結果を勘案して、カリキュラ

ム運営会議においてカリキュラムの評価・検討を行

う。 

 

【医学科】 

・医学基盤カリキュラム委員会では、共用試験、3 回の学内統合

試験、研修マッチング試験、卒業試験、国家試験の結果を検討

した。共用試験は昨年に比べて本学学生平均点は高く、国家試

験合格率も全国 7位、公立大学では 1位という好成績であった
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 ことから、現行のカリキュラムも十分に効果的であるという評

価を行った。 

 

【看護学科】 

・卒業時の到達目標を明示し、看護学科１年次生に対し

共通教養教育を実施するとともに、２年次生に対し専

門教育を展開する。 

 

 

 

【看護学科】 

看護学科１年次生を対象に、コースオリエンテーションを複数

回に渡り実施し、学習への動機づけを行うとともに、共通教養科

目履習計画についての個別相談を設ける等に取り組んでいる。 

２年次生に対する専門教育は初年度となることから、学生の学

習反応に留意し、また科目運営については各教員が授業評価して

反映させることができた。 

 

【教育方法】 

【国際総合科学部】【医学科】【看護学科】 

・両学部において、引き続きＦＤに関する実施計画を検

討・作成し、適宜実施する。また、実施状況と課題に

ついて改善・改革案を作成する。 

 

・医学科においては、ＦＤに関する研修会を年１回を

目途に実施するとともに、医学教育に関するワーク

ショップを適宜開催する。 

 

 

 

 

 

【国際総合科学部】 

コース長会議で企画･運営方法を決定し、コース会議を活用し

て行われる FD が、すでに日常的に実施されている。実施状況と

課題はコース長がアンケートを行い集約している。 

 

【医学科】 

・ 医学部では教員、学生、職員が参加する FD を実施し、全体で

取り組むことができた。また、試験問題作成のための FD ワー

クショップも７月に実施した。 

 

【看護学科】 

看護学科においては大学の自己評価の意義と評価システム－

大学が自らを点検，評価するということ－をテーマとする講演会

を開催した。また関係協議会が主催するＦＤに積極的に参加する

よう情報提供するなどＦＤに関する取り組みについて積極的に

進めた。 

 

【国際総合科学部】 

・17 年度の学生による授業評価のフィードバックを行

い、これらを分析・評価する。各教科担当者はその評

価をもとに自己評価を実施し、改善・改革計画書を学

部長又はコース長に提出し、改善のためのディスカッ

ションを行う。 

・教職員の連携会議を設置し、支援体制を整える。それ

【国際総合科学部】 

教員評価制度が構築されたため、制度の中での必須項目とし

て、ディスカッション（面談）が位置づけられた。また、改善・

改革計画は、SD シートにより明示されるようになった。 

学部長・統括課長打ち合わせを筆頭に、新任の FD 支援担当課

長をはじめとする職員の学部における主要な会議への参加が実

現し、情報の共有を図った。このことにより、学部の教育課程の
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らの成果を研修し情報・経験を共有する。 構造化が図られた。 

・新しいタイプの授業である教養ゼミＡ、Ｂの授業ノウ

ハウを引き続き蓄積する。 

 

 

【国際総合科学部】 

教養ゼミ Bの授業実施に先立ち、9月 19 日に「教養ゼミ B授業

打合会」を実施し、今年度の教養ゼミ A の実施状況の説明と教養

ゼミ Bの授業の実施方法等の確認を行った。また、授業方法等の

共有化にむけて、全授業終了後にクラスシラバスおよび発表テー

マリストの提出を依頼した。 

研究戦略プロジェクト研究「技法の修得科目の教育プログラム

開発とネットワークの構築」で資料の収集、整理を実施、共有化

の方策等を検討している。 

 

【国際総合科学部】 

・コース説明会などにより学生へ学修目的を周知する。

学生が何を学びたいかの要望も情報収集し、将来のコ

ース改革の基礎資料とする。履修基本モデルについて

各コースを担当する教員への周知を徹底するととも

に、改善提案について積極的に議論し、実施する。 

 

 

【国際総合科学部】 

講義･ゼミに関する履修計画については、コースオリエンテー

ション等で周知を図っている。コース長による基本履修モデルの

改善、コース改革については、教員評価制度から課題を抽出した。

来年度、学部･コース改革プロジェクトを設置し、検討する。ま

た、前述のとおり、1 学年次のコース説明会や 2 学年次でのオリ

エンテーション、学年末にアンケートを行い改善実施に向けて努

力している。 

また、学生レベルでも、学生の自己評価について、ゼミ単位で

は実施し、自己評価だけではなく、ゼミ生同士によるピアレビュ

ーの実施例もある。 

 

【国際総合科学部】 

・企業、地方自治体、NPO など卒業生受け入れ先を増や

すことに努めるとともに履修基本モデルについて評

価可能な仕組み作りを整備し、カリキュラムの改善

を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

ネットワークフォーラムや寄付講座、インターンシップ科目の

実施などの機会に、社会が求める人材教育についての情報を得

て、カリキュラム改善を検討した。 

 

 

【国際総合科学部】 

・TOEFL 等の目標スコアをクリアできていない学生につ

いては、よりきめ細かい授業体制を整える。 

１年次からのスコアアップ率などによる評価軸から

も評価を行うことを検討する。 

２年次生の本学における語学教育に理解をより深め、

自学自習の支援強化による学習効果をより高めさせ 

【国際総合科学部】 

昨年度に引き続き 1 年次、2 年次の全学生の成績データを収集

し、学生の学習状況の把握、学習指導等を行った。 

単位未取得の 2 年生に対し、6 月に学長、学部長、共通教養長

から直接、メッセージを出し、夏休みの補講の受講を促した。さ

らに、後期はクラスを増設し、よりきめの細かい指導を行える授

業環境を整えた。また、複数回のカウンセリングを実施し、個々
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る。また、教育方法を引き続き見直し、２年次終了時

に 低達成基準に達するよう引き続き努力する。 

 

の学生の学習指導にあたった。冬休み、春休みに補講を実施し

大限の学習支援を行った。 

本年度にかぎり仮進級制度を導入し、Practical English 単位

未取得学生にかかわる諸事態に対応する措置をとった。 

 

【国際総合科学部】 

・実施体制上の問題点を洗い出し、授業効果の正確な測

定に基づいて、使用教材・教授法・評価方法等につい

ての検討を行う。 

・総合講義等において英語による授業を増やし、英語

に対する学生のモチベーションを高める。 

 

 

【国際総合科学部】 

PE については、使用教材・教授法・評価方法等についての検討

を行った。その結果、19 年度に PE Center を設置しセンター長、

専任インストラクターを配置することとした。講義の企画立案や

実施の責任体制を整備した。 

英語の運用能力の修得という科目趣旨にそって、1 年生の成績

上位者に週 3 回の授業すべてを native speaker が担当するクラ

スを設定した。 

総合講義 Aの各科目で英語による講義を 1回設定した。また、

PE 合格者を対象とした英語による授業を増設した。 

19年開設の総合講義Bでは本学教員および国連大学スタッフに

より英語での授業実施が可能になった。 

 

【国際総合科学部】 

・専門教養科目の開講に伴う大規模クラスなど TA の有

効性が期待される科目に重点的に TA を配置する。担

当教員は学期終了後、TA による効果や改善策等につい

て報告書を作成する。 

 

【国際総合科学部】 

大規模クラスには優先的に TA を配置するとともに、並行講義

化した。また、19 年度 TA 申し込み時に、前年度の効果や改善策

等についての報告を求め、実績に応じて配分することとした。 

【国際総合科学部】 

・ 学生による自発的学習の場を確保するために、学内施

設の再配置を検討する。実験実習、少人数クラス、

Practical English への TA の配置を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

研究棟再配置計画を作成し、既存学部学生に対する教育を考慮

しつつ、教室配置を実施し、実習室、実験機器を整備した。来年

度も継続する。 

実験実習、少人数クラス、Practical English に対して TA の配

置を検討し、予算の範囲で実施した。 

学生人数に応じ実験実習室の一部改修新築を行った。 

 

〔医学部〕 

（医学科） 

・17 年度に引き続きクリニカル・クラークシップを実施

する環境を整備するとともに、学生の病棟における休

 

【医学科】 

・ 医療の 新知識をまとめた検索エンジン（UpToDate）を導入し、

クラークシップの学生は on-line で 新の医学情報に接する
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憩場所の確保など施設整備について検討する。 

・ クリニカル・クラークシップに関する説明会などを通

じて、教員の理解を深める。 

・附属２病院における、大学病院としての役割（教育・

研究・診療）についての協議を行い、連携を深める。

 

 

 

ことができるようになった。これにより、学生が臨床事項につ

いてオンラインで検索し学習しやすくなるよう環境を整備し

た。また、患者とのコミュニケーションに関するセミナーを開

催した。 

学生の環境整備などについては委員会で検討を行い、控え室

やロッカー整備については19年度に整備を実施することにな

った。 

・第 3 回クリニカル・クラークシップ指導者養成ワークショッ

プに病棟実習カリキュラム委員２名が参加し、報告会（12 月

開催病棟実習カリキュラム委員会にて）を実施した。また、

クリニカルクラークシップ説明会を教員向けに開催するだけ

でなく、学生向けにも開催し、理解を深めるために積極的に

取り組んだ。 

・附属病院においては学生実習を行っていることを明示し、来

院者に協力を依頼している。また附属病院や学生掲示板の近

傍に電子掲示板を設置し、医療安全情報などを定期的に流し

医療安全が徹底されるよう関連情報の周知を図っている。 

 

（看護学科） 

「臨地教育運営のあり方を検討する協議会組織」を設

置し、必要事項の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

【看護学科】 

「臨地教育に関する協議会」メンバー決定後に各々のメンバー

に協議会設置の趣旨を説明し、１０月に第１回臨地教育に関する

協議会を開催した。その中で次年度までの計画に沿って、臨地教

育の連携に関する新システム構築の意思決定を行っていくこと

について了承を得た。また、下部組織として臨地教育に関する協

議会ワーキンググループ(外部メンバー含む)や分科会を設置し

それぞれ検討を行い、連携課題や実践能力の到達度などの共有を

行った。 

 

【成績評価】 

【国際総合科学部】 

・GPA の共通教養における導入の試行及び電算のシステ

ム変更について検討する。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・本学における成績優秀者顕彰制度を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

教育研究審議会に関連資料を提出したが、GPA については、検

討した結果、各授業の質の保証が必要であることが明らかとな

り、教育環境の整備が必要であることから、FD,SD を優先するこ

ととした。 

 

【国際総合科学部】 

コース選択時における上限を超える学生の選抜を、修得科目の



 
26

１８年度計画 計画の実績と成果 

 成績をもとに行う程度にとどまっており、制度については今後検

討していく。 

 

【医学部】 

・ 成績評価結果及び医師国家試験及び共用試験の結果

を比較し、検証する。検討した結果を成績評価に生か

す。 

 

【医学科】 

・ 医学基盤カリキュラム委員会において、学内統合試験結果と共

用試験や国家試験結果との関係を検討し、両者間に密接な関係

があることが明らかになった。すなわち、学内統合試験の成績

が悪いと共用試験や国家試験に不合格となる確率が高い。そこ

で、統合試験の成績不良者を集めて、勉強の進み具合などにつ

いて聞き取り調査を行い、改善に繋がるアドバイスを与えてい

る。この結果、共用試験の成績が上昇したり、国家試験合格率

が高くなるという効果が現れている。 

今年度の成績は合格率全国 7 位、公立大学の中では 1 位とい

う好成績を得られた。 

 

【看護学科】 

・早期より動機付けを行うとともに、国家試験の出題傾向を加味

して教授することの共有化を図っている。模試の結果などを検

討し重点的指導を行った。その結果看護師国家試験の合格率

は、昨年度よりも 2.7％改善し、99.1％という極めて良い成績

を修めた。今後も短期大学部のこれまでのプロセスを参考に検

討を進める。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【入学者受入方針】 

【国際総合科学研究科】【医学研究科】 

・17 年度に引き続き、ホームページ、学生の研究室訪問

などを充実させ、入学志願者が研究科の教育研究方針

などを充分に理解できる種々の機会を効果的に提供

する。 

 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・個々の教員が研究室のホームページを作成し掲載している割合

は、生体超分子専攻においては 100%、理学専攻においては 80%

の割合に達した。また、文科系でも経営科学専攻では、教員サ

イドの自助努力での学部経営科学系のホームページの準備が

整い、経営科学専攻も相乗りする予定である。また、大学院案

内を教員の力で作成し、入学志願者が研究科の教育研究方針な

どを理解できるようにした。 

 

【医学研究科】 

大学院説明会「オープンラボ」を開催し、大学院の説明と研究

室の見学を行い、入学志願者が教育内容や研究内容を、より具体

的に理解できるように工夫した。 

 

【国際総合科学研究科】 

・ 17 年度に引き続き、20 年度に実施する入試（21 年度

入学）で AO 入試を実施する方向で、選考に必要な諸

項目を検討する。学部入試などで AO 入試を先行して

いる機関とその実体を調査する。 

 

【国際総合科学研究科】 

１８年度に実施した１９年度入試において、国際文化研究専

攻と経営科学専攻において、推薦入試枠を設け実施した。ＡＯ

入試に関する実態調査には着手していないが、入学者選考に要

する諸項目については引き続き検討を進めている。 

 

【教育課程】 

【国際総合科学研究科】 

・大学院のあり方について検討を進める中で、研究指導

内容についての検討を行う。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

各専攻の構想をもとに、大学院改革プロジェクトにおいて検討

を着実に進め、報告書にまとめた。 

 

【国際総合科学研究科】 

・生体超分子科学では米国・英国などの研究機関、理学・

ナノ科学・バイオ科学では、独立行政法人研究機関と

の連携、国際文化では NPO・NGO などとの連携、経営

科学では行政機関との連携などを具体化させる。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

生体超分子科学では、アメリカ、ヨーロッパの 13 の大学及び

研究所と密接に連携をとり、研究者の交流を進めている。それに

加え、理系では理化学研究所、海洋研究開発機構、物質材料研究

機構の 3機関との連携が締結され当初の計画は達成された。文系

の連携大学院は未着手だが、すでに締結されている JICA との連

携を中心に今後連携大学院化への発展が課題である。経営科学系
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 では横浜銀行、横浜商工会議所などとの連携による経営塾フォー

ラム等の民間との連携の動きがある。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

・医療関連の高度専門的職業人養成に向けた教育カリキ

ュラムのさらなる検討と充実を図る。 

 

 

【医学研究科(修士課程)】 

19 年度の実施に向けて、教育カリキュラムの充実に向けた再編

作業を実施した。 

 臨床薬学コースを設置し、19 年度の学生募集を開始した。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

・医療薬学、医療管理学、医工学などの医療関連の高度

専門的職業人を目指す新たなコースの設定の具体的

な検討を進めると同時に、設置の手続きを進める。 

 

 

【医学研究科(修士課程)】 

研究者養成に加えて、臨床薬学コース、医療安全・経営管理学

コース、医工連携コースの３つの新コースについて 19 年度から

の設置が決定し 19 年度から学生募集を開始した。またそれに伴

い学生定員も２０名から３０名へと増員となった。 

 

【医学研究科】 

・医学研究科と国内教育機関などとの連携協定を締結す

る。 

 

 

 

 

【医学研究科】 

昨年度締結した横浜国立大学との連携協定の一環として、総務

省の独立行政法人である情報通信研究機構を巻き込んだ共同研

究事業を新たに開始した。さらに、医療ＩＣＴに関わる国際シン

ポジウムを福浦キャンパスで１２月に開催した。 

 

【医学研究科】 

・海外他機関などとの学生交換協定の締結などを検討す

る。 

 

 

【医学研究科】 

 FDA と協定を締結するなど、国内だけでなく海外諸機関との連

携に向けても取組を開始した。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

・ 専門性の追求と同時に幅広い視点を備えた人材の育

成に向けた、現博士課程の教育モデルの点検と改良

すべき点の整理を引き続き行う。 

・博士課程の教育課程を見直し、医師の卒後教育の一環

としての後期研修制度と整合性をはかる。 

・ 博士課程に、新たに社会人コースを設定する。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

博士課程を医師の卒後教育の一環と明確に位置づけると同時

に、附属２病院の後期研修制度との乗り入れを可能とする「長期

履修制度」を新たに設けた。 

さらに、文部科学省の大学院イニシアティブ事業に採択され、

博士課程に治験推進のリーダーを養成する新たなコースを設定

する作業を開始した。 

また、これらに平行して、博士課程の学生定員を４５名から６

０名に増加した。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【教育方法】 

【国際総合科学研究科】 

・連携大学院協定を締結している研究機関等の構成員を

研究指導補助者として迎え、専門性を高める実践的な

教育を実施する。 

 

 

 

 

【国際総合科学研究科】 

既に連携大学院として実績のある理化学研究所に加え、海洋研

究開発機構及び物質材料研究機構と教育研究体制が構築され、早

期に実施に至った。その結果、19 年度から物質材料研究機構を含

めた 2機関の連携大学院客員教員による講義と、研究指導が本専

攻カリキュラムに盛り込まれた。 

 

【医学研究科】 

・ 主研究指導教員及び複数の副研究指導教員に加え、

研究指導補助者などの仕組みを検討し、教育に反映

する。 

 

【医学研究科】 

大学院教育研究指導体制の充実と教員評価における個々の教

員の役割分担の明確化に向けて、研究指導教員に加え、副研究指

導教員をおく制度の構築を構築するにいたった。 

 

【国際総合科学研究科】 

・連携大学院の協定を締結した機関と共同研究を計画立

案し、研究発展のために院生の一部を参加させる。 

 

【国際総合科学研究科】 

19 年度の理学専攻に、連携大学院海洋研究開発機構 JAMSTEC で

研究を実施する院生が 2名入学した。 

【医学研究科】 

・連携協定の締結など、独立行政法人研究機関等の連携

施設を中心とした国内外の他施設における研究に積

極的に参加させる為の仕組みを実現する。 

 

【医学研究科】 

ＦＤＡと協定を締結するなど、国内だけでなく海外諸機関との

連携に向けても取り組みを開始した。 

【成績評価】 

【国際総合科学研究科】 

・理系では、成績評価に、国内外の審査制度が設けられ

ている学術雑誌等での研究成果の採用結果を反映さ

せる。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

国際総合科学研究科、博士の学位審査に関する内規を策定し、

資格要件に明記した。 

【医学研究科(修士課程)】 

研究者の養成コースに関しては、その成果を国際学術

雑誌に投稿することを奨励する。一方、医療専門職の養

成コースについては、特別研究科目の考え方を別途検討

する。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

研究者養成コースに関しては、既に実施中。医療関連職業人の

養成コースに関しては、特別研究科目の考え方を別途検討してい

る。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

国際学術雑誌への採択を学位取得の前提条件とする。

【医学研究科(博士課程)】 

国際学術雑誌への採択を学位取得の前提条件とすることにつ 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 いては実施している。 

 

【国際総合科学研究科】 

・17 年度に引き続き、理系では、研究科が認める修士論

文及びすべての博士論文の研究成果を国際学術雑誌

に、文系では、博士論文の研究成果を国内外学術雑誌

等に投稿するよう指導する。理系の博士課程について

は、その採用を学位取得の前提条件とする。 

 

【国際総合科学研究科】 

国際総合科学研究科、博士の学位審査に関する内規を策定し、

資格要件に明記した。 

修士号取得者の研究成果の国際学術誌への発表は、達成されて

いない。 

 

【医学研究科】 

・17 年度に引き続き、修士課程については、その成果

を国際学術雑誌に投稿することを奨励する。 

 

 

【医学研究科】 

研究者養成コースに関しては、既に実施中。医療関連職業人の

養成コースに関しては、特別研究科目の考え方を別途検討してい

る。 

 

【医学研究科】 

・17 年度に引き続き、博士課程については、国際学術雑

誌への採択を学位取得の前提条件とする。 

 

【医学研究科】 

博士課程については、国際学術雑誌への採択を学位取得の前提条

件とすることについて 17 年度に引き続き実施している。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

２ 教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【国際総合科学部】【国際総合科学研究科】 

【医学部】【医学研究科】 

コース長、カリキュラム長等が教育カリキュラムに応

じて研究院や病院から教員を確保できるよう、学部長と

研究院長が調整できる仕組みを構築する。 

【国際総合科学部】 

学部におけるコース、コースにおけるカリキュラムは、固定的

なものではなく、社会のニーズに応じて理念･目的も変化し、コ

ース、カリキュラムはそれらを実現するために編成され、編成上

必要な教員を研究院から確保するというシステムの理解を、コー

ス長会議で理解を求め、コース会議を通じて、全教員に周知を図

っている。また、教員の協力には、評価制度との併用が必要であ

るとの認識から、評価項目等に導入している。 

 

【国際総合科学研究科】 

研究科では、連携大学院等より積極的に人材を取り入れて、教

育体制の充実改善を図った。 

 

【医学部】【医学研究科】 

・ 医学系組織は教室を基盤としているため、カリキュラム長の

権限で、研究院や病院から教員を確保することは大変難しい。

しかし、各カリキュラム長の担当部分を明確にして、研究院

の組織区分と重ね合わせ、教員評価制と連動させれば、教員

確保の問題に改善がみられる可能性は十分にある。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

３ 学生の支援に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【学習環境の充実等】 

【アドミッションズセンター】 

・全学的な成績優秀者優遇制度の実施に向け検討を進め

る。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・全学的な成績優秀者に対する奨学金制度（いわゆる特待生制度）

については、19 年度に予算化し、実施に向けた制度検討を進め

ている。 

 

【学術情報センター】 

・図書館の開館時間について、学期中は平日９時～２２

時、土・日曜日９時～１９時とする時間延長を平成 18

年度においても実施する。 

また、学部・学科・コースカリュキュラムに沿った学

習用学術資料の充実とレファレンス・ガイダンスを引

き続き実施するとともに、学生の情報探索・分析・表

現能力等情報リテラシーの基礎的能力の向上を目的

とした利用者教育を推進する。 

 

【学術情報センター】 

・図書館の開館時間延長については、計画どおり実施している。

 また、レファレンス・ガイダンスは、引き続き実施し、窓口案

内パンフレットを充実させた。更に、教養ゼミ A（２７クラス）

全学生を対象に４回に分けてガイダスを実施し、学生の情報検

索・分析・表現能力等情報リテラシーの基礎的能力アップによ

り、自主的学習能力向上に寄与できた。 

 また、これまで行っていた看護師の他、薬剤師を対象としたガ

イダンスも実施した。 

 

【施設担当】 

引き続き本校舎教室の空調設備設置をおこなうとと

もに、老朽化の著しい施設を改修し既存施設・設備の充

実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設担当】 

本校舎空調設備については６０人教室４室、１５０人教室３

室、３００人教室１室について設置した。 

また、老朽化の著しい理科館エレベータ、特殊空調設備を更新

した。 

 

一般教室規模別冷房化率          H18.10.1 現在 

 

 

 

 ｾﾞﾐ室 50 人

教室

60 人 

教室 

１５０

人教室 

３００

人教室

一講

教室

数 

１３ １７   ４   ６   ６  １ 

設置

教室

数 

１３  １   ４   ６   ６  １ 

冷房

化率

100％ 6％ 100％ 100％ 100％ 100％
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【施設担当】 

キャンパスの IT 基盤整備に関する調査を実施し将来

構想を含め検討するとともに、無線ＬＡＮ等の導入につ

いて検討する。 

 

【施設担当】 

広報企画担当において、現状ＩＴ基盤に関する問題点抽出中で

あり、今後それを受け将来構想を検討する。 

公衆無線ＬＡＮスポットを２カ所設置し試行している。 

【学生生活空間の拡充】 

【施設担当】 

平成 17 年度に策定したキャンパスアメニティ整備計

画に基づき、引き続き順次整備を実施する。 

 

 

【施設担当】 

第一グランドの外周整備（芝張り整備）及び保健管理センター

の整備等を実施した。 

【学生の声の聴取】 

【キャリア支援センター】 

アンケート結果を基に、学生生活保健協議会を中心と

なって、実現可能なものから実施方法等について検討す

る。 

また、学長ランチミーテイング等の機会を活用して、

学生が意見を発信し易い環境づくりを醸成する。 

 

 

【キャリア支援センター】 

学生生活アンケートの結果を基に、学生生活保健協議会におい

て検討を行った。平成 17 年度学生生活アンケート調査報告書に

まとめ、周知をはかり、実施方法などについて検討し、窓口の明

確化やスペース改善などを実施した。また、学長ランチミーティ

ングを 8回開催した。 

 

【キャリア支援及び学生生活の充実】 

【キャリア支援センター】【就職支援担当】 

・履修申請時に教員が常駐し行う学生の進路・履修相談

を、平成１７年度に引き続き実施する。 

また、卒業後の進路については、キャリア支援を中心

に、相談体制の充実を図る。「就職活動体験報告会」

等を開催し、就職内定者と在学生との情報交換の場を

設ける。 

 

 

【国際総合科学部】 

前年度に引き続き、教員による履修相談を実施した。 

【就職支援担当】 

合計３００人弱の学生のキャリア・就職相談を実施した。就職

支援講座は「就職活動体験報告会」を含め、各種講座計３０回を

行い、１８年度は鶴見、木原、福浦にも出向いて大学院向けの講

座も開催した。 

【就職支援担当】 

・17 年度に設けた「キャリアサポーター登録制度」への

卒業生の登録を、引き続き促す。多様な情報を収集し、

在学生に情報提供を行い就職活動を支援する。なお、

ホームページの運用については、個人情報保護の視点

から課題を十分に検討する。 

 

【就職支援担当】 

キャリアサポーターも昨年４月の１１１名から今年４月は２

０７名と着々と増えてきおり、学生の訪問も活発化している。キ

ャリアサポーターと３年生の集いも開催し、７０人が参加した。

ＨＰも活用が進んできており、内定者と３年生とのチャットルー

ムは有効な情報交換の場となっている。 

 

【学生生活の相談窓口体制】 

【キャリア支援センター(福浦)】 

 

【キャリア支援センター(福浦)】 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

17 年度に引続き、国家試験の受験申込みの一括受付に

よる、確実な申込みを行う。 

国家試験の結果（合格率、全国平均等）情報を収集、

教員への提供により支援体制の充実を図る。 

 

17 年度に引続き、国家試験の受験申込みの一括受付を行い、高

い合格率得た。 

また、国家試験の結果（合格率、全国平均等）情報を収集、教

員への情報提供を行った。 

 

【学生生活の支援】 

【キャリア支援センター】 

クラス担任制の着実な実施に併せ、平成１７年度中に

整理した他大学の調査結果を基に、教員との連携体制の

構築に共同で着手する。 

【キャリア支援センター(福浦)】 

福浦キャンパスの学生の相談に対応できる心理カウン

セラーの配置を引続き検討する。 

 

 

【キャリア支援センター】 

教員と連絡を取りながら、きめ細かい学生対応にあたり、教員

との連携体制の基礎づくりができた。 

 

【キャリア支援センター(福浦)】 

心理カウンセラーを配置し、学生の相談に対応した。 

 

【キャリア支援センター】 

・平成１７年度に実施した「学生生活アンケート」を

基に、学生自治会等の協力を得て、在学生による支

援内容の整理を進め、可能なものから制度の構築に

着手する。 

 

【キャリア支援センター】 

学生生活保健協議会で、「学生生活アンケート」を分析し、課

題の整理まで行い、制度構築に向け検討を進めている。 

【経済的支援】 

【キャリア支援センター】 

市大奨学金については、17 年度に見直した要綱で引き

続き実施する。また、他団体の奨学金情報のホームペー

ジ上での提供を引き続き実施する。 

 

 

【キャリア支援センター】 

前年度に引き続き実施した。 

【キャリア支援センター】 

学生生活保健協議会を中心に、スポーツ・文化・芸術

分野等の優秀者を対象としている学長賞の見直しを行

う。また、現在明確な対象となっていない学習・研究分

野の優秀者に対する顕彰制度の取扱を検討する。 

 

 

【キャリア支援センター】 

学習・研究分野の優秀者の奨励においては、学長賞及び奨学金

や特待生制度との関連において、整理検討を行った。 

スポーツ・文化・芸術分野等の優秀者を対象としている現行の

学長賞、学長奨励賞については、引き続き実施し、学習・研究分

野の優秀者の顕彰については、19 年度実施に向け、検討を行った。
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

４ 研究に関する目標を達成するための取組 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【目指すべき研究の方向性】 

【研究院】 

産業界との共同研究の促進、国家プロジェクトの積極

的な獲得などを目指して、戦略的に研究を推進する。 

【研究院】 

産業界との共同研究の促進、国家プロジェクトの積極的な獲得

などを目指して、「研究戦略プロジェクト事業」共同研究推進費

を採択した。（７分野 37 件） 

 

【研究院】 

国家プロジェクト等、外部研究費応募相談などの支援

や、研究情報の積極的な提供など、企業等との共同研究

マッチング支援を推進する。 

 

【研究院】 

研究情報を大学のホームページに掲載し積極的に提供した。ま

た、研究推進コーディネーターを相談者として外部研究費応募相

談会を随時開催するとともに、9 月 28 日、10 月 2 日には科研費

応募相談会を実施した。 

このように企業との共同研究マッチング支援を推進した結果、

企業との共同研究件数、獲得金額ともに前年実績を大幅に上回っ

た。 

共同研究前年度比 件数 1.18 倍、獲得金額 1.37 倍 

 

【重点研究分野の選定】 

【研究院】【研究推進センター】 

大学の重点研究分野における研究を推進する。 

 

 

【研究院】【研究推進センター】 

ライフサイエンス、先端医療、ナノテクノロジー・材料、環境、

産業・地域再生、都市経営・まちづくり、文化・教育の７分野で、

共同研究推進を推進するため、「研究戦略プロジェクト事業」共

同研究推進費を採択した。（７分野 37 件） 

研究戦略プロジェクト全体の中で共同研究推進費が占める割

合は、件数で４４％、金額で４８％。 

 

【研究成果の公表】 

【研究推進センター】 

研究に関する情報提供を進める。社会からの多様な意

見等を吸収し研究水準の向上を推進する。 

 

 

【研究推進センター】 

大学のホームページで研究に関する情報提供を進めるととも

に、定例の研究戦略委員会において外部研究費獲得や研究戦略に

ついて審議した。また、教員の研究成果を広く社会に還元し社会

からの多様な意見を吸収するために、研究戦略プロジェクト事業

における研究成果報告書を公開している。 

 

【研究院】 

全教員が、大学ホームページの研究者データベースで

著書、学術論文、学術賞、特許等を公表する。 

【研究院】 

ほぼ全教員の教育研究業績目録を作成し刊行した。また、大学

ホームページの研究者データベースを活用し、教員の研究内容や
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 産学連携に関する情報を更新すると共に、外部へアピールする研

究データベース集（サマリー版）も作成するなど、取り組みを積

極的に進めた。 

 

【研究院】 

全教員が研究水準及び成果等について、自ら目標を設

定し、点検・評価を実施する。 

 

 

 

【研究院】 

研究戦略プロジェクト研究費、教育研究費について、教員は研

究計画を策定し、研究を実施した。研究終了後には研究成果報告

書を提出し、自己点検評価を行った。研究成果報告書については

大学ホームページでも公開している。 

【成果の社会への還元等】 

【研究推進センター】 

知的財産の取扱いに関する方針にしたがい、特許の出

願・維持及び企業等への技術移転を推進する。 

 

 

 

 

【研究推進センター】 

必要に応じ弁理士による発明相談を実施し、月 1回の知財戦略

委員会で知財に関する審議を行っている。また、リクルートなど

の外部機関による技術移転活動を推進している。その結果とし

て、技術移転は前年度の 1.2 倍、特許出願のうち外国出願は 6倍

に増えている。 

また特許利用などにより大学ベンチャーを３件立ち上げた。 

 

【研究推進センター】 

大学ホームページでの技術経営相談や、包括的基本協

定を締結している横浜信用金庫の窓口を利用した企業

等からの相談の受付を実施する。共同研究や受託研究を

積極的に実施する。 

 

 

【研究推進センター】 

大学のホームページを通じた技術経営相談を実施するととも

に、包括的基本協定を結んでいる横浜信用金庫の窓口からの相談

受け付けも行った。 

また、企業からの共同研究、受託研究相談に応じ、積極的に研

究推進を行った。 

これらの取組積極的に実施した結果、共同研究前年度比；件数

1.18 倍、金額 1.37 倍。受託研究前年度比；件数 1.47 倍、金額

1.13 倍となった。 

 

【研究推進センター】 

企業等との包括的基本協定を推進し、共同研究・受託

研究などの研究協力、インターンシップなどの人材交

流、研究紹介などの研究交流等の協定事業を実施する。

 

 

 

【研究推進センター】 

平成 18 年度は横浜銀行と新たに包括的基本協定を締結した。

すでに協定を締結している企業等とは、共同研究などの研究協

力・インターンシップなどの人材交流・研究交流等を実施した。

また、締結相手の企業、機関、大学と協力して開催した各種の

産学連携フォーラム等には、延べ 398 名が参加した。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

４ 研究に関する目標を達成するための取組 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【研究費のあり方】 

【研究院】【研究推進センター】 

「戦略的研究費」及び「教育研究費」の効果的かつ適

正な運用を行うとともに、外部研究費の獲得を推進す

る。 

 

 

【研究院】【研究推進センター】 

戦略的研究費は、共同研究推進費、地域貢献促進費、若手人材

育成推進費の分野に、共同研究の推進や国家プロジェクトの確保

につながるよう、効果的に配付した。 

教育研究費は、研究計画に基づく申請を受けて、定額基礎分を

一律配付するとともに、付加交付分を審査により適正に配分し

た。また、医学研究科については、研究分野を共有する７つの研

究室群に配付した。 

 

【研究推進センター】 

「教育研究費」は、効果的かつ適正に運用するため科

学研究費補助金等、外部研究費の申請を条件として交付

する。 

また、「戦略研究費」は、効果的かつ適正に運用する

ため重点的研究分野、若手人材育成分野、地域貢献促進

分野に重点的に配分する。 

 

【研究推進センター】 

「教育研究費」付加交付分については、平成１８年度より、科

学研究費補助金等、外部研究費の申請を条件として交付すること

とした。 

「研究戦略プロジェクト研究費」公募分については、重点配分

として研究費を 3つの分野に分け、効果的かつ適正に運用した。

【研究推進センター】 

外部研究費に関する情報提供、公募相談や、科学研究

費補助金応募説明会など、外部研究費の申請に対する支

援を実施する。 

 

 

 

【研究推進センター】 

研究情報を大学のホームページに掲載し積極的に提供した。ま

た、研究推進コーディネーターを相談者として外部研究費応募相

談を随時開催するとともに、9 月 28 日、10 月 2 日には科研費応

募相談会を実施した。 

このような結果として、応募件数は前年度 1．1倍となった。

【研究院】【研究推進センター】 

研究戦略委員会で、研究戦略プロジェクトの 30～40％

を戦略的配分枠とするなど、研究費の適正な配分を行う

とともに、研究内容の評価を実施する。 

 

 

【研究院】【研究推進センター】 

研究戦略プロジェクトにおいて、共同研究推進費、地域貢献促

進費、先端医科学先行的研究費で、戦略的配分枠を設定し配分し

た。研究終了後に研究成果報告書を提出することになっており、

大学のホームページで公開している。 

【研究推進体制の構築】 

【研究推進センター】 

教員と職員が一体となり、産業界との共同研究の促進、

 

【研究推進センター】 

研究推進センターは、産学連携推進本部の事務局及び研究院の
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１８年度計画 計画の実績と成果 

国家プロジェクトの積極的な獲得に向け、戦略的な研

究を推進する。 

 

 

会議の庶務を担当する組織として、研究戦略委員会、知財戦略委

員会、産学連携戦略委員会を通じて、教員と職員が一体となり、

産業界との共同研究の促進、国家プロジェクトの積極的な獲得に

向け、戦略的な研究を推進している。 

 

【研究推進センター】 

弁理士による発明相談、技術移転機関への委託等によ

る移転先の探索、研究推進コーディネーターによる共同

研究ユニット化の促進など、外部資金獲得の支援を充実

する。 

 

 

【研究推進センター】 

発明に関し、弁理士による発明相談を随時実施している。また、

出願後の発明については、リクルート等の外部機関を活用した技

術移転活動を実施した。今年度の実績は前年度の 1.2 倍となって

いる。 

さらに、研究推進コーディネーターによる研究相談を随時開催

している。 

 

【学術情報センター】 

電子学術情報を継続して提供するとともに、新たな

電子学術情報の平成 19 年度導入について検討する。電

子学術情報の利用に関しては利便性の一層の向上に努

める。 

また、医学情報センターの 24 時間利用を継続実施す

る。 

 

【学術情報センター】 

 電子学術情報は継続して提供している。また、当センター長の

諮問機関である「平成１９年度外国雑誌等の選定に係る検討部

会」を開催し、併せてこの部会でのアケート調査を実施した。意

見を集約し、答申を踏まえ、新たに導入すべき電子ジャーナルの

予算要求を行った。 

 また、医学情情報センターの２４時間利用は継続して実施し

た。 

 

【研究体制の構築と適正な研究者等の配置】 

【研究院】 

ユニットによる共同研究を推進する。 

 

 

 

【研究院】 

「研究戦略プロジェクト事業」共同研究推進費を、7分野 37 件

採択し、ユニットによる共同研究を推進した。 

【研究推進センター】 

外部研究機関や民間企業等の研究員等についても、共

同研究員として積極的に迎える。 

 

 

 

【研究推進センター】 

「公立大学法人横浜市立大学における研究費の取扱いに関す

る規程」で、共同研究の相手先から共同研究員を受入れられるこ

ととしており、平成 18 年度の共同研究においては 10 名を超える

外部共同研究員を迎えることができた。 

 

【研究院】 

共同研究・教育研究など、理化学研究所等との連携や、

国家プロジェクトを推進するとともに、生命科学分野の

【研究院】 

【再掲】 木原生物学研究所の遺伝資源を生かした研究を理研と

の連携のもとに進めている。19 年度からは 先端の植
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１８年度計画 計画の実績と成果 

再編について、研究の観点から検討する。 

 

 

物ゲノム科学を教育・研究する研究所として、研究の

成果が外部から見える拠点を目指す。 

 

【キャリア支援センター（福浦）】 

既存施設の有効利用による先端的医科学研究センタ

ーの整備を図り、バイオバンク機能及び先端的医科学研

究の実施により先端医科学研究センターをスタートす

る。 

 

【キャリア支援センター（福浦）】 

 18 年 10 月に既存施設を改修し先端医科学研究センターを開設

した。18 年度はバイオバンク部を設置し、検体採取の手順等につ

いて定めるとともに、19 年度以降のセンターの具体的な実施計画

について策定した。 

【粒子線がん治療施設の設置】 

【経営企画担当】 

17 年度検討委員会の検討結果をふまえ、粒子線治療施

設整備に向けた課題の検討を行う。あわせて、がんの患

者さんにとって 適な医療を提供できる体制の構築に

ついて検討を行う。 

 

 

【経営企画担当】 

 重粒子線治療の実施には、治療施設の整備とともに治療に携わ

る人材の育成が必要であるという検討結果を踏まえ、国内で先進

的に治療を実施している放射線医学総合研究所から講師を招き

「重粒子線治療研修会」を開催し、医療従事者だけでなく、学生

や職員など広く参加者を得た。 

 さらに、19 年度に向けては人材育成のための予算化を行うな

ど、重粒子線治療を提供するための体制構築に向けた準備を進め

た。 

 

【研究機器等の活用の促進】 

【研究推進センター】【施設管理担当】 

研究設備等の共用化、オペレーターの配置など、研究

に必要な設備等の活用・整備を実施する。 

 

【研究推進センター】 

研究設備等共用化については学内において検討を進めた。 

【研究推進センター】 

各キャンパスの研究施設管理委員会で、研究室の配置

等を見直し、共同研究スペースを創出する。 

 

【研究推進センター】 

環境ホルモン研究施設において、共同研究スペースの 

整備を行った。 

 

【研究倫理の確立】 

【研究院】 

「横浜市立大学医学部研究等倫理規程」等学内の各種

倫理規程や関係規程にしたがい、研究倫理の確立に努め

る。 

 

 

 

【研究院】 

研究倫理の確立については、研究活動の公正についてのガイド

ラインを本学ホームページに掲載した。19 年度からの施行に向け

市大コンプライアンス推進体制の素案を作成した。利益相反ポリ

シーの具体的な運用について検討行い利益相反マネジメントの

策定に向けて準備を進めるなど、全学で倫理の確立に向けて積極

的に取り組んだ。 
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Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【学部・大学院教育を通じた人材育成】 

「Ⅰ―１教育の成果に関する目標を達成するための取

組」で記載。 

 

 

【診療を通じた市民医療の向上による地域貢献】 

「Ⅳ―３患者本位の医療サービスの向上と地域医療へ

の貢献のための取組」で記載。 

 

 

【地域医療の向上】 

【医学科】【キャリア支援センター（福浦）】 

・引き続き、医学部長のもとに「地域医療連絡委員会」

を設け、医局の透明性、客観性の確保を図る。 

 

 

 

【医学科】【キャリア支援センター（福浦）】 

委員会の目的を明確にするため「地域医療貢献推進委員会」と

改名した。データや情報収集を進めながら、医師不足問題に対す

る具体的な検討・提案などを行った。 

【研究を通じた研究成果や知的財産の産業界への還元】

【研究推進センター】 

企業等との包括的基本協定を推進し、共同研究・受託

研究などの研究協力、インターンシップなどの人材交

流、研究紹介などの研究交流等の協定事業を実施する。

 

 

 

【研究推進センター】 

 新たに横浜銀行と包括的基本協定を締結した。また締結企業等

とは、研究協力、人材交流、研究交流等の様々な協定事業を実施

した。 

 

【研究推進センター】 

全教員はホームページを通した技術経営相談、研究者

データの公開を行うとともに、産学連携イベントに参

加する。 

 

 

【研究推進センター】 

研究者データベースは情報を更新しホームページで公開した。

外部の大規模な産学連携イベントとしては、バイオＥＸＰＯ、イ

ノベーションジャパン、テクニカルショウなどに出展した。 

【研究推進センター】【経営企画担当】 

全教員は横浜市等の各種委員会、審議会へ積極的に参

加する。 

 

【研究推進センター】【経営企画担当】 

地域貢献を推進するために国等の各種委員会や審議会への参

加を推進した。 

 

【大学の知的資源の市民への還元】 

【エクステンションセンター】 

市立大学の知的資源を市民に還元し、高まる市民の学

習意欲に応えるため、拠点施設を上大岡から都心部の 

 

【エクステンションセンター】 

平成１８年４月にエクステンションセンターをみなとみらい

地区の横浜ランドマークタワー内に移設した。自治体政策関連の
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１８年度計画 計画の実績と成果 

みなとみらい地区に移転し、講座を受講しやすくする。

講座内容は、これまで開催してきた講座のほか、市民の

ニーズにより対応した実務講座など資格取得に結びつ

くようなものや高度な専門知識が習得できるような講

座を充実していく。 

 

講座、ＭＢＡエッセンス講座、先端医療講座（個別相談も実施）

など、より専門性の高い講座を開催している。 

 

 

【エクステンションセンター】 

社会人再学習講座については、拠点施設をみなとみら

い地区に移転後、資格取得に結びつくような方法を検討

する。市内中学･高校教員への専門的なリカレント教育

について、参加しやすい時期、内容等を教育委員会と検

討し実施する。 

 

【エクステンションセンター】 

自治体職員や企業人向けの講座を中心に、企画を進め、テーマ

に応じて、講座、セミナー、シンポジウム等のさまざまな実施形

態を試みている。 

NTT コミュニケーションズとともに実施した講義映像配信共同

実験の参加者が資格を取得した。また、小･中･高校教員向けの科

学の進歩研修会を県と市の教育委員会の後援で実施するなど、年

度計画を順調に実施した。 

 

【エクステンションセンター】 

e-ラーニングについて、システム･経費等の検討をす

る。 

 

 

【エクステンションセンター】 

NTT コミュニケーションズとともに講義映像配信共同実験を実

施するなど、システム、コスト等の情報収集を行っている。E ラ

ーニング導入を視野に入れ、今後も引き続き検討を行う。 

 

【アドミッションズセンター】 

横浜市立科学技術高校(仮称)並びに市立高校の教育

内容及び教育方法の向上に関する特別協定書」を市教育

委員会と平成 18 年 1 月 25 日に締結したので、具体的協

議事項及び実施方法等を協議･実施する組織を設置す

る。 

 

 

【アドミッションズセンター】 

・ 特別協定書に基づき「ティーチングアシスタント制度に関す

る覚書」を締結し秋学期から市立高校へ大学院生の派遣が試

行された。 

・ 市立高校のカリキュラム等の改革には、既に本学教員と高校

教員有志がインフォーマルな研究会を持っているが、19 年度

に本格的な活動を開始する。 

 

【アドミッションズセンター】 

17 年度に学内で組織した高大連携プロジェクトの内

容を教育委員会と協議し、リメディアル講座について検

討していく。 

 

【アドミッションズセンター】 

・１２月に「横浜市立大学と横浜市立高等学校との教育連携に関

する特別協定書」が締結されたのを受けて、19 年度の実施に向

けて検討を開始する。 

 

【施設の開放】 

【庶務担当】 

市大交流プラザ「いちょうの館」を大学と地域、市民、

 

【庶務担当・施設管理担当・経理担当】 

市大交流プラザについては、昨年度に引き続き、地域・市民・
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１８年度計画 計画の実績と成果 

企業、卒業生等との交流の場としてさらに活発に活用し

ていくため、地域や市民、企業、卒業生の方々などの情

報コーナーを新たに設置・運営するとともに、学生の課

外活動等の発表の場として活用することにより、相互の

交流の促進を図る。 

 

企業・卒業生等に向けた情報提供を行っている。また、学生の課

外活動の発表の場としても活用した。さらに、施設内に新たに清

涼飲料水の自動販売機を設置し、憩いの場としての機能も充実し

た。 

 なお、７月から施設については、国際化推進センターへ移管し

た。 

 また、上記のほか、10 月と 2月には卒業生の会合へ施設貸出し

を行い、学長も同会合へ出席するなど、卒業生の交流の場として

も活用した。 

 

【学術情報センター】 

学術情報センターの市民開放を引き続き実施する。 

金沢八景キャンパス本館では、市民向け図書貸出サー

ビスを継続して実施する。情報探索をテーマとした市民

向け講習会を休日及び夜間に引き続き開催する。 

また、福浦キャンパス医学情報センターでは、市民向

け図書貸出サービスを新たに開始する。医師の臨床研修

協力病院の各図書室に対し相互貸借等による学術情報

の提供を行なう。 

 

 

【学術情報センター】 

 市民向け図書貸出サービスについて、金沢キャンパス本館では

引き続き実施し、医学情報センターでは、新たに６月２８日から

実施するとともに、本館も含め利用対象範囲を従来の「市内在

住・在勤の満２０歳以上の方」から「神奈川県内在住・在勤の満

２０歳以上の方」と拡大した。 

 また、市民を対象とし「情報の上手な探し方」をテーマとした

講習会を休日・夜間に４回実施した。 

 更に、医師臨床研修協力病院連絡会を開催し、支援内容の説明

を行い、相互貸借等による学術情報の提供を行った。 
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Ⅲ 国際化に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【国際交流を推進するための体制】 

・国際交流委員会の機能を拡充し、市大の国際化推進を

担う組織への転換を図る。同時に、国際交流センター

事務局の支援体制を整備する。 

 

・このような体制のもと、「グローバルな視野を持って

活躍できる人材育成」を実現するために以下の３つの

戦略を柱として展開する。 

①海外での大学でも通用するカリキュラムづくり。 

②効果的な教育支援システムの構築。 

③グローバルな人脈づくりが可能なキャンパス。 

 

 

・名称を国際化推進委員会と改め、留学プログラムの拡充やネッ

トワーク構築推進を積極的に展開した。事務局の支援体制に関

しては、業務分析により窓口機能を集約し、次年度からの窓口

時間延長へ向けて体制を整備した。 

・グローバルな視野を持って活躍できる人材を育成するために、

以下の企画を試みた。 

①英語によるサマープログラムを企画し、次年度開講へ向けた

準備を実施。 

②海外フィールドワーク支援プログラムを企画し、次年度募集

へ向けた要綱を作成。 

③国際交流ラウンジ設置へ向けた諸準備を完了。 

 

【学生の留学の支援】 

・留学しやすい多様な機会を提供するため、協定大学へ

の派遣プログラムを拡充する。 

 

 

 

・協定校以外の海外大学での学習効果を適切に評価する

仕組み等を整え、それらの大学で取得した単位の認定に

ついて検討する。 

 

 

・英語圏の協定校への学生派遣プログラムを２本増設し、（オッ

クスフォードブルックス大学夏期研修、ＵＣＳＤ春期研修）。

オックスフォードブルックス大学へ９名、ＵＣＳＤへ１２名の

ＴＯＥＦＬ５００相当以上の学生を選考、派遣した。 

 

・「公立大学法人横浜市立大学における協定校以外への留学に関

する要綱」を制定し、多様な留学機会を提供する基盤を整えた。

 

【留学生受入】 

・英語版ホームページの内容を充実し、積極的に情報を

発信する。 

 

 

・米加連合等の外国人研究者をリソースとした英語によ

る授業や交流プログラムを実施する。 

 

 

・留学生の宿舎確保、アルバイト斡旋、日本語教育支援

などの相談体制を充実する。 

 

 

・掲載情報充実のために、「ＷＥＢサイト検討ワーキンググルー

プ」で内容の見直しを図った。トピックとして CBER－FDA との

MOU 締結の情報等を発信した。 

 

・授業科目「外国人の日本研究」では、米加連合の学生をゲスト

スピーカーとして招聘し、TOEFL500 相当以上の学生を対象とし

た英語による授業を展開した。学生の評価は概ね好評だった。

 

・オフィスを市大交流プラザに移転し、留学生支援の相談窓口を

設置し、各種相談に応じた。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

・地域交流を推進するための国際交流ラウンジの設置を

検討する（留学生のみならず、国際交流に関心がある

日本人学生も地域レベルの交流活動に参画できるよ

うな環境を整備するために、金沢区役所との連携で

「国際交流ラウンジ」の拠点を市大に設置することを

検討する）。 

 

・国際交流ラウンジの活動に留学生を活用し、語学講座、

通訳、翻訳ボランティアなど、留学生の能力が生かせ

る場を整える。 

 

・「国際交流ラウンジ」設置の実現へ向けて、市大生を対象に「国

際交流推進ボランティアメンバー」を公募し、１７名を確保し

た。この国際交流推進ボランティアメンバーをラウンジ運営に

参画させることを念頭におきながら、金沢区との調整を進め、

「金沢国際交流ラウンジ事業に係る協定書」を締結した。 

 

 

・同様に、ラウンジ運営委員会に留学生会を参画させるために、

「国際学生交流室」を地域団体との共有スペースとして活用でき

るよう、留学生会と調整した。 

 

【教職員の交流】 

・協定校等から著名な研究者を招聘し、セミナーやシン

ポジウムを開催し、教職員や学生が国際的教育研究状

況を学べるよう支援する。 

 

 

 

 

 

 

・外国人教員の採用にあたり英文による海外公募を行

い、外国人の教員や優秀な研究者の採用を目指す（と

くに外国人にこだわることなく、海外での教員経験者

等などを含める）。 

 

 

・海外著名人を招聘した英語によるシンポジウムを2本開催した

（台北市長馬英九氏記念講演（７月）、ノーベル化学賞受賞者

ハロルド・クロトー氏記念講演および大学院生とのディスカッ

ション（9月））。英語を使わざるを得ない環境をつくりだすこ

とで、ＴＯＥＦＬ５００相当以上をクリアした学生に対しては

、自己の語学力を高める学習の場を提供できた。同時に、ＴＯ

ＥＦＬ５００をクリアしていない学生に対する動機付けの場

を提供できた。 

 

【人事課】 

公募の際、英文でも公募要領を作成し、外国人向けの Web サイ

トや英文雑誌等にも掲載した。 

【国際社会への貢献】 

・ＪＩＣＡ横浜との連携を強化し、海外スタディツアー

等国際協力分野での連携プログラムを実施する。 

 

 

 

・ＣＩＴＹＮＥＴとの連携協力に関する協定を締結し、

ＣＩＴＹＮＥＴのネットワークを活用した教育プロ

グラムを実施する。 

 

 

・ヨコハマ企業戦略コースの専門教養教育科目として「海外調査

実習」が新規開講し、ＪＩＣＡのネットワークを活用した海外

での調査実習（９月）に８名の学生がＪＩＣＡマレーシアの協

力の下で現地調査を実施した。 

 

・共通教養に「多文化交流ゼミ」科目群を設置し、ＴＯＥＦＬ５

００相当以上の学生を対象としたＣＩＴＹＮＥＴとの連携に

よる英語での授業を前期に開講した（現代アジア・太平洋地域

事情）。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 この授業ではＣＩＴＹＮＥＴのネットワークを活用した外国

人リソースをゲスト講師として招聘し、多様な国の講師と作業

第二言語としての英語を通じた討論が可能となった。 

 

【海外の大学等とのネットワーク構築】 

・平成 17 年度に訪問した、海外大学等とのネットワー

ク構築へ向けて、具体的な教育プログラムの開発やフ

ァカルティ・ディベロップメントへ向けたプログラム

等の検討を行なう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海外大学等とのネットワーク構築強化を精力的に進めた。１２

月～３月の間に、米国、英国、オーストリア、中国、台湾、韓

国、シンガポール、マレーシアの大学等を、学長はじめ国際化

推進委員会委員、国際化推進センター職員で分担し、調査･訪

問をした。 

その成果として、 

①CBER-FDA との世界初の協定締結。 

②上海師範大学との協定書締結 

③JUNBA(ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺﾍﾞｲｴﾘｱﾈｯﾄﾜｰｸ)アカデミアサミット宣言書へ

の調印 

④PUL(国際みなとまち大学リーグ）宣言書への調印 

⑤仁川大学、ウィーン大学との協定書更新 

⑥国立台湾大学、マレーシアセイン大学との協定締結へ向けた

協議および調整を進めている。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

１ 安全な医療の提供のための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【医療安全文化の醸成】 

【共通】 

・ これまでの安全管理に対する取組を充実させると

共に、新たな取組を行っていく。また、２病院間の

情報の共有化と連携を図り、引き続き充実した医療

安全体制を構築していく。<1> 

［附属病院］ 

・ 安全管理対策委員会やリスクマネージャー会議の

活用、インシデント報告システムへの電子入力導入

等により安全管理情報の院内共有化を図るととも

に、業務の改善とマニュアルの改訂を継続的に実施

する。<2> 

・ ポケット版医療安全管理指針を発行する。<3> 

・ 安全管理講演会の定期開催を引き続き行う。<4> 

・ 「医療安全に関するリスク要因提案書」を職員から

受け付け、業務改善に現場の意見を反映させてい

く。<5> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・  引続き、インシデント報告（「医療安全に関するリ

スク要因提案書」を含む）を推進するとともに、リ

スクマネージャーの質向上のため、院内外研修会へ

の参加等を促進する。また、初任時研修・幹部（管

理者）研修の充実、e-learning による教育研修シス

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ 安全管理対策委員会を定期的に開催。（本年度 １６回開催）

・ リスクマネージャー会議を定期的に開催。（本年度 １１回

開催） 

・ ７～８月 インシデント報告システム導入に向け、候補各社

のデモ操作説明会を実施 

・ １月 インシデント報告システムの導入スケジュールを決

定。 

・ ２月・・・パッケージソフトの導入設定、 ３月上旬・・・

使用方法説明会、３月中・下旬・・・各部署試行実施、  ４

月分から本格実施  

・ ３月 インシデント報告システム入力方法説明会を開催。

（計５回） 

・ ３月 術後鎮痛のためのディスポーザブルＰＣＡポンプの

説明会を開催。（計２回） 

・ ９月、ポケット版医療安全管理指針を発行 

・ 医療安全講演会を定期的に開催。（本年度 ６回開催） 

・ 院内及び他の市立病院、地域医療機関の看護職員を対象とし

た附属病院「安全管理講習会」（７月～１２月、看護部主催））

を開講。 

・ 医療現場の安全を確認するため、病院幹部職員による院内ラ

ウンドを実施。（10／３～11／14、 計７回） 

 

［センター病院］ 

調剤支援システムの改良 

本年４月、同システムの一部を改良して、散薬の包装紙には用

法をカラーで明示し、薬品名が 大５品目まで印字できるよう

になった。用法の表示を明確化することで、コンプライアンス

の向上に寄与する。調剤内容を詳細に印字することで、処方せ
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テムを充実し、職員の情報共有化推進などを継続的

に行う。<6> 

ん・指示簿と調剤された散剤の確認が確実になり、ベッドサイ

ドでも内容の確認ができる。散薬の包装紙への印字可能薬品数

が増えたことで、表示不足による誤投薬が予防できる。 

安全管理対策委員会の定期的な開催 

引き続き医療安全管理委員会、リスクマネージャー会議を定例

開催するとともに、具体的テーマに即したグループワーク（H16

～）を定例的に行った。（他項掲載） 

e-learning 安全コンテンツ作成。全医療職向けに、1月には「患

者確認」、２月には「転倒転落対策」を行う。３月には「安全管

理、今年度総集編」問題を実施。 

 

【インフォームドコンセントの充実・強化】 

【共通】 

・引き続き新採用・現任職員へのインフォームドコンセ

ント研修を実施し、職員のコミュニケーション能力の

向上を図る。<7> 

・カルテ監査やカルテ開示状況の点検・報告を引き続き

定期的に行う。<8> 

 

［附属病院］ 

・外来診療における薬剤情報提供など薬剤師としてチー

ム医療に参画していく。<9> 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月、新採用および転入者向け医療安全研修を開催し、インフ

ォームドコンセント研修を実施。（１２４人参加。 欠席者に

はビデオ研修実施） 

・ カルテ等の診療記録監査を定期的に実施。（年６回） 

・ 小児患者の成長発育に応じた賛同（同意）を得るため、絵本作

家キヨノサチコ氏と㈱偕成社の協力を得、説明用イラストを作

成、使用開始。 

・ ３月 「輸血を拒否する患者様への対応」について改定。 

・ ４月、外来化学療法室において薬剤師による患者への「抗がん

剤」情報提供等の対応を開始。 

 

［センター病院］ 

インフォームドコンセントを改めて検証し、患者さんとの信頼

関係を築き、共通認識の下で治療を行うため、説明と同意の徹底

に努めた。 

・ 説明同意文書の書式調査と検証を行い、医療情報システム上で

医療従事者が書式を閲覧可能とした。（7/7） 

・ E-learning 安全コンテンツ作成。７月に全職員向け「安全管

理総論」開講、８月 に「医療コミュニケーション」を開講し

た。全職員の 80％以上が受講。 

・ 引き続き診療録監査を実施（17 年度～、毎月 1回） 

中心静脈穿刺登録医制度創設に伴い、中心静脈穿刺記録により

合併症率のデータを得たので、今後患者さんへの説明に用いる
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 ことが可能となった。 

第９回市大センター病院医療シンポジウムで「患者さんへの接

し方」をテーマに、広くディスカッションした。(12/18) 

 

【安全管理教育の充実】 

【共通】 

・患者の視点に立った安全管理研修の定期開催と、職員

の積極的な参加を促進する。（年間２回以上の出席義

務化。）<10> 

・研修医に対する意見交換会を引き続き開催し、安全管

理教育の徹底を図る。<11> 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月、新採用および転入者向け医療安全研修を開催。 

医療安全講演会等、職員の参加を義務付けた安全管理研修を定

期的に開催。（参加者に Safty シールを発行） 

・研修医に安全管理教育を徹底するため、意見交換会を開催。 

 

［センター病院］ 

・ 毎月リスクマネージャーによるグループワークを定例開催す

るとともに、医療シンポジウム、講演会などを開催した。   

グループワーク（転倒転落、患者確認、チューブ管理、暴力

対応の 4グループ）（6/19、9/19、11/13、1/15） 

医療シンポジウム 

リスクマネージャーの役割「部署として行うべきこと」

（7/18） 

患者さんへの接し方(12/18) 

・ 中心静脈穿刺講習会を開催（5/23, 10/25） 

中心静脈穿刺に関して、説明書、同意書の書式を整備し、登録

医制度を開始し、講習受講を義務付けた。 

・ Medical e-learning を用いて、『新たにセンター病院で働く

皆様へ』と題した研修を開催(5/11～5/31)。ほか、毎月、リス

クマネージャーおよび研修医に対して安全管理に関する

e-learning による設問を配信。 

・ 「嚥下性肺炎予防ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」習得 院内講習会(7/6) 、全医療

職向け e-learning(11 月実施) 

・ 座談会「部署間コミュニケーション Part 2」（7/12） 

声をかけること、挨拶の大切さを再確認。 

・ 医療合併症懇話会(３月、９月、12 月に３回開催) 

・ 「医療安全管理マニュアル改訂第３版」、９月に各部署に配布。

・ 「職員心肺蘇生講習会（ＢＬＳ）」を委託職員も含めた全職員

向けに開催 (月１回実施) 

・ NST(栄養サポートチーム)委員会の活動。毎週のランチタイム

ミーティング、引き続き回診と毎月の委員会開催。全医療職向

け e-learning(11 月)   

・ ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰによる院内安全管理巡回を行い、その結果に基づく
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 安全対策ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ(9 月～12 月)実施。 

・ 救急対策委員会の下部組織として、「心肺蘇生委員会」を設置

し、活動内容を安全管理委員会に報告している。 

・ E-learning 安全コンテンツ作成。７月に全職員向け「安全管

理総論」開講中。８月に「医療コミュニケーション」を開講。

全職員の 80％以上が受講。さらに、1 月には「患者確認」、２

月には「転倒転落対策」を行う。３月には「安全管理、今年度

総集編」問題を実施。 

・ 研修医に対して、毎週行われているアフタヌーンセミナーで適

宜、安全管理面からの情報を伝達。 

・ 新任医療者、研修医及び新任リスクマネージャーに対して、安

全管理面からのｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ実施。（４月） 

安全管理研修会「医療従事者の法的責任と事故後の初期対応」

(10/16) 、次世代のリスクマネージャーの役割(2/19) 

 

【安全面を考慮した療養環境・セキュリティの充実】 

［附属病院］ 

・ 防災放送設備の改修並びに、院内防犯カメラの増設

等を行い、施設面のセキュリティ対策を充実させる。

<12> 

・ パソコンの盗難予防対策を行い、患者情報管理の徹

底を図る。<13> 

・ 施設警備の強化など危機管理対策の充実を図る。<14>

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 出入り口等の録画等院内防犯カメラを充実させる。

<15> 

・ 入館チェック、暴力行為への対応、緊急コール、盗

難対策、緊急連絡体制、管理当直等危機管理マニュア

ルを充実させる。<16> 

・ 警備体制、警察署との連携等、警備機能を強化する。

<17> 

 

［附属病院］ 

・院内防犯カメラを３台増設（４階、６階）。 

・ 院内のパソコン盗難予防対策（ワイヤー固定等）を実施。 

・ ドクター記録室、カンファレンスルームの管理をオートロック

式に改善 

・ ３月 「夜間・休日の出入口管理強化」対策として、夜間・休

日の入館時、カギの受取時の身分確認を強化・徹底する。 

・ 外部医師の研修や医療技術者看護師等の卒後研修・実習等にお

いて適用する、「個人情報の保護に関する誓約書」を作成し、

運用を開始した。 

・ パソコンソフト「Wｉｎｎｙ」に関する取扱いの周知徹底と点

検を実施。 

［センター病院］ 

・ 防犯カメラ機能の充実の一環としてカメラ３台を回転式に

した。 

・ 災害対策マニュアルの見直しに着手し、実践に即した初動体

制等の危機管理体制の充実を図った。 

・ 警備機能強化については、警備員の教育の充実、徹底を図り

体制強化に努めている。これにより緊急コール等対応は円滑

に行われている。 
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・ 個人情報保護研修会の開催、各部署研修の実施等情

報セキュリティを強化する。<18> 

 

・ 各職場での個人情報保護の自主点検と職場研修を行った。 

 

【病院機能評価の継続取得、ＩＳＯ９００１認証取得、

ＩＳＯ１４００１認証取得】 

［附属病院］ 

・病院機能評価Ｖｅｒ５．０の取得に向け、病院全体で

業務改善に積極的に取り組んでいく。<24> 

・病院機能評価推進委員会を中心に機能評価認定レベル

までの病院全体の進捗管理を実施していく。（１１月

受審予定）<25> 

・臨床検査部において、ＩＳＯ１５１８９の 19 年度取

得に向けた、職員研修、書類整備等の準備作業を行う。

 

 

［附属病院］ 

・ ４月 病院理念を見直し、基本方針を策定。 

・ ５月～６月病院機能評価受審に向けて７領域別ワーキングを

開催し、課題解決に向けての具体的な作業に取り組む。 

・ 病院機能評価受審に向けて、診療科・部門ごとに目標設定を指

示。 

・ ６月 病院機能評価受審に向けて講演会「病院機能評価におけ

る審査と評価のポイント  大学病院に求められるもの」を開 

【医療安全管理取組情報の提供】 

【共通】 

・ 医療事故公表判定委員会の活動を引き続き推進す

る。医療安全管理に向けた情報を様々な場を通じ

て公開する。<19> 

 

［附属病院］ 

・ 「医療安全管理の取組について」を引き続きホーム

ページに掲載する。広報紙などを通じて安全管理活動

に関する情報提供を行う。<20> 

 

［センター病院］ 

・ ホームページに「医療安全管理の取り組み」を引き

続き掲出する。病院内における医療安全関係の各種会

議や研修について適宜情報提供する。<21> 

・ 医療安全管理に関するシンポジウムや意見交換会を

開催し、医療安全管理の取り組み等の周知を図る。

<22> 

・ 医療安全管理について、入院患者アンケートや院内

投書等から提案された項目において改善が図られた

ものを中心に、院内に掲出し、安全管理の取り組みを

患者に周知する。<23> 

 

 

 

・ 医療事故公表判定委員会を開催。(5 月、12 月) 

・ ６月、１７年度「医療安全管理の取組について」を大学ホ

ームページに掲載開始。 

 

［附属病院］ 

・ 医療安全管理指針２００６年４月版を全職員に配布した 

・ ６月、１７年度「医療安全管理の取組について」を病院ホ

ームページに掲載開始。 

 

［センター病院］ 

・ 6 月、17 年度「医療安全管理の取組について」を病院ホー

ムページに掲載。 

・ シンポジウム、意見交換会を定期的に開催。 

・ 毎月部長会にて、投書内容の紹介をし、全部署に対しての

周知を始めた。（9月から） 

・ 適宜、リスクマネージャー会議でも「入院患者アンケート」

「医療コーディネーター」報告の記載内容を周知。 
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<26> 

・ＩＳＯ９００１の取得に向け、手術材料の術式別セッ

トの標準化や、棚卸（年２回）の実施を行う中で部門

在庫の整理を進める。<27> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・手術部門、心臓血管カテーテル室における物流を中心

とした業務フローをＩＳＯ９００１のフレームに基

づき見直しを進める。<28> 

 

 

 

・ 催。 

・ ７月  附属病院建物敷地内の禁煙を実施 

・ ９月１４日 病院機能評価・訪問審査シミュレーションを実施

・ １０月  病院機能評価勉強会を実施し、合同面接を受ける病院

長以下対象者全員が集まり模擬面接を実施 

・ １１月２０日・２１日・２２日  病院機能評価受審 

・ １９年１月 （財）日本医療機能評価機構の認定病院となる。

また、機能評価認定が条件となる「緩和ケア診療加算」の算定

開始。 

・ ＩＳＯ１５１８９の取得に向けて、臨床検査部内の安全管理委

員会で必要書類を整備中。 

・ ＩＳＯ９００１の水準を念頭におき、年２回の診療材料等の棚

卸を実施し、部門在庫の整理を実行。 

 

［センター病院］<28> 

① 病院機能評価の平成２１年４月の更新に向けて、病院機能評

価の項目ごとの点検表により各所属で自己点検し、今後病院

全体として取り組む課題を洗い出し、早めの改善につなげて

いく。（９月）。 

② 手術部門、心臓血管カテーテル室における物流を中心とした

業務フローをＩＳＯ９００１のフレームに基づき見直しを

進めた。 

 

 

 

 

○１８年度 
９月４日：プロジェクト・メンバー立ち上げ 
９月 15 日：部長会でプロジェクトの概要を報告し、自
己評価依頼を行う 
９月中：サンプル部署 (耳鼻科、腎臓内科、救命病
棟、１０－２病棟、１２－１病棟)での自主点検を実施。 
10 月13 日～：各部署に自主点検表を配布し依頼(小
項目の a,b,c 評価)（11 月６日締切） 
12 月中：ｃ項目を整理し管理会議に報告、改善活動
の方向性を出す 
２月：「ｃ項目改善計画」を作成する。 

○１９年度 改善及び進行管理、 
○２０年度 ４月頃受審申請、訪問審査へ 
○２１年度 ４月 認定更新 
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 ③ＩＳＯ認証取得作業は未着手であるが、そのための準備工程と

して、物流業務現状の仕組みの見直し、ISO9001 の考え方に基

づく業務フロー標準化を含めることを設定し、さらにサプラ

イ・チェーン・マネジメントの仕組みまで取り入れた新物流シ

ステムが年度末にほぼ完成した。 

 

【災害時医療の充実】 

［附属病院］ 

・17 年度作成した初動体制マニュアルを基に、「災害救

急対策マニュアル」の改訂を行う。<29> 

・「災害救急対策マニュアル」に基づいた、大規模災害

を想定した擬似訓練を実施する。<30> 

①危機管理訓練 

②受入患者トリアージ訓練 

③病棟避難訓練 

 

［センター病院］ 

・災害医療拠点病院として、災害時の職員の行動や患者

の受入等 「災害対策マニュアル」の拡充を図る。<31>

・災害医療拠点病院合同防災訓練に企画段階から参加す

る。高度救命救急センターを中心に実務者を派遣す

る。<32> 

・大地震の発生を想定した訓練を実施する。<33> 

① 危機管理訓練（発災から本部立ち上げ、被害

調査、診療継続可否、患者受入等机上模擬訓

練） 

② 受入患者トリアージ訓練（初期対応訓練） 

③ 病棟避難訓練（入院患者等） 

・院内講師や外部講師による災害時医療に関する研修会

を開催する。<34> 

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修の受講及び災害

時におけるＤＭＡＴ要員の派遣を行う。35> 

・消防局、他医療機関等と連携し化学災害テロに備えた

訓練を実施する。<36> 

 

［附属病院］ 

・ １０月 「災害救急対策マニュアル」を改訂。 

・ ９月１９日 附属病院職員を対象に防災訓練を実施  全職員 

消火器取扱訓練  防災指導車体験  金沢消防署の指導 

・ １月１７日 平成１８年度防災とボランティアの日訓練を実施

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 災害対策マニュアル改訂チーム発足（６月） 

・ 災害対策マニュアル改訂（１２月） 

・ 県の災害医療拠点病院防災訓練企画委員に参画（６月）（看護

師長参加） 

・ 県の災害医療拠点病院防災訓練に参画（１０月）（会場 川崎市

立病院） 

・ 防災訓練の検討チーム発足（６月） 

・ 首都直下型地震発生・被災を想定して、センター病院としての

防災訓練を実施。訓練は、従来の動員型形式とは異なり、発災

時からを実際の役割に即してシュミレーションし①危機管理

訓練、②病棟避難訓練、③火災避難訓練、④初期対応訓練の４

つの訓練を、時系列的・断続的に実施。また、今回の取り組み

は災害時に機能する防災体制をつくることを目的として、職員

中心に企画運営を行うと共に、訓練を通して現在見直し中の災

害対策マニュアル検証と新たな課題抽出を行った。（１月）【資

料１】 

・ 院内講師による学習会開催（６月）（救命センター 鈴木部長講

師） 

・ 災害時対応の研修会実施（外部講師） 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 ・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の要綱等の整備（１２月） 

・ 今年度は地震災害時の初動訓練を重点とするため計画を変更

し実施せず。 

 

【院内感染対策の推進】 

［附属病院］ 

・感染対策委員会の見直しを行い、機動的かつ迅速な危

機管理体制を整える。<37> 

・病棟使用滅菌器材の一元化処理のシステム化を行い、

運用を確立する。<38> 

・新型インフルエンザ等の新たな感染性疾患に対応した

「感染対策マニュアル」の迅速な改訂を行う。<39> 

・抗菌薬剤使用の際の届出率の向上を図る。<40> 

・感染予防スキルアップ研修や全職員向けの講演会など

を開催し、感染対策意識の啓発活動を行う。<41> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 「感染対策マニュアル」の見直し及び周知を強化す

る。<42> 

・ ＩＣＴ(※)活動を充実する。<43> 

 

［附属病院］ 

・ ４月、感染対策委員会の組織を見直し、「感染対策推進部会」

を設置。現場における実践的な活動を強化。 

・ ４月、針刺し事故発生時の迅速な対応を可能とするため、被

災職員に対する検査項目をセット化し、オーダリングシステ

ムに登録。 

・ ４月、感染対策の観点から、採血ホルダーの完全ディスポ化

を決定。 

・ ６月、病棟使用滅菌器材一元化処理のシステム化を行い運用

開始。 

・ ７月、全病棟を対象に、中心静脈カテーテル関連の血流感染

サーベイランスを開始。まず、現状把握・情報収集のため、

報告徹底を周知。 

・ ７月、院内指針となる「抗菌薬使用マニュアル」を作成、発

行。 

以降、抗菌剤使用届出率が向上。（４月：74.1％→19.２月：

93.9％） 

・ ９月、講演会「結核の基礎と院内感染予防について」を開催。

・ １０月、希望職員に対し、インフルエンザ予防接種の実施を

決定。 

・ １２月、感染対策研修会を実施  「針刺しの脅威」   

・ ３月、全職員を対象に感染対策懇話会を開催 

テーマ：「 新の感染症と対策」 

講師：厚生労働省健康局感染症課 杉江拓也氏 

・ インフルエンザ対策（入院予定患者フロー）、クロストリジ

ウム・ディフィシレ対策等の新たな対応について、「感染対

策マニュアル」を迅速に改訂。 

 

［センター病院］ 

・ 病院医療機能評価受審を踏まえ、感染対策マニュルの見直し

を実施。院内感染症報告書を改訂した。 

流行性角結膜炎についての感染対策マニュアル作成。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

(※) ＩＣＴ(Infection Control Team) 

病院内の感染管理のために病院長直轄に組織する職域

横断型のタスクフォース 

(医師６名、薬剤師１名、看護師７名で構成) 

・ 抗菌薬の適正使用に関する取り組みを強化する。<44>

・ サーベイランス実施及び評価を行う。<45> 

・ 感染対策の教育研修を充実する。<46> 

・ 診療科再編・感染症共用病床減床に伴い、利用に当たっての

基準を作成し円滑に利用できるよう明確にした。 

・ ①効能追加で MRSA 感染症に使用できるようになった抗菌薬

（ザイボックス注射液）の使用に際し使用基準を作成、ICT

医師への事前連絡や抗菌薬使用申請を必要とするなど運用

を確立して、抗菌薬適正使用を推進した。 

・ ②抗 MRSA 薬（塩酸バンコマイシン等抗生物質）の使用状況

について毎月感染対策委員会で報告、届出の徹底を図る。抗

MRSA 薬の届出率は 85.71％（2月 26 日定点値） 

・ ザイボックスの届出率は 100％であり、今後の使用基準のつ

いては、厚生労働省関連学会のガイドラインを受け改訂予

定。 

・ CV ﾗｲﾝにおける血流感染サーベイランスのシートを作成。 

・ 感染対策リンクナース会を７月から毎月開催予定。 

・ ①感染対策委員会及び ICT と連携し、各部署の感染対策にお

ける推進的役割を担える人材育成を目指す。 

・ ②感染対策委員会及び ICT の方針や取り組みを受けて、看護

師長等と協力して実務レベルで院内感染対策を推進する。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

２ 健全な病院経営の確立のための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【附属２病院の運営】 

【共通】 

・それぞれの病院の特性を発揮する中で、医療関係者

の育成や医療の発展・充実のための貢献とともに、

積極的に収支改善等を推進、より自立した経営を目

指す。<47> 

 

［附属病院］ 

［18 予算：入院単価 44,700 円 

病床利用率 93.0%, 

外来単価 9,800 円 

人件費比率 55.0％ 

医薬材料費比率 35.2%］ 

 

 

［センター病院］ 

［18 予算：入院単価 52,200 円 

病床利用率 93.0% 

外来単価 8,926 円 

人件費比率 55.8% 

医薬材料費比率 31.4%］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ ＜２月締め決算見込ベース＞ 

18 決算見込：入院単価「見込」47,290 円 

病床利用率         90.7% 

外来単価「見込」      9,666 円 

人件費比率「見込」     50.9%（２月締めベース） 

医薬材料費比率「見込」   35.8%（２月締めベース） 

 

 

［センター病院］ ＜２月締め決算見込ベース＞ 

18 決算見込：入院単価「見込」53,300 円 

病床利用率         93.8% 

外来単価「見込」      9,874 円 

人件費比率「見込」     51.2%（２月締めベース） 

医薬材料費比率「見込」   33.2%（２月締めベース） 

 

【病院長の権限強化】 

【共通】 

・病院長権限の内容を再度検証する。より明確化が必要

なものについて、検討する。<48> 

・病院経営推進本部会議を引き続き定期的に開催し、病

院経営をサポートする。<49> 

［附属病院］ 

・トップマネジメント会議、中央部門・看護部運営委員

会を中心としたマネジメント体制の確立を図る。<50>

・病院長権限を強化するために、副病院長を現行の２名

から３名に変更し、担当業務を明確化した上で、病院

長の補佐機能を強化する。<51> 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

特に重要な懸案事項については、トップマネジメント会議での

協議結果を臨床部長会に報告する手続きを確実に機能させるな

ど、病院長のリーダーシップ強化。 

・ ４月、副病院長３名体制に変更。病院長の補佐機能を強化。

・ ７月、病院長、管理部長、副看護部長が出席する場において、

看護部門、中央部門、管理部門を対象とした平成１８年度部
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・「経営品質」の取り組みを推進するとともに、“しつこ

く語り続ける経営”を進めながら、病院全体のガバナ

ンス力を高め、組織風土改革に向けて引き続き取り組

む。<52> 

 

 

 

門別年度計画進捗状況（中間期）報告会を開催し、中期計画

の進捗状況を確認。 

・ １２月 病院経営に貢献した職員や団体を表彰する院内制度

を設立。 トップマネジメント会議で候補者を審査。 

１月  病院長表彰を実施（別記、12 団体） 

３月  病院長、管理部長、副看護部長が出席する場におい

て、看護部門、中央部門、管理部門を対象とした平

成１８年度部門別年度計画進捗状況（期末期）報告

会を開催し、中期計画の進捗状況を確認と、１９年

度計画案の報告、平成１８年度決算見込の報告を行

った。 

・ 病院長の権限強化により、「先進医療推進センター」「臨床試

験支援管理室」「化学療法センター」「シミュレーションセン

ター」「救急部」等の院内機構を新設・整備。（１９年度より

実施） 

［センター病院］ 

お客様が求める価値を確実に提供するための主要なプロセス

の一つである「ビジネスパートナーとの協力関係」を強化してい

くことを目指し、次のような取組を実施。 

・ 入札参加者全てに対して配布する仕様書に、以下の文言を挿入

（フィロソフィーブック抜粋版もあわせて配布） 

・ お客様と 前線で接する代表的なビジネスパートナーである

企業（警備業務）から、当院と協働していかに価値創造を図っ

ていくのかについて社長名で文書回答を受けた。 

・ 当院に対するこれまでの真摯な取組を踏まえ、また将来に向け

て強固なビジネスパートナーシップを構築していくために、企

業に対して感謝状を贈呈（一社）。 

・ 新採用・転入職員(医師含む)向けオリエンテーションにおい

て、病院長自ら、歴史、フィロソフィー、病院理念やビジョン

について、毎回約１時間説明。 

・ 全職員向け病院長メッセージ紙『こんにちは。病院長の杉山で

す。』配布（本年度は１９号～３２号） 

・ 卓越した経営を目指す「経営品質」向上の取組を引き続き推

進している。 

・ 経営品質向上ビデオ鑑賞会『ＶＩＤＥＯ  ＡＴＲＩＵＭ』スタ

ート 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 ・ 『日本経営品質賞アセスメント基準書 2006 年度版』『日本経営

品質賞アセスメントガイドブック 2006 年度版』を管理部・看

護部・中央部門の全管理職に配布(看護部は課長以上) 

・ 「経営品質の考え方とその活用講座」受講 １４名 

・ 認定セルフアセッサー向け「経営革新の基礎コース(１日間)」

受講 ２７名 

・ 認定セルフアセッサー向け「経営評価の基礎コース(３日間)」

受講 ４名 

・ ２００６年度日本経営品質賞受賞企業報告会 ８名 

 

【運営交付金の考え方】  

【共通】 

・アウトソーシング化の推進による人件費の縮減や医薬

材料費の縮減による支出減を引き続き行い、医業収支に

ついて改善を進める。附属病院においては現行の高い稼

動実績を引き続き維持する。センター病院においては診

療科再編に伴う更なる診療実績向上のための準備を進め

る。<53> 

［附属病院］ 

・医業収入を１７年度水準に維持することで、収益的収

支にかかる運営交付金を１１１，７６２千円前倒し縮減

を行う。一方救急体制の拡充に伴う施設整備として資本

的収支にかかる運営交付金を１００，０００千円増額す

る。 

（収益的収支運営交付金 28.0 億円、運営交付金総額

32.1 億円） <54> 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・医業収支改善を進め引き続き運営交付金の縮減を図る。

（収益的収支運営交付金 18.5 億円、運営交付金総額

19.0 億円）<55> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ９月～１２月に救急患者の受け入れに先立って病棟改修工事

を実施し、一部病床を縮小したが、年間目標を上回る入院収入

を確保。 

（１８年度予算 9,453 百万円 → 決算見込 9,766 百万

円） 

 18 年度予算 18 年度決算見込 

入院単価（円） 44,700 円 47,290 円 

病床利用率（％） 93.0％ 90.7% 

外来単価（円） 9,800 円 9,666 円 

 

［センター病院］ 

・ 医業収益の積極的な確保に伴い医業収支改善が進んだ。 

 18 年度予算 18 年度決算見込 

入院単価（円） 52,200 円 53，300 円 

病床利用率（％） 93.0％ 93.8% 

外来単価（円） 8,926 円 9,874 円 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 

・医薬材料費比率縮減に向けた物流改善実施。サプライ・チェ

ーン・マネジメントの仕組みまで取り入れた新物流システム

が年度末にほぼ完成した。 

 

【診療科の再編や病床配分の弾力的運用】 

［附属病院］ 

・引き続き病床管理室を中心とした病床の弾力的な運用の

徹底を図る。<56> 

・基礎病床配分数の見直しを定期的に行い、効率的な病床

利用を図る。<57> 

・引き続き各診療科に診療科部長補佐を配置し、効率的・

組織的な病棟運営、患者サービスの向上を図る。<58> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・引き続き診療科再編案の検討を行う。<59> 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月、新しい診療科別基礎病床数にて運用開始。（１７年度

の病床利用実績を参考に見直し） 

・ ５月、救急輪番制参画に伴う応需日の入院患者に対応する

ため、共用病床の弾力的な運用方法について、病床管理室

が検討を開始。 

・ １０月、救急外来の整備工事及び病棟の改修工事を開始。

病棟工事終了までの間、共用病床を段階的に縮小（２３床

→１３床→５床）し運用。 

・ 病棟改修工事が終了し、１２月１８日から稼働開始。 

・ １２月４日  二次救急輪番に伴う患者受入の病床確保に向

けて、病床管理室が対策を提示。院内周知。 

・ ３月 病床管理担当者会議において、二次救急輪番に伴う

「共用病床利用のルール変更」とＤＰＣデータに基づく「１

９年度基礎病床の配分方法」について提案・検討される。

 

［センター病院］ 

・ スケジュール 

（1） 新しい病棟での診療 

   平成１９年４月１日から、診療科名は総合診療科を除

き、旧診療科名を標榜し、スタート。 

（2） 新しい診療科名の標榜 

   ６月１日(金)から新診療科名でスタートする。 

 

【診療に関わる料金設定の見直し】 

【共通】 

・市立病院、地域中核病院等との料金設定のバランスを考

慮し、必要に応じて各種料金について検討を行う。<60>

 

 

 

 

［附属病院］ 

・10 月から開設する横浜市モデル事業「院内きょうだい児保育

室」について、横浜市と調整し、利用料金を決定。（1時間 ２

５０円） 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 ［センター病院］ 

・ 市立病院、地域中核病院から情報収集中。 

 

【診療外収入の確保】 

【共通】 

・ 診療外収入の確保を図るため、施設使用料金について、

売上に応じた料金設定（ロイヤリティー設定等）につい

ての検討を引き続き行う。<61> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ 印刷物（右「特記事項」参照）に広告掲載を希望する業者

を募集し、診療外収入を確保。 

・ 他施設からの看護実習生等の受け入れに伴う料金を設定。

・ ９月、入院患者用テレビ・床頭台等設置業者選考会を院内

に設置し、選定に向けプロポーザル方式の導入、病院ホー

ムページ上で公募。 

・ １２月、入院患者用テレビ・床頭台等設置業者が決定。１

９年度から切り替え。（年間 １,200 万円の増収） 

・ センター病院と共同で、外来診療請求書・領収書裏面への

広告掲載業者を募集し、実行。 

・ 「患者への商品情報にかかる資料・商品見本の取扱いに関

する基準」を制定し、企業等から患者・家族に提供される

資料・商品見本の取扱いをルール化する。 

・ ３月、外来診療費請求書・領収書の裏面に広告を掲載する。

 

［センター病院］ 

・ １９年度以降の施設貸与方法と料金設定見直しを事業者と調

整中。 

・ 附属病院と共同で、外来診療請求書・領収書裏面への広告掲

載業者を募集。 

 

【人件費比率の適正化】 

【共通】 

・引き続き業務の委託化やアウトソーシングの活用等によ

り、効率的な人員配置を図っていく。<62> 

［附属病院］ 

・機能評価受審に向けた準備と平行して、各部門における

業務の見直しを実施し、超過勤務時間の削減や効率的な

人員体制の確立を図る。<63> 

・安全管理の強化、患者サービスの充実を図るため、看護

師の確保対策を強化する。 

(18 予算：人件費比率 55.0％) <64> 

 

［附属病院］ 

・ 下半期の医事業務委託について、プロポーザル方式を導入

して契約を締結。仕様内容の充実に伴う患者サービスの向

上、費用対効果の向上及びアウトソーシングの効率化など

を図る。 

８月２４日  医事業務委託プロポーザル評価委員会 

１０月１日  契約締結 

・ ６月、「附属２病院 看護職員募集要項」を作成。（募集、年

４回へ）。 

・ ６月、一般求人情報紙「アイデム」等に看護師募集広告を
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［センター病院］ 

・ アウトソーシングの活用や人財の効果的育成活用を進

めることにより、医業収益の積極的確保を進め、人件費

比率低減を目指す。 

(18 予算：人件費比率 55.8％) <65> 

 

掲載。 

・ 「看護職員初任給調整手当」の若年層への加算を 19 年度よ

り実施。 

 

［センター病院］ 

・ 病棟部門への看護師欠員に対処するため外来部門の看護業務

にアシスタント（人材派遣）を導入した。今後人件費率の適

正化の観点からも、アシスタント導入の評価を行っていく。

・医業収益の積極的確保が進み人件費比率が低下した。 

【医薬材料費の適正化】 

【共通】 

・診療材料などについて共同購入など様々な調達方法を検

討する。<66> 

 

［附属病院］ 

・ 医薬品、診療材料の新規採用にあたっては、既採用品

目の整理・削除を引き続き徹底する。<67> 

・ 引き続き後発医薬品の採用促進や術式別診療材料の見

直しによる手術材料費の削減などを行い、医薬材料費を

縮減する。 

（18 予算：医薬材料費比率 35.2％）<68> 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 手術室・カテ室トータル管理システムを導入し、物流

管理の徹底、医師別データなどの情報分析を実施する。

<69> 

・ 価格交渉の徹底等医薬材料比率縮減の取組みを引き続

き継続する。 

（18 予算：医薬材料費比率 31.4％）<70> 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月  本年度の診療報酬改定による償還価格の引き下げに伴

い、特定保険材料１２６５品目の購入価格の引き下げを実施

し、本年度の診療材料費を約 2500 万円縮減。 

・ 本年度採用（登録）全医薬品数 １，６１６ （年間純削減

数 ４３） 

・ 抗がん剤の後発医薬品採用を促進するため、薬事委員会で審

議、検討を進め、一部採用。（３成分７規格） 

・ 手術材料のパック化を開始。（本年度、１０種類を導入） 

 

［センター病院］ 

・ 手術室、カテ室、及び診療材料供給管理等を含めたトータル

管理システムの導入に向け、プロポーザル方式による次年度

受託業者選定手続きを行い、クオンシステムを代表とする４

社グループに決まった。サプライ・チェーン・マネジメント

の仕組みまで取り入れた新物流システムが年度末にほぼ完成

した。これにより各種データ等の可視化に向けた取り組みを

さらに進めていく。 

医薬品については、価格交渉や適正使用に関するアクション

プランを作成し、設定した目標を達成した。 
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【IT 化の推進】 

【共通】 

・ 院内 WEB の活用による情報の共有化を引き続き推進す

る。<71> 

［附属病院］ 

・ 現行業務フローの点検・見直しを行い、電子カルテ基

本計画等の策定に着手する。<72> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 現行業務フローの点検・見直しを行い、電子カルテ化

の検討・調査を行う。<73> 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ６月、電子カルテ導入の院内体制（会議、委員会等を編成）

を強化 

・ ７月、日本総合研究所に電子カルテに係る基本構想策定業務

を発注 

・ ８月１８日、電子カルテ導入に向けたキックオフ・講演会を

開催。 

・ 電子カルテ研究会（代表的なシステムの院内研究会）を８月

２１～３０日にかけて開催。セミナー及び実機操作の確認等

を行った。 

・ １２月 電子カルテシステム業者選定委員会を開催。 

・ ２月 電子カルテシステム提案プレゼンテーションを開催。

３月 電子カルテシステム評価委員説明会を開催。 

 

［センター病院］ 

ＤＰＣベンチマーキングシステム「ＥＶＥ」を導入(９月)。

院内ＷＥＢを活用し、ＤＰＣデータに基づく現状・課題・他病

院とのベンチマーキング結果等が院内関係職員がアクセス可能

化した。 

現行業務フローの点検・見直しについて検討中 

・ 附属病院電子カルテ化概要設計に参画 

２０年１月稼動予定である現システムの主要機器更新に着手

 

【施設・機器の更新計画の再検討】 

［附属病院］ 

・17 年度策定した医療機器購入評価基準に基づき、機器

購入の優先順位を評価していく。<74> 

・引き続き施設・機器更新計画の見直しを行う。<75> 

 

 

 

［センター病院］ 

・稼働実績や医療ニーズを勘案し、計画的整備を進める。

 

［附属病院］ 

・ 平成 18 年度医療機器整備案について、医療機器購入計画の検

討にあたっての評価基準に基づき、4/25 医療機器購入検討部

会で検討。5/16 医療機器購入計画委員会で確認。 

・ ２月 医療機器購入計画委員会を開催。平成１９年度医療機

器購入計画を審議し、計画を策定、承認。 

 

［センター病院］ 

・ 今年度の医療機器更新については、稼働実績等を踏まえた購
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設備：2.3 億円（内 総合周産期母子医療センタ

ー設備 0.7 億円） 

施設：0.5 億円（経常工事）<76> 

 

 

入額の調整を行い、１１月に更新計画を策定。総合周産期母

子医療センター発足に向けての整備や放射線部門、臨床検査

部門等中央部門を更新の重点部門として、更新を行った。（設

備総額 4.6 億円） 

医療機器の共同購入については、輸液ポンプ、電動ベッド等実

施可能な機器を対象に年度内契約に実施 

 

【経営情報の整備】 

［附属病院］ 

・院内 WEB 上で提供する経営情報コンテンツを充実させ、

病院職員の経営意識の醸成を図る。<77> 

・患者アンケートの結果など患者さんからの意見について

も院内 WEB 上に掲載し、患者サービスを検討する素材と

する。<78> 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・従来までの診療科別損益分岐点比率などの月次統計の他

に、支出データ等に加えて、患者さんの声なども院内ホー

ムページの経営情報として公表するなど、さらなる情報の

共有化を引き続き推進する。<79> 

 

 

 

［附属病院］ 

・ 院内広報紙「ＷｉＳＨ」に、１８年度予算及び中期計画年間

目標の特集記事を掲載。全職員に配付、情報を共有し職員の

経営意識の醸成。 

・ 院内ＷＥＢの年度内開設を見込み、掲載する経営情報を整理、

検討。（３月 院内 WEB を開設）   

・ １月臨床部長会から、定期的に「附属病院業務指標」を院内

公表。 

・ ３月 院内ＷＥＢ設立打合せを開催。 

・ ３月 院内ＷＥＢ （ＷｉＳＨ ＮＥＴ） の仮開設。患者アン

ケート結果などを掲載。 

［センター病院］ 

・ ＤＰＣベンチマーキングシステム「ＥＶＥ」を導入(９月)。

院内ＷＥＢを活用し、ＤＰＣデータに基づく現状・課題・他

病院とのベンチマーキング結果等が院内関係職員がアクセス

可能化した。 

患者さんの声は引き続き院内ＷＥＢに掲載中。 

【クリニカルパス（入院診療計画書）の作成・活用の拡大】

［附属病院］ 

・ クリニカルパス推進委員会を通してパスの作成件数・

実施件数の向上を進め、クリニカルパス大会の開催によ

りパス情報の共有化、院内標準化を推進する。<80> 

・ 地域の医療機関との「連携パス」についての検討を行

う。<81> 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ７月、１８年度 第１回クリティカルパス推進委員会を開催。

・ ３月、１８年度 クリティカルパス大会を開催。 

１ 報告：「クリティカルパスに期待する」 

２ 講演：「クリティカルパスと電子カルテ」 

 ＮＴＴ東日本関東病院 呼吸器科病棟看護長 石坂整子氏 

３ クリティカルパス発表 

  （参加者：８９名） 

・ 患者サービス向上委員会（地域連携推進部会）が「連携パス」
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［センター病院］ 

・ 患者本位の医療提供を推進するために引き続きクリニ

カルパス実施件数の増加を図る。<82> 

・ DPC(包括請求)適用病院化を見据えて、パス使用患者の

DPC 請求点数と出来高点数との比較を行い、パス自体の

財務面からの検証も併せて行う。<83> 

 

に関する項目を含めたアンケート調査を実施。 

 

［センター病院］ 

・ 月１回のクリニカルパス小委員会を開催し、運用促進と新し

いパスの承認を行っている。DPC と出来高の請求点数比較に

ついては、７月入院患者から始まったところなので、８月以

降順次行っている。（各診療科にて「EVE」により実施、医師

向けの説明会を２月６日開催） 

DPC 解析ソフト「ＥＶＥ」の導入により、クリニカルパスの

新規導入を促す事が可能となり、パス使用が可能な疾患を検

索し、該当する診療科・センターに情報提供を行い増加を図

る。（パスの検証についても診療科で行い、パス修正の検討

を行っている） 

 

【省エネルギーの推進】 

［附属病院］ 

・ 17 年度・18 年度事業で導入する新中央監視設備を前提

とした省エネルギー計画の策定を行う。<84> 

・ 空調運転時間の見直しにより省エネルギー化を図る。

<85> 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 引き続きコージェネレーションシステムの運転計画の

見直し等により、光熱水費、使用エネルギー消費量の削減

に努めるとともに、ガス供給事業の自由化の拡大に伴い、

平成 19 年度からの入札の実施について検討する。<86> 

 

 

［附属病院］ 

・ 中央監視設備改修工事完了。３．３４％のエネルギー削減

を見込む。 １８年度電気使用料 １，９００万円削減（対

前年度） 

・ 新中央監視設備稼働に合わせて、「空調運転見直し案」を作

成。 

１０月から空調設備の省エネ制御を開始。 

 

［センター病院］ 

・ コージェネレーションシステムの運転計画見直しの実施と空

調機や送排風機の運転方法の変更を行った結果、前年度比エ

ネルギー使用量が６．３％の減となった。また温水と水の節

水調整を行ったことにより、水道使用量２．２％の減となっ

た。 

この結果、光熱水費は昨年度使用量と比較して約３，８００

万円削減した場合と同様の効果が生じた。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

３ 患者本位の医療サービスの向上と地域医療への貢献のための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【地域医療連携及び患者相談体制の整備】 

［附属病院］ 

・ 横浜市救急医療体制の充実に寄与するため、「横浜市

病院群輪番制」に参画し、これに伴う施設整備並びに

人員体制の整備・拡充を行う。<87> 

・ 横浜市子育て支援事業本部のモデル事業を活用し、

小児科への入院児のきょうだい児等で、親が付き添い

等により保育に欠ける際に、必要な保育サービスを提

供する。<88> 

・ アドボカシーの観点から 17 年度に開設した、「総合

医療サポートセンター」を中心に、患者さんの相談や

要望をトータルでサポートする体制を充実させる。

<89> 

・ 引き続き「診療科部長による相談コーナー」を実施

し、より患者さんのニーズにあった相談が実施できる

運営体制を検討する。<90> 

・ 患者向け医療情報コーナーを開設し、「かかりつけ医

相談」の機能について検討を行う。<91> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 現在の母子医療センターの設備・機能を強化し、新

たに「総合周産期母子医療センター」の認定を得て、

周産期救急機能の充実を図る。<92> 

・ 福祉医療相談、看護相談、転院調整等、患者相談を

 

［附属病院］ 

・ ４月 ＥＲ検討プロジェクトに外来検討部会、病棟部門検討部

会、中央部門検討部会の３部会を設置。 

・ ５月  外来診療担当医表の迅速なデータ更新のために、各医局

と運営推進担当との間で電子メールによる連絡ルートを開設

した。 

・ ５月  看護の日・看護週間のイベントとして、ハートフルコン

サート、患者さん・職員による作品展、健康相談コーナーを開

催。 

・ ６月  地域医療連携に関するホームページ充実に向け作業開

始。 

・ ７月  患者さんご家族の宿泊ホテル予約・利用受付を開始し

た。 

・ ７月 「患者サービス向上委員会」及び専門部会を設置。 

・ ７月  横浜市モデル事業「市大附属病院きょうだい保育室」ス

タート。 

・ １１月 患者向けコーナー「からだの情報コーナー」を開設。

・ １２月 救急部会を設置。（救急部長が部会長） 

・ １月 二次救急輪番の参加に伴うキックオフミーティングを開

催。 

・ １月 横浜市病院群（南部医療圏）二次救急輪番に参画。 

・ ２月 神奈川県から救急告知病院として認定。 

・ 本年度の「診療科部長による相談コーナー」開催回数 １０４

回 

  各部長から情報を得て、運営体制の見直し案を作成。 

・ 「かかりつけ医相談（紹介）機能」の院内ニーズに関わる項目

を含み、患者サービス向上委員会（地域連携推進部会）がアン

ケートを実施。 

 

［センター病院］ 

<92> 

・ 平成 19 年 4月までの認定に向けて準備中 

<93> 

・ 相談体制の見直しを含め検討中 
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総合的に行う機能を引き続き充実させる。<93> 

・ アドボカシーの視点から患者サービスの向上を図る

ために平成 17 年度より導入した『医療コーディネー

ター(薬剤師、看護師)』の活動の充実を図る。<94> 

・ 引続き診療案内やホームページ等広報業務の充実、

紹介外来推進策の検討、地域医療連携登録制度の PR

による医療機器共同利用や受託検査等を積極的に実

施する。 

（目標：紹介率 60％ 逆紹介率 33％）<95> 

・ 紹介状をお持ちになられた初診患者の時間予約制の

導入検討。<96> 

 

<94> 

・ 医療コーディネーターの活動時間を延長した。（従来は１２時

３０分までを１５時３０分までとした。） 

<95> 

・ 逆紹介のための情報収集（診療所アンケートを実施した。３月）

・ 「診療のご案内」を発行した。（９月） 

・ 紹介外来制の拡大（８診療科→１２診療科、１２月） 

・ 紹介率６２．５％（前年度５７．３％） 

逆紹介率３８．６％（前年度３４．８％）＜いずれも１８年度

実績＞ 

<96> 

・ 初診紹介患者の診療予約受付を開始した。（１月） 

 

【地域医療従事者への研修機会の提供】 

【共通】 

・市民講座、地域医療機関を交えたオープンカンファレ

ンスや公開セミナー等の定期開催により、地域医療従

事者への研修機会を提供していく。<97> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【附属病院】 

・ 附属病院「安全管理講習会」（看護部主催）開催。本年度から

地域医療機関にも公開し、院外から講習生１７名、聴講生７６

名が参加 

・ １２月 日本病院薬剤師協会が実施する「がん専門薬剤師研

修事業」の研修施設に認定され、当院薬剤部が地域医療機関等

の薬剤師を対象に公開講義を開催（～１９年３月、計２５回開

催のうち１６回公開） 

・ ２月 地域医療機関の看護スタッフを対象にオープンセミナ

ー開催。〔テーマ  小児看護の技（アート）とプリパレーショ

ン〕 

 

［センター病院］ 

【地元薬剤師会向けの研修会（薬薬連携研修会）】については、

平成１５年度から開催しているが、引き続き継続して実施した。

１３回開催、参加者７５２名。 

 

【セカンドオピニオン外来の開設】 

【共通】 

・引き続き平成１７年度に開設したセカンドオピニオン

外来の充実を図る。<98> 

 

 

【附属病院】 

・ １７年度セカンドオピニオン実施実績（H.17.6.27～H.18.３

末） 

  実施済み ８９件 
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 ・ １８年度セカンドオピニオン実施状況（H.18.4 ～ H.19.3 末）

  実施済み １２９件 

 

［センター病院］ 

根拠データ参照。 

 

【待ち時間の短縮】 

（目標：診療待ち時間 30 分以内、会計待ち時間 30

分以内） 

［附属病院］ 

・会計待ち情報表示システム、自動精算機等の導入を図

り、会計待ち時間の短縮を図る。<99> 

・会計窓口にＰＯＳシステムを導入し、外来診療費の支

払いをより効率的に行えるよう改善する。<100> 

・診療待ち時間が恒常的に長い診療科の予約枠について

調査を行い、必要に応じて予約枠設定の見直し等を行

う。<101> 

・待ち時間の実態を把握するため、引き続き外来患者ア

ンケートを実施する。<102> 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］  

・ 診療科・センター毎の待ち時間の状況分析を行い、

目標に達していない予約が存在する場合は、予約枠の

見直しの検討を行う。<103> 

・ 突発での診療遅延（入院患者の急変・急患対応等）

の表示について検討する。<104> 

・ 会計時間が目標の３０分以内になるよう、応援体制

について検討する。<105> 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月から会計窓口にＰＯＳシステムを導入。会計待ち時間短縮

に寄与。 

・ ９月から女子美術大学との共同作業により、附属病院外来待合

へのヒーリングアートを展開し、待合室における “やすらぎ”

を演出する。 

・ ９月、横浜市立大学の齊藤毅憲研究室に依頼していた患者サー

ビス実態調査「フェーズ①」の結果に基づき、患者サービス改

善に着手。（右記参照） 

・ ９月、２階採血室拡充のため改修工事を実施。待合の混雑緩和。

・ 11 月  ２階会計窓口等に待ち番号表示システムを設置。稼働

開始。 

・ 11 月  ２階待合ホールで入院診療費自動精算機が稼働開始。

・ ２月  混雑緩和のため、内科外来の受付窓口を２ヶ所に。 

・ ３月 内科、外科、整形外科、眼科、耳鼻咽喉科の外来に、診

療開始までの待ち時間の目安となる「診療状況表示システム」

を導入。（４月稼動開始） 

 

［センター病院］  

・ 予約患者さまの診察待ち時間 

平成18年４月の診察待ち時間調査を実施。 

0分以内 62.2%   40分以内 17.0% 

60分以内  9.0%   60分超  11.8% 

（診察待ち時間対策） 

初診紹介患者の予約制の拡充 

科初診患者さまの受付方法の改善 

診療申込書の不要化及び処理を病院初診とは別にし、受付

待ち時間の短縮化 
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 ・ 突発での診療遅延の表示については、主治医性で診療し

ている診療科は実施済み 

・ （会計待ち時間対策） 

本人負担額０円患者さまは、医事会計入力はせずに、診療

予約票及びお薬引換券のみの印刷し、お渡しをする方法に

システムを改造。 

本人負担額０円患者さまは、外来患者数の約17%を占めて

いるため、このシステム改造及び運用の変更により、外来

患者数が1800人であっても、会計待ち患者数は約1,500人

相当となる。なお、本人負担額０円患者さまの医事会計入

力は、閑散時間帯に行う。平成18年10月23日実施。 

・ 引き続き、診療科・センター毎の待ち時間の状況分析を

行い、目標に達していない予約が存在する場合は、予約

枠の見直しの検討を行う。 

・ 通常の会計待ち時間は、２０分以内となったため、月初

や制度改正などのピーク時において、会計時間が目標の

３０分以内になるよう、支払い方法等を検討する。 

 

【市民講座の充実】 

［附属病院］ 

・ リカレント講座などと連携を図るほか、病院独自企画

の市民向け医療講座を内外で幅広く展開する。<106>

・ 病院ホームページや広報紙、広報よこはまなどを積極

的に活用し、市民講座のＰＲを充実させる。<107> 

・ 市民医療講座の内容をビデオ収録するなど、ライブラ

リとして幅広く利用できるようサービスを検討する。

<108> 

 

［センター病院］ 

・ ニーズの高いテーマの選定、ホームページ・広報誌

等による積極的な PR を行った上で、市内各地区での

出張開催など、月 1回程度定期的に市民講座を開催す

る。<109> 

・ 県内他病院等と合同で市民講座を主催する。<110> 

・ 講座内容を映像化し、各所に頒布する。<111> 

 

 

［附属病院］ 

・ 附属病院の独自企画により、市民医療講座を定期的に開催。

・ 一般向け広報誌「Ｗｉｔｈ」や病院ホームページに市民医療講

座のＰＲ記事を掲載。 また、単独チラシを作成し、積極的な

広報を実施。 

・ ２階待合ホールの健康情報コーナーにおいて、市民医療講座等

のビデオを放映。 

 

 

［センター病院］ 

根拠データ参照。 
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【病院ホームページ上での医療・健康に関するコンテン

ツの充実】 

［附属病院］ 

・ よりわかりやすく、使いやすい病院ホームページを目

指し、健康知識コラムや医学用語解説などのコンテン

ツを充実させる。<112> 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・引き続き、医療健康コラムなどホームページの充実を

図る。<113> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ４月１７日  病院ホームページに、附属病院の新しい医療機

器・医療技術等を紹介するページ「inSide」を掲載開始。 

・ １０月  特定機能病院として地域医療連携を円滑に推進する

ため、「地域医療連携」のコンテンツを充実。 

・ 11 月  高齢者や視覚障害者の方のホームページ閲覧を手助け

する「Web 優めがね」機能を導入。 

・ ホームページ上に「地域貢献」のページを設けるため、看護部、

放射線部・臨床検査部・薬剤部の中央部門、管理部で検討を開

始。 

・ 3 月  地域貢献をイベント・セミナー情報として開設。 

 

［センター病院］ 

ホームページ充実 

ホームページ内コラム随時更新 

（1）『医食同源』 

（2）『検査のはなし』 

その他ホームページ充実 

 9/11 看護師募集サイト開設 

 9/21 市民講座インターネット申込受付開始 

12/20 病理部ホームページ開設 

 

【一般向け病院広報誌の発刊】 

［附属病院］ 

・ 17 年度に引き続き、「附属病院だより（仮称）」、「診療

のご案内」、「外来担当医表」等について、対象ごとに

掲載内容を吟味した広報展開を行っていく。<114> 

・ 各部門の職員で構成する院外向け広報紙の編集会議

を立ち上げ、発行スケジュールや記事内容の検討を行

い、年４回発行する。<115> 

 

 

［附属病院］ 

・ 各部門の職員で構成した編集部会が中心となって、一般向け広

報誌「附属病院だより Ｗｉｔｈ」を定期的に発行。 

・ 「診療のご案内」「入院のご案内」「外来のご案内」「外来担当

医表」の掲載内容を確認し、大幅改訂を実施。また、年度途中

の増刷時には必要に応じて微修正を行った。 

 

 

［センター病院］ 

・他病院の状況を調査した上で、掲載基準等を決定し、

年２回程度の定期刊行を行う。あわせて誌面への広告掲

［センター病院］ 

院内メッセージ誌、ホームページ充実に傾注し、未発行。 



 
69

１８年度計画 計画の実績と成果 

載を検討する。<116> 

 

 

【患者向け医療情報コーナーの設置】 

［附属病院］ 

・ ２Ｆ外来ホールの一部に医療関係図書や病院からの

お知らせ、コンピュータ端末による情報検索などが可

能となる医療情報コーナーを設置する。<117> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・引き続き患者向け医療情報コーナーの設置場所等の検

討を行う。<118> 

 

 

［附属病院］ 

・ １１月  患者サービス向上員会の審議を経て「からだの情報コ

ーナー」をオープン。 

 ≪からだの情報コーナー≫ 

 １  目的 

  （１）病気や健康や医療のことなどを自分で勉強できる環境

の提供 

  （２）健康への関心と診療内容への理解を深め、患者と医療

者の 

    パートナーシップを強化 

  （３）待ち時間の有効活用 

  （４）地域医療連携の促進 

 ２  情報コーナーの機能 

  （１）医学・医療関係図書の閲覧 

  （２）地域医療機関のパンフレットなどの閲覧 

  （３）病院パンフレットの配置 

  （４）市民医療講座等のビデオ放映 

 

［センター病院］ 

テナントプロポーザルの中で取り込みを検討するほか、診療科再

編に関連して活用スペースについて検討中。 

 

【会計窓口でのデビットカード、クレジットカードの導

入】 

【共通】 

・ 17 年度より導入したデビットカード、クレジットカー

ドによる決裁やコンビニ収納が引き続き円滑に行え

るよう、窓口サービスの充実を図る。<119> 

・ カード決裁機能を備えた自動支払機を導入し、患者の

会計にかかる利便性を向上させる。<120> 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ クレジット・デビッドカード利用状況 （4/1～3/31） 

 件  数 金  額 
１件あたり

平均額 

入 院 2,411 件 432,773,985 円 179,500 円

外 来 16,694 件 135,330,610 円 8,107 円

合 計 19,105 件 568,104,595 円 -

・ コンビニ収納利用状況 （4/1～3/31） 

件数：４９１件、 収納金額：合計 25,419,309 円 

・１１月  カード決裁機能を備えた入院医療費用自動精算機を
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 導入。 

 

［センター病院］ 

・ クレジット・デビッドカード利用状況 （4/1～3/31） 

  件数 金額 
１件あたり

平均額 

入 院 3,487 件 724,442,220 円 207,755 円

外 来 14,909 件 122,748,900 円 8,233 円

合 計 18,396 件 847,191,120 円 -

・ コンビニ収納利用状況 （4/1～3/31） 

 件数：2，139 件、 収納金額：合計 110,143,525 円 

・ 郵便局での納付が可能になるよう手続き中。 

・ 自動支払機導入に伴う、再来受付機・医事会計システムのソフ

ト改修の業者打ち合わせ中。ソフト改修スケジュールに合わせ

導入する。（３月に自動支払機購入、ソフト改修、クレジット

カード接続テストを実施後７月頃稼動予定） 

 

【チーム医療の推進】 

【共通】 

・ 緩和ケアチーム、褥創対策チーム、栄養療法チーム、

クリティカルパスの作成などの活動を通じ、職種間連

携を活性化し、チーム医療の連携を図る。<121> 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 医療動向や疾病動向の変化に対応できる疾患別・系

統別センターへの再編案を検討する。<122> 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ６月 緩和ケア推進委員会を設置。  

・ ６月 全職員を対象とした 第３回栄養療法勉強会を開催。 

・ ９月 全職員を対象とした 第４回栄養療法勉強会を開催。 

・ 1 月  褥瘡対策  院内勉強会  テーマ：輸液（中心静脈栄養を

含む）から経口摂取へのアプローチ  その２ 

・２月 全職員を対象とした 第５回栄養療法勉強会を開催。 

 

［センター病院］ 

・ 緩和ケアチーム、褥創対策チーム、栄養療法チーム、クリティ

カルパス委員会は積極的に展開している。 

・ 診療科再編に向けた準備完了。 
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【高度先進医療の推進】 

［附属病院］ 

・ 高度先進医療の承認申請を引き続き積極的に行う。

<123> 

・ 高度先進医療、研究開発医療の実施状況を定期的に

調査し進捗管理を行う。<124> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ 本年度、研究開発医療の承認件数 １７件（１９年３月末現在）

・ 12月 1日から 20日にかけて病院長による各診療科別ヒアリン

グを実施するにあたり、あらかじめ診療科で取り組む又は取り

組んでいる先進医療、研究開発医療、トランスレーショナルリ

サーチに関するアンケートを実施。（集約結果は、右記「特記

事項」のとおり） 

・ 1 月 10 日  臨床部長会において、窪田泌尿器科教授により先

進医療の積極的な取組へ向けた届出等の概要について、プレゼ

ンテーションを行った。 

・ 先進医療の申請（新規） 

  ２月２８日申請 内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術（泌尿器科）

  ３月１日申請  超音波骨折治療法（整形外科） 

４月９日申請  大腸がん多発肝転移を対象とした Ｃｉｒｃａ

ｄｕａｎ ｃｈｒｏｎｏｔｈｅｒａｐｙ（消化器・肝移植外科）

・１月～３月 放射線科においてマイクロドーズによる研究を実

施した。 

マイクロドーズとは、超微量の医薬品等を投与する臨床試験

で、横浜市立大学発のベンチャー企業「ベイ・バイオ・イメージ

ング」（ＢＢＩ）が設立されことにより、このような試験ができ

る環境が整えられた。薬物動態を分子イメージング技術で解析す

ることによって、「臨床試験段階で開発中止になる可能性がある

薬物（候補化学物）をより早期の段階で見極めることが可能にな

る」としており、先進的な Phase 0 が可能となる施設となった。

さらに、その研究の一環として、厚生労働省の研究班である「我

が国における探索的臨床試験等のあり方に関する研究」が立ち上

がり、附属病院の放射線科井上教授が参画した。 

 

［センター病院］ 

・ 「実物大臓器立体モデルによる手術計画」（形成外科、歯科・

口腔外科）が承認された。（12/1 付）県内では東海、聖マリに

ついで 3病院目。 

・ 「超音波骨折治療法」（整形外科）が承認された（4/1 付）県

内では北里、横須賀共済、みなと赤十字についで４病院目。 
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【専門外来の充実】 

［附属病院］ 

・各診療科から選任した女性の専門医からなる「女性専

門外来」の開設についてプロジェクトチームを作り検

討する。<125> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・現状の専門外来の整理、患者需要の把握、民間病院・

私立大学病院の状況把握等を行った上で、患者にとっ

て分かりやすく、かつ高度な医療提供ができるように

再編成を検討する。<126> 

 

 

［附属病院］ 

・ 10 月  泌尿器科と放射線科が協力し、「前立腺ユニット外来」

開設。 

・ １月  臨床部長会において遺伝子診療部の概要を確認。 

（内容）各科横断的な遺伝並びに遺伝子に関する疾病、健康、

遺伝子解析についての相談に応需し、専門的な診療へ対応。

◇外来診療の対象  遺伝相談（遺伝カウンセリング）、遺伝子検

査に関する相談、遺伝・遺伝子に関する相談  

・ ３月 週刊朝日・臨時増刊「いい病院２００７ 全国＆地方

別ランキング」において、全国のがん診療連携拠点病院 ３１

１病院の中、「がん治療で頼れる『実力病院』」として第７位に

ランクされた。 

 

［センター病院］ 

・ 「もの忘れ外来」を開始した。 

その他、診療科再編成の中で検討する。 

【がん治療の充実・推進】 

［附属病院］ 

・外来化学療法室の安定稼働を図り、利用可能診療科を

暫時拡大していく。<127> 

・化学療法登録審査委員会へのプロトコル登録を充実さ

せる。<128> 

・がん治療の充実をさらに図るために、緩和ケア、在宅

継続看護との連携を推進する。<129> 

・生存率等がんに関わる統計指標の充実を図る。<130>

 

 

［附属病院］ 

・ ４月神奈川県「地域がん診療拠点病院関する打合せ会」に参加。

・ ６月緩和ケア推進委員会を設置。（再掲） 

・ ７月横浜市から「地域がん診療連携拠点病院」指定を前提とし

た『拠点病院整備指針充足度調査』の依頼があり、院内の各診

療科の協力を得て調査に対応。 

・ 外来化学療法室の利用診療科は、開設当初の２科から７科に拡

大。 

・ １１月  外来化学療法室整備プロジェクト作成「外来化学療法

室運用マニュアル」が完成、関係部署に配布。 

・ １１月  「緩和医療指針マニュアル」完成。「緩和医療の基本

方針」、「緩和ケアチーム活動方針」等が定められた。 

・ １２月 がんに関わる統計指標の基礎となる院内がん登録を

開始。 

・ １月 厚生労働大臣から「地域がん診療連携拠点病院」として
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 指定。 

・ ３月 １９年度に向け、「がん診療を推進するための院内体制

の整備」方針を検討。（院内の組織として「化学療法センター」

を設置） 

・ 本年度のがん化学療法プロトコル登録承認実績 １３２件 

 

【先端医科学研究やトランスレーショナルリサーチへ

の取組】 

［附属病院］ 

・ ＴＲＹ２０１０事業として、附属病院版ＴＲの事業

スキーム、組織体制等について、外部有識者の意見を

取り入れながら調査、検討を行う。<131> 

 

 

［附属病院］ 

・ トランスレーショナルリサーチへの取組のひとつであるＴＲ

Ｙ２０１０事業の立ち上げに向けて、推進組織、運用・体制等

に関する委託調査を発注。 

・ 調査会社によるヒアリング実績（対象診療科・部門 １３） 

８月 泌尿器科、放射線科 

９月 神経科、産婦人科、内分泌・糖尿病内科、臨床腫瘍科・

乳腺外科、小児科、腎臓・高血圧内科、薬理学、耳鼻い

んこう科 

11 月  臨床試験支援センター、分子病理学、医学部長 

・ １２月 「横浜市立大学附属病院先進医療推進室構築支援報告

書（案）」を受領した。 

・ １月１７日  上記「横浜市立大学附属病院先進医療推進室構築

支援報告書（案）」に基づき、調査会社と病院長をはじめとす

る病院経営陣（検討メンバー）との間で、意見交換会を実施し

た。 

・ ３月 「先進医療推進事業（ＴＲＹ２０１０事業）」の基本方

針が決定。 

・ 「先進医療推進事業」の事業方針 

 １  支援範囲 

   重点型先進医療及び一般型先進医療の推進 

  ①重点型：厚生労働省が認定する「先進医療」 

   の承認を得る可能性が高いもの  

  ②一般型：「先進医療」の承認又は「保険適応」 

   を目指すが、具体的実現可能性が未確定なもの 

  ２  体制 

   先進医療推進審査会と先進医療推進センターの設置 

     センター長：窪田副病院長  

     副センター長：井上放射線科部長 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【市大病院学会の創設】 

［附属病院］ 

・ 各部門が自主的に行っている勉強会、研究発表会等

をリサーチし、複数職種にまたがるような活動につい

て「市大病院学会」として位置づけを行い、開催日、

場所などを院内に広く周知し、活動の活性化を図る。

<132> 

・ 市大病院学会の活動の一環として、地域医療機関の

医療従事者に対して行うセミナー等を開催し、地域貢

献を図っていく。<133> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ ６月  全職員を対象とした 第３回栄養療法勉強会を開

催。 

・ ９月 全職員を対象とした 第４回栄養療法勉強会を開

催。 

・ 11 月  緩和ケア講演会「ホスピスから学ぶ対人援助」

を開催 

・ 10 月  看護部・管理部合同企画による  第１回 接遇

研修を実施。 

・ テーマ：なぜ今接遇なのか・・・？ 

・ ～患者さんに信頼される医療スタッフになるポイント

～ 

・ 講師：新村 正次 氏（接遇技能研究会主宰）     

・ 1 月  褥瘡対策  院内勉強会を開催   

・ 1 月  看護部・管理部合同企画による  第 2回  接遇研

修を実施 

テーマ：患者に信頼された医療スタッフを目指して 

～スマイル＆リフレッシュ研修～ 

講師：黒部和夫氏（オンワード樫山  メンズ商品開発

室長） 

講師：富川  栄（資生堂ビューティークリエーション

研究所長） 

・ ２月 全職員を対象とした 第５回栄養療法勉強会を開

催。 

・ ３月 第２回治験セミナーを開催。 

テーマ：「大学病院における治験の新しい考え方と実

際」 

≪地域の医療機関向け≫ 

附属病院「安全管理講習会」（看護部主催）開催。本年

度から地域医療機関にも公開し、院外から講習生１７

名、聴講生７６名が参加。 

 

１月  がん専門薬剤師研修事業の研修施設に認定されたことに

伴い、薬剤師対象公開講義を開催。（右「特記事項」参照）
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［センター病院］ 

・引き続き地域医療従事者への研修機会提供を行ってい

くことに加えて、市民向けの健康医学講座を地域医療機

関等と共催する。<134> 

 

２月  地域医療機関のスタッフを対象としたオープンセミナー

「小児看護の技とプリパレーションの実施」を開催。 

 

［センター病院］ 

7/29（土）横浜内科学会、国際親善総合病院との共催で、市民公

開講座『生活習慣病としての肝臓病』を開催。 

【専門医・認定医の育成強化】 

・ 初期臨床研修終了後の後期臨床研修制度(｢専門医キ

ャリアデザインシステム｣)を実施し、充実させる。

<135> 

・ 指導医養成研修会等を開催し、指導医の育成を進め

る。<136> 

［附属病院］ 

・ 後期臨床研修医の育成強化のため、研修プログラム

の充実、協力病院、地域医療機関とのより一層の連携

を目指して、臨床研修育成プロジェクトを設置する。

<137> 

・ 後期臨床研修医と病院長、トップマネジメント会議

メンバ－との意見交換会を開催する。<138> 

・ 医学部と連携した小児科、産婦人科医育成プログラ

ムについて検討を行う。<139> 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

初期・後期臨床研修医の指導体制の充実に向けた修練医（チー

フ・レジデント）の設置と、スキルスラボシミュレーションセン

ターの充実・運営管理体制の強化を検討。 

・ ６月、専門医キャリアデザインシステムの募集案内を作成。 

・ ９月  「地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養

成推進プログラム（医療人ＧＰ）」について、文部科学省に対

する申請が認められ、補助金の交付決定がなされた。平成１９

年度に向けて、地域医療を担う人材の育成や女性医師の復職・

子育て支援策を盛り込んだ研修プログラムを実施するととも

に、研修指導体制の充実へ取り組んでいくことになった。 

・ 研修医と病院長、臨床研修センター長等との意見交換会を開

催。 

  （９月以降、月１回程度） 

・ １２月  ２病院共催で横浜市大臨床研修報告会・意見交換会を

開催。 

・ 1 月  女性医師支援フォーラムｉｎ横濱を開催 

・ 臨床研修育成プロジェクトの設置を視野に入れて、後期研修

医の救急 

  医療、小児医療の研修プログラム等の見直しを実施。  

・ 後期研修採用試験 

 

 受験者数 合格者数 

１１月２日 
４９ ４０ 

１１月４日 

１２月９日 ６９ ４６ 

計 １１８ ８６ 
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 ［センター病院］ 

・ 後期研修と大学院博士課程との乗り入れモデルコースを策定

（6月 16 日） 

・ 後期研修実施診療科ごとの、博士課程との乗り入れの実施及び

研究テーマの認定について検討（～6月） 

・ 後期臨床研修プロジェクト（7月 28 日 ｾﾝﾀｰ病院） 

・ 後期臨床研修説明会（9月 16 日 ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ） 

・ 後期臨床研修医募集開始（9月 19 日～10 月 20 日） 

・ 第１回後期臨床研修医採用試験（筆記試験）33 人受験 11 月２

日、４日  ｾﾝﾀｰ病院） 

・ 第２回後期臨床研修医採用試験（筆記試験）20 人受験 1２月９

日  ｾﾝﾀｰ病院） 

研修指導医養成講習会開催（6月 10 日～11 日 ｳｨﾘﾝｸﾞ横浜）

 

【研修医の育成】 

【共通】 

・臨床研修センターにおいて、初期・後期一体型臨床研

修制度等オリジナリティーのある臨床研修制度の開

発・検討を行う。<140> 

・ 臨床研修センター機能の充実・強化を図るため、臨

床研修委員会において、育成方針の決定、臨床研修の

課題等の検討を行う。<141> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・ 新採用研修オリエンテーションを 4 月 3 日から 14 日まで実

施 

・ 第 1 回臨床研修委員会開催（4月 24 日） 

・ 第 2 回臨床研修委員会（6月 26 日） 

・ 研修指導医養成講習会開催（6月 10 日～11 日 ｳｨﾘﾝｸﾞ横浜）

（再掲） 

・ ２病院合同臨床研修管理員会（6月 29 日 ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ） 

・ 平成 19 年度研修医出願期間 6 月 7日～30 日まで実施 246

人が応募 

（対昨年△26 人） 

・ 平成１９年度臨床研修医採用試験採用 

  実施日 ① 7 月 22 日～23 日 福浦ｷｬﾝﾊﾟｽ  

②  8 月 5 日 同会場 

  臨床研修試験委員会（判定会議） 8 月 11 日 附属病院 

 

  人数   備    考 

申込者数 ２４６人  

受験者数 ２３８人 受験率 96.7% 

ﾏｯﾁﾝｸﾞ登録者数 ２１７人 合格率 91.2% 

不採用者数  ２１人  
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 ・ 夏休み期間中、医学部４年生を対象とした「外来エスコー

ト実習」の受け入れを開始。 

・ 10/19 研修医ﾏｯﾁﾝｸﾞの結果発表 定員 46人 １００% フル

マッチ （全国大学病院平均マッチ率 70.8％） 

・ 第 3 回臨床研修委員会（10 月 23 日）シニアレジデント選考

試験を実施 

11 月 2 日（木）・・・附属２病院研修医対象筆記試験

11 月 4日（土）・・・第 1回筆記試験 

12 月 9 日（土）・・・第 2回筆記試験 

・ 附属２病院合同臨床研修管理員会（12 月 19 日 崎陽軒） 

・ 第 4 回臨床研修委員会（12 月 25 日） 

・ 第 5 回臨床研修委員会（2月 26 日） 

 

・ 附属２病院合同プログラム責任者会議（3月 1日 ｾﾝﾀｰ４階）

・ 附属２病院合同臨床研修管理員会（3月 20 日 ｾﾝﾀｰ６階）

   研修医 43 人を修了認定 

・ 研修医募集 病院説明会開催（3月 23 日附属病院１０階臨床

講堂） 

・ 臨床研修修了式（3月 26 日） 

・ 新１年次臨床研修Ｆコース（１年次協力病院）研修医への

オリエンテーションを開催（3月 30 日） 

・   臨床研修委員会において、研修教育センターの設置、研修

プログラムの見直し、医師が不足している診療科医師の育成

など、今後の臨床研修の課題を整理。１９年度以降に対応を

検討。 

 

［センター病院］ 

・ 新採用研修オリエンテーションを 4 月 3 日から 14 日まで実

施 

・ 第 1 回臨床研修委員会開催（4月 24 日） 

・ 第 2 回臨床研修委員会（6月 26 日） 

・ 研修指導医養成講習会開催（6月 10 日～11 日 ｳｨﾘﾝｸﾞ横浜）

（再掲） 

・ ２病院合同臨床研修管理員会（6月 29 日 ｴｸｽﾃﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ） 

・ 平成 19年度研修医出願期間 6月 7日～30日まで実施 246

人が応募 

（対昨年△26 人） 
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 ・ 平成１９年度臨床研修医採用試験採用 

実施日 ① 7 月 22 日～23 日 福浦ｷｬﾝﾊﾟｽ 

 ②  8 月 5 日 同会場 

  臨床研修試験委員会（判定会議） 8 月 11 日 附属病院 

  人数   備    考 

申込者数 ２４６人  

受験者数 ２３８人 受験率 96.7% 

ﾏｯﾁﾝｸﾞ登録者数 ２１７人 合格率 91.2% 

不採用者数  ２１人  

・ 10/19 研修医ﾏｯﾁﾝｸﾞの結果発表 定員 46人 １００% フル

マッチ （全国大学病院平均マッチ率 70.8％） 

 

・ 第 3 回臨床研修委員会（10 月 23 日） 

・ 附属２病院合同臨床研修管理員会（12 月 19 日 崎陽軒） 

・ 第 4 回臨床研修委員会（12 月 25 日） 

・ 第 5 回臨床研修委員会（2月 26 日） 

・ 附属２病院合同プログラム責任者会議（3月 1日 ｾﾝﾀｰ４階）

・ 附属２病院合同臨床研修管理員会（3月 20 日 ｾﾝﾀｰ６階）

   研修医 45 人を修了認定 

・ 研修医募集 病院説明会開催（3月 23 日ｾﾝﾀｰ６階）） 

・ 臨床研修修了式（3月 29 日） 

・ 新１年次臨床研修Ｆコース（１年次協力病院）研修医への

オリエンテーションを開催（3月 30 日） 

 

【職員の声を吸い上げるシステムの構築】 

［附属病院］ 

・ 院内 WEB を活用し、病院職員が直面する課題につい

て、報告をし、改善提案ができるコンテンツを展開す

る。<142> 

・ あいさつしようキャンペーン「ＷｉＳＨ」の活動を

継続するとともに、病院の職員が一体感を感じること

ができるイベントの企画を行う。<143> 

・ 各部門の職員が院内広報紙の編集活動に携わるなど、

部門間の相互理解を図り、また発表する喜びを感じら

れるような活動を展開していく。<144> 

 

［附属病院］ 

・ 院内 WEB コンテンツ等に関するワーキングを立ち上げる。 

・ 院内広報紙「ＷｉＳＨ」第５号 ７月発行 （本年度の転入職

員や新規採用職員を院内に紹介。） 

・ １０月 各部門から選ばれた職員により、院内広報紙の編集専

門部会を開催。１２月発行に向け、編集活動を開始する。 

・ 11 月  附属病院職員表彰を実施するため、表彰候補者推薦書

の受付を開始 

・ 12 月  トップマネジメント会議において推薦書について審査

を行い、その結果、12 団体に表彰することに決定した。 

１２月  院内広報紙「ＷｉＳＨ」第６号を発行   

・ 1月  職員表彰式の開催  病院長から12団体の代表者に対し、
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１８年度計画 計画の実績と成果 

［センター病院］ 

・ 「経営品質」のフレームに照らして、現場の感じる

課題、現場が受けた苦情を改善課題としてとらえ行動

するためのシステムづくりを進める。<145> 

 

表彰状と記念品を授与した。 

３月  院内広報紙「ＷｉＳＨ」第７号を発行［センター病院］

・ 各種経営品質に関する研修会企画を通じて事務的な押し付け

でなく共感の連鎖が醸成されるような創造的な組織形成の仕

掛け作りを先行して行っている。システムづくりは継続中。 

 

【病院実習の受け入れ体制の強化】 

［附属病院］ 

・ 各部門の実習カリキュラムについて内容の充実を図

っていく。<146> 

・ 各部門での受け入れ実績、実習内容などをレポート

としてホームページ上に掲載し、院内外へ情報提供を

行っていく。<147> 

・ 実習生の意見や感想などを募り、病院ホームページ

などで発表していく。<148> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・ 各部署における実習カリキュラム等を作成し、実習

内容の充実を図る。<149> 

・ 実習受入概要及び実績等をホームページで公開する。

<150> 

・ 実習生へのアンケート実施を行う。<151> 

 

［附属病院］ 

・ 放射線技士の実習カリキュラムを充実。（ＰＥＴ関連項目を追

加） 

・ ５月、外部からも参加できる「小児看護のオープンセミナー」

の年度内開催を計画する。 

・ 本学医学部４年生を対象に「外来エスコート実習」の受け入れ

を決定する。（夏休み期間内） 

・ ホームページ上に看護部の「平成１８年度院内研修プログラム

（抜粋）」を掲載することにより、段階別実習内容について院

外にも情報提供を行う。今後も引き続き提供する情報を拡大す

る。 

・ ８月  後期臨床研修医の募集を行う中で、研修プログラムの充

実化を図り、その実習内容等をホームページ上に掲載した。 

・ ９月 今後の実習内容の充実や環境整備のため、看護学生を対

象にしてアンケートを実施。 

・  １２月 日本病院薬剤師協会が実施する「がん専門薬剤師研

修事業」の研修施設に認定され、地域医療機関等の薬剤師を対

象に公開講義を開催（～１９年３月、計２５回開催うち、１５

回を公開） 

 

［センター病院］ 

・ 学生実習に際しては、アンケート（感想文を含む）を実施し、

翌年度の実習カリキュラム等へ、逐次、反映するようにしてい

る。 

・ 実習受入実績は、今後ホームページに掲載する。 

薬剤師については、免許取得者を対象とした研修制度を設け、

地域貢献の一環として研修生を受け入れている。（平成 18 年度

実績 2名） 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（１）運営交付金に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【経理担当】 

新たな財源として、寄付金確保の方策、施設使用料の

拡大について具体的に検討し、可能なものから実施す

る。「経費の抑制」として、契約手法の見直しを引き続

き行うと共に、メリットシステムの導入など、執行課が

自ら積極的に効率的な執行を行うような仕組みづくり

を検討する。 

以上の取組を行うことにより、考え方を超える経過措

置としての運営交付金を平成２２年度までの解消を目

指し、減少させる。 

 

 

【経理担当】 

・寄附金については、寄附金としての仕組みづくりの大枠を整理

した。 

・多機能自動販売機の導入やＡＥＤ付属自動販売機の導入につい

て検討した（AED 付属については、採算性の面から導入しなか

った）。 

・物品について一括発注を行い、契約額の低減に努めた。 

・メリットシステムについては、法人に適したメリットシステム

について予算編成のなかで検討したが、会計制度において繰越

しが認められないことなど、課題が多く、引き続き検討するこ

ととした。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（２）自己収入の増加に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【収入を伴う事業の実施】 

【経理担当】 

自主自立的な大学運営を目指し、本学として必要な経

費を精査するとともに、他大学の学費の状況等を勘案

し、学部別の授業料の導入など、本学独自の授業料を検

討し、料金の上限の改定に向けた作業を進める。 

 

 

 

【経理担当】【経営企画担当】 

「学費等のあり方検討委員会」、「魅力ある教育内容検討委員

会」を学内立ち上げ、学部別の授業料の導入及び教育内容等の充

実策等について検討した。その後、料金上限の改定について横浜

市へ認可申請を行い、認可を得た。その結果、19 年度は約２億円

の増収が見込まれる。 

【経理担当】 

授業料収入の口座引落利用率を上げるとともに、17 年

度に導入したコンビニ収納を活用することで学生等の

利便性を向上する。クレジットカードの導入について、

コストパフォーマンスの検討を行う。 

 

【経理担当】 

引き続き、口座引落での支払を拡大している（現在７割程度）。

また、クレジットカードによる学費支払いを導入した。 

 

【多様な収入の確保】 

【エクステンションセンター】 

公開講座の広報としては、新たに神奈川県中小企業セ

ンターのホームページに情報の掲載をはじめるなど広

報手段を開拓する。収納方法については、コンビニでの

収納を引き続き実施する。 

 

 

 

 

 

【エクステンションセンター】 

神奈川県中小企業センターのホームページにビジネス関係の

13 講座を掲載した。横浜市役所の職員用の電子掲示板である「Ｙ

ＣＡＮ」や、専門講座に関係するメールマガジンなどへの掲載も

依頼し、受講生確保を進めた。 

収納方法については、コンビニでの収納に加え、自治体や企業

などからの要望により、請求書発行による支払いの取り扱いも開

始した。 

【研究推進センター】 

知的財産の適正な管理を進めるとともに、技術移転機

関等を活用した企業等への出願内容の公表や、技術移転

を積極的に進める。 

 

 

 

【研究推進センター】 

知的財産の帰属を規定し、弁理士による「発明相談」及び「知

財戦略委員会」を開催した。ＴＬＯ、リクルートなどの外部機関

を活用した技術移転活動を進めた。 

知的財産の帰属を明確にしたことにより、知的財産は大学の適正

な管理のもとに運用されることとなった。 

 

【経理担当】 

他大学を参考に、寄付のメニュー、制度、寄付拡大の

【経理担当】 

・寄附金については、寄附金としての仕組みづくりの大枠を整理
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１８年度計画 計画の実績と成果 

ための具体的な方策等を検討し、寄付拡大のための仕組

みづくりを行う。 

 

した。 

 

【施設管理担当】【庶務担当】 

・市大交流プラザ「いちょうの館」を大学と地域、市民、

企業、卒業生等との交流の場としてさらに活発に活用

していくため、地域や市民、企業、卒業生の方々など

の情報コーナーを新たに設置・運営するとともに、学

生の課外活動等の発表の場として活用することによ

り、相互の交流の促進を図る。 

・他大学の事例や他の公共施設の事例を参考とし、施設

利用にかかる学内ルール及び学外者への貸出ルール

の見直しを行う。 

 

 

 

【庶務担当】 

 市大交流プラザについては、昨年度に引き続き、地域・市民・

企業・卒業生等に向けた情報提供を行っている。また、学生の課

外活動の発表の場としても活用した。さらに、施設内に新たに清

涼飲料水の自動販売機を設置し、憩いの場としての機能も充実し

た。 

 なお、７月から施設については、国際交流センターへ移管した。

 また、上記のほか、10 月と 2月には卒業生の会合へ施設貸出し

を行い、学長も同会合へ出席するなど、卒業生の交流の場として

も活用した。 

 

【施設管理担当】 

 施設使用については、市民がサークル・グループ活動等でホー

ルを利用できるよう貸出手続き等のルールを定め、ホームページ

により案内・周知を実施。 

随時利用申込みを受付けている。 

 

【科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金

増加】 

【研究推進センター】 

国家プロジェクト等、外部研究費応募相談などの支援

や、研究情報の積極的な提供など、企業等との共同研究

マッチング支援を推進する。 

 

 

 

 

 

【研究推進センター】 

【再掲】 研究情報を大学のホームページに掲載し積極的に提

供した。また、研究推進コーディネーターを相談者として外部研

究費応募相談会を随時開催した。9 月 28 日、10 月 2 日には科研

費応募相談会を実施した。 

このように企業との共同研究マッチング支援を推進した結果、

企業との共同研究件数、獲得金額ともに前年実績を大幅に上回っ

た。 

共同研究前年度比 件数 1.18 倍、獲得金額 1.37 倍。 

 

外部研究費に関する情報提供、公募相談や、科学研究

費補助金応募説明会など、外部研究費の申請に対する支

援を実施するとともに、「教育研究費」は、科学研究費

補助金等、外部研究費の申請を条件として交付する。 

産学連携推進本部の事務局でもある研究推進センターでは、外

部資金獲得に向け、研究推進コーディネーターによる研究相談の

随時開催、「研究戦略プロジェクト」共同研究費による共同研究

ユニットづくりの促進などを実施している。科学研究費補助金応
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 募説明会も 2 回実施した。また、競争的研究費に関する情報を収

集し大学ホームページに掲載するなど、外部研究費の獲得支援を

実施している。 

「教育研究費」については、平成 18 年度より科学研究費補助

金等、外部研究費の申請を条件として交付することとした。 

 

民間企業との共同研究、受託研究を促進し、外部資金

確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

産学連携ガイドを新しく作成し、教員の「研究者データベース」

を更新して本学の産学連携の取組をわかりやすくし、加えてサマ

リー版も作成した。さらに、研究推進コーディネーターによる科

研費公募相談会などを開催し、様々な機会を捉えて外部資金確保

に努めている。このような結果として民間企業との共同研究、受

託研究について、件数・獲得額ともに、前年度より大幅に増加し

た。共同研究前年度比；件数 1.18 倍、金額 1.37 倍。受託研究前

年度比；件数 1.47 倍、金額 1.13 倍。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（３）経費の抑制に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【自己収入の増加に関する目標を達成するための取組】

【人事担当】 

組織及び事務職員等の配置の見直しを行い、簡素効率

的な組織とするため機構改革を行う。 

また、民間経験者を積極的に登用するなど、職員の意

欲と能力を十二分に活かした少数精鋭による組織運営

を進める。 

 

 

 

 

【人事担当】 

・大学専門職の公募、採用を実施し、他大学における事務経験者

の積極的な登用を行うことができた。 

・平成 18 年度に引き続き、組織の見直しを実施し、より効率的

な組織へと機構改革を実施した。 

・法人職員に求める職員像として「人材育成ポリシー」を定め、

周知し、あわせて法人の「人材開発プラン」の策定に着手し、

研修体系について取りまとめた。 

 

【経理担当】 

管理的経費の集約化、消耗品等の一括導入を可能なも

のから実施し、経費の節減に努める。 

 

【経理担当】 

・18 年度中に、一部物品の一括発注を実施。今後も必要に応じて

実施する。 

【施設管理担当】 

教職員の省エネルギーに関する意識啓発の取り組み

を実施し、キャンパスの使用エネルギーの現状分析・課

題の整理をおこなうとともに消費エネルギーの抑制に

努める。 

 

【施設管理担当】 

日常エネルギー使用について常時監視を行い、エネルギー使用

の超過が見込まれる場合に全教職員に周知し、エネルギー使用の

抑制に努めるとともに、他大学の施設見学を実施した。 

【資産の効率的・効果的運用】 

【研究推進センター】 

知的財産の取扱いに関する方針にしたがい、特許の出

願・維持及び企業等への技術移転を推進する。 

 

 

【庶務担当】 

・市大交流プラザ「いちょうの館」を大学と地域、市民、

企業、卒業生等との交流の場としてさらに活発に活用

していくため、地域や市民、企業、卒業生の方々など

の情報コーナーを新たに設置・運営するとともに、学

生の課外活動等の発表の場として活用することによ

り、相互の交流の促進を図る。 

 

【研究推進センター】 

知的財産の帰属を規定し、弁理士による「発明相談」及び「知

財戦略委員会」を開催するとともに、ＴＬＯ、リクルートなどの

外部機関を活用した技術移転活動を進めている。 

 

【庶務担当】 

市大交流プラザについては、昨年度に引き続き、地域・市民・

企業・卒業生等に向けた情報提供を行っている。また、学生の課

外活動の発表の場としても活用した。さらに、施設内に新たに清

涼飲料水の自動販売機を設置し、憩いの場としての機能も充実し

た。 

なお、７月から施設については、国際交流センターへ移管した。
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１８年度計画 計画の実績と成果 

・他大学の事例や他の公共施設の事例を参考とし、施設

利用にかかる学内ルール及び学外者への貸出ルール

の見直しを行う。 

 

また、上記のほか、10 月と 2月には卒業生の会合へ施設貸出し

を行い、学長も同会合へ出席するなど、卒業生の交流の場として

も活用した。 

 

【施設管理担当】 

施設使用については、市民がサークル・グループ活動等でホー

ルを利用できるよう貸出手続き等のルールを定め、ホームページ

により案内・周知を実施。 

随時利用申込みを受付けている。 

 

【エクステンションセンター】 

社員教育の請負に関する調査等を生涯学習運営委員

会で引続き検討する。 

 

【エクステンションセンター】 

社会人再教育という観点から、自治体職員や会社員向けの専門

講座を多数企画し、ニーズの把握を行った。 

【研究推進センター】 

高額な設備・機器等の利用実態を点検するとともに、

地域結集型共同研究事業で使用したＮＭＲ700 について

は、学外との共同利用を進めるなど学部資金の獲得に努

める。また、環境ホルモン研究施設等の高額な設備・機

器については、共同利用を検討する。 

 

【研究推進センター】 

地域結集型共同研究事業で使用したＮＭＲについては学外と

の共同利用を進めた結果、5 件のプログラムを実施し、外部資金

を獲得した。また１２月にはＮＭＲ施設見学会、シンポジウムを

開催してさらなるＰＲに努めた。 

【会計担当】 

余裕資金の安全かつ効率的な運用を行う。 

 

 

【会計担当】 

新たに「資金運用規程」や「債券発注に関する要領」を定めた。

適切な資金管理を実施し、法人の余裕資金を運用可能期間に応じ

て、大口定期預金、通知預金及び政府短期証券（国債）により安

全かつ効率的な運用を行った。その結果、平成 18 年度の運用益

は 600 万円を超えることとなった。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（４）施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【計画的な施設設備の整備・改修を進め、既存施設の効

率的な維持・管理を進めるための取組】 

【施設管理担当】 

耐震改修について、本校舎の基本計画・基本設計に着

手する。 

また、引き続きユニバーサルデザインの視点による既

存施設整備を実施する。 

 

 

 

【施設管理担当】 

本校舎耐震改修の基本設計は完了した。 

理科館エレベータの更新、実習室の改修を実施し、ユニバーサ

ルデザイン化を図った。 

【施設管理担当】 

引き続き省エネルギータイプの機器を導入し、エネル

ギー使用の効率化、抑制を図る。 

 

【施設管理担当】 

老朽化が進んだ理科館特殊空調設備を更新し、省エネ型設備を

導入。 

 

【施設の有効活用の推進による教育研究活動の充実及

び活性化】 

【施設管理担当】 

引き続き利用状況実態調査を実施し、施設利用計画を

修正するとともに施設整備を実施する。 

 

 

 

【施設管理担当】 

研究棟管理活用委員会を開催し、研究棟について教育・研究の

観点から施設改修を実施した。 

【ＩＳＯ１４００１の取得・運用】 

【施設管理担当】 

取得のための課題整理、推進体制の構築等取得準備を

実施する。 

 

 

 

 

【施設管理担当】 

環境マネジメントシステム確立に向け、ISO 以外の可能性等も

探ったため、実際的な調査にまでは着手できなかった。学内に放

置されている自転車他の廃棄物の整理、ゴミ箱の分別化を実施

し、環境管理の下準備を行った。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（１）運営体制の改善に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【全学的な経営戦略の確立】 

【会計担当】 

会計監査人等を活用して法人の決算分析を行い、今後

の法人経営の改善について検討する。 

 

 

 

【会計担当】 

 法人化初年度である平成 17 年度決算について会計監査人を活

用して、利益分析を行った。国立大学法人と財務状況の比較・検

討を行い、財務諸表分析資料としてまとめた。 

 

【経理担当】 

法人評価委員会、経営審議会等、学外有識者の意見を

積極的に業務に反映させ、効率的な運営に努める。 

 

【経理担当】 

法人評価委員会の意見等も踏まえ、昨年度実施できなかった月

次決算について、順調に実施することができるようになった。 

【運営組織の効果的・機動的な運営】 

【庶務担当】 

経営審議会、教育研究審議会、経営会議、部課長会、

教育会議、教育研究会議などの定例会議における議題を

整理し、報告事項や決定事項、継続審議事項などの新た

な区分を設け、決定事項や報告事項などが、速やかに法

人内に周知徹底できる仕組みを構築する。 

 

 

 

【庶務担当】 

経営会議及び経営審議会においては、議事を報告事項、討議事

項、審議事項等に整理し、議長が議事案件終了後に確認を行い、

報告、決定、継続審議などの意思統一を図ることとした。また、

議事録及び資料をグループウエア（サイボウズ）に掲載し、法人

内への会議内容の周知を行っている。会議の開催回数についても

１８年 4月から大幅な縮減を行い、効率化を図った。 

また幹部会議については、経営企画担当の所管となり、理事長

学長調整会議に改組している。 

 さらに、各種会議については、新たにサイボウズ掲載について

のルールを策定し、全学内に周知するとともに、情報の共有化を

推進した。 

 

【庶務担当】 

経営審議会、教育研究審議会、経営会議、部課長会、

教育会議、教育研究会議などの定例会議における議題を

整理し、報告事項や決定事項、継続審議事項などの新た

な区分を設け、決定事項や報告事項などが、速やかに法

人内に周知徹底できる仕組みを構築する。 

 

 

 

【庶務担当】 

経営会議及び経営審議会においては、議事を報告事項、討議事

項、審議事項等に整理し、議長が議事案件終了後に確認を行い、

報告、決定、継続審議などの意思統一を図ることとした。また、

議事録及び資料をグループウエア（サイボウズ）に掲載し、法人

内への会議内容の周知を行っている。会議の開催回数についても

１８年 4月から大幅な縮減を行い、効率化を図った。 

また幹部会議については、経営企画担当の所管となり、理事長

学長調整会議に改組している。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 

 

 

【人事担当】 

教員組織と事務組織について多様な雇用形態を活用

しながら、より連携強化を図る。 

 

 

 

さらに、各種会議については、新たにサイボウズ掲載について

のルールを策定し、全学内に周知するとともに、情報の共有化を

推進した。 

 

【人事担当】 

 平成 18 年度途中で、現在の学務課に FD 支援担当の大学専門職

の課長を配置した。また、平成 19 年度当初に福浦キャンパスに

おける組織体制の見直しを実施するなど連携強化に向けた取り

組みを行った。 

 

【全学的視点からの戦略的な学内資源配分】 

【経理担当】 

・予備費を柔軟かつ機動的に活用すると共に、予算総額

における適正な予備費の割合を検討する。 

 

 

 

【経理担当】 

・ 予算編成のなかで検討。 

・ 19 年度予算においては予備費としての予算を計上するまで

の財源を確保できないため、昨年度同額の 20,000 千円を計

上。 

 

【研究推進センター】 

外部研究費の間接経費の一部を、大学の管理経費とし

て全学的視点から活用する。 

 

 

【経理担当】 

大学における管理経費のうち研究にかかる経費を分

析し、外部資金のなかから一定割合を負担させるための

考え方を整理する。 

 

【研究推進センター】 

外部研究費の間接経費については、他大学等との比較も行い、

間接経費の一部を大学の管理経費として全学的視点から効率よ

く活用できるような仕組みを定めた。 

 

【経理担当】 

予算編成のなかで、間接経費の充当の考え方を整理し、それに

基づき、間接経費を利用することとした。 

【経営情報の公開】 

【会計担当】 

法人の決算データを整理し、経営管理情報の公開方法

について検討する。 

 

 

 

【会計担当】 

平成 17 年度決算データを整理し、法定されている財務諸表等の

閲覧手続き（書面を各事務所に備えて置き、一般の閲覧に供する）

に加え、決算概要等をウェブで公開した。これにより、法人情報

を広く一般に公開することができた。また、大学総合案内に差し

込む形で、財務諸表の概要及び当該概要の英語表記をしたものを

作成し配布した。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【内部監査機能の充実】 

【会計担当】 

監事監査、会計監査及び内部監査人監査が有機的に連

携し、それぞれの持つ機能を相互に補完しあうよう協力

して内部監査を実施する。 

 

 

【会計担当】 

監事、会計監査人及び内部監査人による「監査連絡調整会議」

を適宜開催し、相互の監査実施状況を報告し意見交換を行うこと

で、監事や会計監査人の意見を踏まえつつ、内部監査を実施した。

 

【会計担当】 

監事監査計画と調整を図りつつ内部監査計画を立案

し、法人経営に資するよう効率的で効果的な内部監査を

実施する。 

 

 

【会計担当】 

平成 18 年度の内部監査計画を策定し、10 月以降、適正に業務

が実施されるよう、内部監査委員が協力して内部監査を実施した。

内部監査の結果、是正すべき事項が発見された場合、改善等の指

導を行い、適正に業務が実施されるようにした。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（２）人事の適正化に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【新たな人事制度の構築】 

【人事担当】 

・18 年採用の事務系固有職員への任期制の導入を図ると

ともに、他の職種の固有職員への導入を検討する。 

 

 

【人事担当】 

事務、ケースワーカー、放射線技師については、平成 18 年度

から固有職員の採用を実施。 

平成 19 年度には、薬剤師、栄養士、PT,OT 等へ職種拡大を行い、

固有職員採用に向けて平成 18 年度中に試験を実施した。 

 

 

【人事担当】 

・19 年度の年俸への反映に向けて評価制度を実施する。

 

 

【人事担当】 

平成 18 年度新たに教員評価プロジェクトを立ち上げ制度案の

検討を行った。9月に教員向け説明会を開催し、10 月から試行を

行った。また、プロジェクトにおいて試行の結果を踏まえた見直

し、運用のシステム化に取り組み、平成 19 年 3 月には再度教員

向け説明会を開催した。19 年 4月から全教員を対象とした評価制

度を実施する。 

 

 

【公募制の導入及び雇用形態の多様化】 

【人事担当】 

・教員人事委員会により、公正性・透明性・客観性をも

って教員人事を行う。 

 

 

 

【人事担当】 

「人事委員会 教員選考・採用フロー」「人事委員会議事録」

を公開し、制度の周知に努めている。 

【人事担当】 

・英語で授業のできる教員など、多様な人材の確保に向

け、公募・選考を推進する。 

 

 

 

【人事担当】 

公募の際、英文でも公募要項を作成し、外国人向けの Web サイ

トや英文雑誌等にも掲載した。 

【人事担当】 

・教育課程の多様化を図るため、特別契約教授の制度を

立ち上げ、採用を実施する。 

【人事担当】                     

平成 18 年４月 1日付け 

特別契約教授 2名を採用した。 

【制度概要】                        
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１８年度計画 計画の実績と成果 

 教育課程の多様化を図るため、「実務経験を求められる講義・実

験・研究指導などの本学が求める分野について、特に優れた知

識・経験を有すると認められる者」、または「これまでの経験・

知識を活用し学生教育に対し継続的に対応するなどの本学が求

める分野について、本学を定年退職し本学の教授の資格を有する

者」を教授として採用する。 

 

【教員評価制度の導入と効果的な運用】 

【人事担当】 

・19 年度の年俸への反映に向けて評価制度を実施する。

 

 

 

【人事担当】 

教員評価制度についてはプロジェクトを中心に検討を進めた。

年俸、任期更新、昇任といった処遇への反映の考え方、反映時期

について法人内部での検討を進めており、9 月に実施した教員向

け説明会においても一定の考え方を示した。 

当面は評価制度の定着に重点を置きながら、評価結果の処遇へ

の反映については、鋭意検討していく。 

 

【人事担当】 

・学外者を含め構成される教員評価委員会により、評価

の公正性・客観性を確保する。 

 

 

【人事担当】 

教員評価委員会の構成、枠組みについては教員評価制度案の中

で整理できた。今後は委員会での評価プロセス、評価基準、外部

委員の選任等について委員会において検討していく。学外委員に

ついては、19 年度中に選任していく。 

 

【年俸制の導入と制度の確立】 

【人事担当】 

・19 年度の年俸への反映に向けて評価を実施する。 

 

 

 

 

【人事担当】 

平成１８年度に教員給与制度の見直しを実施した。 

経験により一定の増額が図られる基本給と、評価結果等の反映

により増減する職務業績給とに年俸部分を整理し、今後の評価制

度との連動の仕組みを設定した。 

 

【任期制の導入】 

【人事担当】 

・任期制への理解を深める。 

 

 

 

 

 

【人事担当】 

新たな給与制度を実施する中で、昇格メリットを確保し、昇任

へのモチベーションの向上を図ることにより、任期制への理解を

深めた。 
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１８年度計画 計画の実績と成果 

【人事担当】 

・法人における新しい人事制度の定着を見ながら、具体

的な審査方法の検討を進める。 

 

【人事担当】 

 テニュア教授について、学長の下で基本的な考え方を整理し、

検討した。 

 

【職階の簡素化と昇任体系の構築】 

【人事担当】 

・昇任審査を実施する。 

 

 

 

【人事担当】 

人事委員会において、教員の昇任審査を実施した。 

【適切な人件費管理】 

【人事担当】 

・特別契約教授を採用するなど、適切な人件費管理を行

う。 

 

 

 

【人事担当】 

中期計画積算資料等に基づき、特別契約教授を採用するなど、

適切な人件費管理を行っている。 

 

【人事担当】 

・より職務職責に応じた給与制度となるよう、給与構造

の見直しを含め、中期計画期間中の人件費の執行につ

いて、特殊勤務手当の原則廃止など状況を見極めなが

ら、再度計画を見直し、修正を行う。 

 

 

【人事担当】 

平成 18 年度中に新教員給与制度について、設計し、平成 19 年

度から、より職務職責に応じた給与制度へ変更した。 

【専門職員の人事】 

【人事担当】 

・引き続き、専門的な知識・経験を有する専門職員を採

用する。 

 

 

 

【人事担当】 

平成 18 年度中、新規に 4 ポストの大学専門職について公募、

採用を実施した。 

【人事担当】 

・19 年度の年俸への反映に向けて専門職員に評価を実施

する。 

 

 

 

【人事担当】 

専門職員については市派遣の管理職と同様、ＭＢＯ（目標によ

るマネジメント制度）を実施している。 

法人固有職員の人事考課制度と合わせ、法人職員の評価制度に

ついて引き続き検討していく。 

 

【人事担当】 

・より職務職責に応じた給与制度となるよう、給与構造

【人事担当】 

 平成１８年度中にコンサルを活用し、状況分析を実施し、人事
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１８年度計画 計画の実績と成果 

の見直しを含め、給与制度の改革の趣旨に沿った人事

給与制度、評価制度を検討する。 

 

給与制度、評価制度について検討した。 

 

【市派遣職員の段階的解消】 

【人事担当】 

・固有職員を採用し、計画的に派遣職員の解消を図る。

 

 

 

 

 

 

【人事担当】 

各職種の固有職員の採用を行った。 

また、採用とは別に平成１８年に４人、１９年に１０人の市派

遣職員が固有職員へ転換した結果、固有職員率は平成１８年４月

に１２、５％であったものが、平成１９年４月には２４、７％に

増加している。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（３）事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための具体的方策 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【事務処理の簡素化及び迅速化】 

【庶務担当】 

他大学や他団体における事務処理制度等の事例研究

を行い、電子決済制度の構築に向けた検討を開始する。

また、各所属における情報の受伝達についても、ペー

パーレス化の徹底を再度行い、紙ベースでの資料の配付

を縮減させる。 

 

 

 

【庶務担当】 

法人の事務処理制度を再検討した結果、当面は電子決済制度の

構築は行わず、事務処理の迅速化に向けた実質的な事務決裁の見

直しを継続することとした。 

また、教職員での情報共有、迅速な情報伝達を行うためのツー

ルをとして、７月よりグループウエア（サイボウズ）を導入し、

紙ベースの資料配付を抑制している。 

 なお、従来紙ベースで配布していた省庁や公立大学協会からの

通知文等についてもグループウエアへの掲載を行うことで、紙ベ

ースでの配布を抑制するとともに教職員が検索・閲覧可能な体制

の整備を進めている。 

 

【簡素で効率的な組織の構築】 

【庶務担当】 

民間の視点を持って、事業手法等の見直しを図り、委

託化、外部化を推進する。 

 

 

 

【庶務担当】 

 事務担当のみならず、電話交換業務、公用車運転業務、守衛業

務などの担当業務についての見直し作業を行い、一部委託化を行

った。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

３ 広報の充実に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【広報活動の推進】 

【広報企画担当】 

引き続き、大学広報の企画及び総合調整にあたると同

時に、大学内外に対する広報を充実させ、大学広報へ学

生参加を推進する。 

 

 

 

【広報企画担当】 

学生による広報の推進については、学生自身の手による大学広

報ホームページを作成、各パネル展での学生との協働、タウンマ

ップの作成など広報における学生との協働を推進した。 

 また、区役所との連携、通学路の魅力化、京急や DC カードと

の連携による大学オリジナルカード等の大学広報を実現する等、

一定の成果を得ることができた。 

 

【広報企画担当】 

新たに正式に大学を紹介するパンフレットを作成す

ると同時に、大学 Web サイトの充実を含めインターネッ

トやラジオなどの多様な媒体を使った広報を展開する。

 

 

 

【広報企画担当】 

懸案であった大学総合案内を初めて作成した。横浜そごう前を

はじめとして市内各地で大学パネル展を学生とともに展開し、多

くの市民への大学 PR を実現できた。 

また、市大の情報が TV、ラジオ、新聞で取り上げられるなどの

結果を残せた。 

 

【庶務担当】 

市大交流プラザ「いちょうの館」を大学と地域、市民、

企業、卒業生等との交流の場としてさらに活発に活用し

ていくため、地域や市民、企業、卒業生の方々などの情

報コーナーを新たに設置・運営するとともに、学生の課

外活動等の発表の場として活用することにより、相互の

交流の促進を図る。 

 

 

 

 

【庶務担当】 

 市大交流プラザについては、昨年度に引き続き、地域・市民・

企業・卒業生等に向けた情報提供を行っている。また、学生の課

外活動の発表の場としても活用した。さらに、施設内に新たに清

涼飲料水の自動販売機を設置し、憩いの場としての機能も充実し

た。  

なお、７月から施設については、国際交流センターへ移管した。

 また、上記のほか、10 月と 2月には卒業生の会合へ施設貸出し

を行い、学長も同会合へ出席するなど、卒業生の交流の場として

も活用した。 

 

【施設管理担当】 

 施設使用については、市民がサークル・グループ活動等でホー

ルを利用できるよう貸出手続き等のルールを定め、ホームページ

により案内・周知を実施。 

随時利用申込みを受付けている。 
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Ⅵ 自己点検・評価、認証評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための取組 

１ 評価の充実及び評価結果等の公開に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【自己点検・評価の改善】 

【経営企画担当】 

全学的組織として設置した大学評価本部を円滑に運

営する。 

 

 

【経営企画担当】 

大学評価本部において、17 年度計画の業務実績のまとめを行

い、法人評価委員会からほぼ順調に実施されているという評価を

得ることができた。また、大学評価本部を円滑に運営することで、

17 年度計画における指摘事項の改善や 18 年度計画の進行状況の

確認を行うなどの取組を着実に実施した。 

 

【経営企画担当】 

大学評価本部において、自己点検・評価を効率的に実

施するための方法、評価項目、評価指標等について検討

を行う。 

 

 

【経営企画担当】 

大学に義務付けられている、法人評価や認証評価を効率的に実

施するための検討を行い、19 年度に大学の総合データベースを構

築する準備を進めた。また、このデータベースを経営指標として

活用することも目指している。 

 

【評価結果を大学運営の改善に反映する体制の構築】 

【経営企画担当】 

 17 年度計画に関する業務実績についての自己点検評

価や法人評価委員会の評価結果を大学の運営や教育研

究活動の改善・充実に反映する体制の構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経営企画担当】 

17 年度計画に関する業務実績についての法人評価委員会の評

価結果を受け、大学評価本部で報告・周知を図った。指摘事項に

ついては各担当部署にフィードバックを行い、18 年度の改善項目

として取り組むことを学内全体で確認した。 

その後、18 年度計画の着実な実施のための上半期進捗状況調査

を実施した際に、指摘事項の状況調査も行い、各所管で改善に向

けた取組が実施されていることを確認するなどの進行管理を行

った。 

また、全教職員が一体となった取組を、という指摘を踏まえ、

19 年度計画の策定にあたっては法人内専用グループウェア（サイ

ボウズ）等で周知を行うなど全員で共有するための意識付けを行

い、策定作業を行った。 

 これらの大学評価本部における取組を通じて、前年度業務実績

や評価結果を法人全体の運営改善に反映するという PDCA サイク

ルの構築を進めることができた。 

 

【経営企画担当】 

17 年度計画に関する業務実績についての自己点検評

価や法人評価委員会の評価結果を踏まえ、経営審議会及

び教育研究審議会等において大学運営の改善に向けた

検討を行う。 

【経営企画担当】 

17 年度業務実績報告書の作成及びそれに対する法人評価委員

会の指摘事項への対応策の検討など各段階における両審議会で

の議論を通じ、指摘事項に関する取組を着実に実施するなど、運

営の改善に向けた取組を実施することが出来た。 
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Ⅶ その他業務運営に関する重要目標を達成するための取組 

１ 安全管理に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【学生や教職員の安全の確保】 

【人事担当】 

・労働安全衛生委員会を開催する。職場巡視を実施する。

 

 

 

【人事担当】 

教職員を対象とした定期健康診断については計画通り実施で

きている。 

安全衛生委員会については、産業医の委嘱を行い、委員会を開

催した。また、職場巡視についても併せて実施した。 

 

【施設管理担当】 

・施設設備の定期点検を確実に実施し、不具合を未然に

防ぎ、安定稼働を実現する。 

 

【施設管理担当】 

年間を通し空調機器、昇降設備など各種機器の定期点検を実施

している。 

【庶務担当】 

・危機管理計画の一環として、安全管理マニュアルの見

直しを行い、学生も含めた実地防災訓練を行う。 

 

 

【庶務担当】 

 ４月に安全管理を含む１８年度の法人危機管理計画を制定し、

９月に実施した法人防災訓練において周知を図った。また、１１

月に学生等を含めた実地防災訓練を開催した。 

 その他、指導資格をもった教員のもとで教職員を対象とした普

通救命講習を実施した。また９月には教職員・学生を対象として

防災メール配信システムを稼動させ、防災訓練の案内や災害情報

（光化学スモッグ注意報や気象警報等）の周知徹底を図ってい

る。 

 さらに、大学生協と災害時における物資供給の協定を締結し、

金沢区役所と災害時ボランティア受入施設としての協定を締結

した。 

 

【人事担当】 

・ハラスメント防止委員会規程及びガイドラインの見直

しを行う。 

・ハラスメント防止の啓発研修を実施する。 

 

【人事担当】 

・ 規程およびガイドラインの見直しを行い、周知した。 

・ 研修を実施するとともに、リーフレットの作成を行い、教職

員、学生向けに啓発を実施した。 

 

【防災対策の強化】 

【庶務担当】 

実地防災訓練を実施するとともに、学生ボランティア

の組織化に向けた検討を行う。 

 学内において学生や教職員を対象とした普通救命講

習を開催するほか、教職員管理職が防火管理者資格を修

【庶務担当】 

 ４月に安全管理を含む１８年度の法人危機管理計画を制定し、

９月に実施した法人防災訓練において周知を図った。また、１１

月に学生等を含めた実地防災訓練を開催した。 

 その他、指導資格をもった教員のもとで教職員を対象とした普

通救命講習を実施した。また９月には教職員・学生を対象として
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１８年度計画 計画の実績と成果 

得する仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

防災メール配信システムを稼動させ、防災訓練の案内や災害情報

（光化学スモッグ注意報や気象警報等）の周知徹底を図ってい

る。 

 さらに、大学生協と災害時における物資供給の協定を締結し、

金沢区役所と災害時ボランティア受入施設としての協定を締結

した。 
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Ⅶ その他業務運営に関する重要目標を達成するための取組 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための取組 

１８年度計画 計画の実績と成果 

【庶務担当】 

各所属における個人情報保護に向けた取組のチェッ

クを引き続き行うとともに、研修会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【庶務担当】 

 ４月に個人情報漏えいのウィルスに感染する可能性の高いソ

フトウェアである「Winny」の取扱について周知するとともに、

端末へのインストールの有無について点検を実施した。 

 また、７月には各所属で個人情報の適正管理自主点検を実施し

た。アルバイトや人材派遣を含む教職員に対する研修を各所属で

実施した。これらの取組により個人情報保護の意識をさらに向上

させ、個人情報の適正な取扱を徹底した。 

 さらに、個人情報保護及び情報公開に関する情報については、

昨年に引き続き Eメールによる周知を行うとともに、ホームペー

ジやグループウェアを用いて情報の充実を推進している。 

 また、横浜市のコンプライアンス推進室設置を受けて、法人の

個人情報適正管理要綱及びマニュアルを改正した。 

 

 



 

 

 

 

 

平成１８事業年度  

 

 

 

決 算 報 告 書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 平成１８年４月  １  日  

 

至   平成１９年３月３１日  

 

 

 

 

 

公立大学法人 横浜市立大学  

 

 

 

 

 

 



（単位：百万円）

区　　　　　分 予算額 決算額
差額

（決算－予算）
備考

収入

　運営費交付金 12,866 12,866 0

　自己収入 34,596 36,148 1,552

　　授業料及び入学金検定料収入 2,520 2,510 ▲ 9

　　附属病院収入 31,356 32,774 1,417 （注１）

　　雑収入 719 863 144 （注２）

　受託研究収入等 990 1,290 300 （注３）

　長期貸付金収入（奨学金返還金） 46 59 12

　長期借入金収入 861 861 0

計 49,361 51,225 1,864

支出

　業務費 47,118 47,197 78

　　教育研究経費 2,683 3,065 381 （注４）

　　診療経費 18,267 19,344 1,076 （注５）

　　一般管理費 1,190 1,121 ▲ 69

　　人件費 24,976 23,666 ▲ 1,310 （注６）

　長期貸付金（奨学金） 46 15 ▲ 31

　施設整備費 1,601 1,948 346 （注７）

　受託研究費等 576 589 13

　長期借入金償還金 18 12 ▲ 5

計 49,361 49,762 400

　○ 予算と決算の差異について

（注1）　患者数、診療単価の増
（注2）　国庫補助金獲得額の増
（注3）　外部研究費獲得額の増
（注4）　国庫補助金獲得額の増に伴う教育経費の増
（注5）　患者数、診療単価の増に伴う診療経費の増
（注6）　看護師の人員不足等に伴う常勤職員人件費の減
（注7）　国庫補助金獲得額の増に伴う医療機器取得の増

平成１８年度決算報告書
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